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令和 5（2023）年度 自己点検・評価報告書 刊行にあたって 

「知識」から「実践力」を目指して 

 

 

 福島学院は、教育研究水準等の向上を目指し、自己点検・評価を行っています。大学が

自ら、教育研究・組織運営・施設設備の総合的な状況を自己点検し、現状を正確に把握・

認識した上で、その結果を踏まえて、優れている点や改善を要する点などを自己評価する

というものです。そしてそれを公表することにより、本学がどのような教育や大学の運営

を行っているのかを「見える化」し、学生に対する教育の質の保証ができる大学であるこ

とを示しています。  

 

 本学は今年度より第三期中期計画をスタートしました。「学生第一」と「地域になくては

ならない」という第二期中期計画の二つの理念を継承し、これらをさらに具現化するため

の八つの改革の柱を設定しました。そのコンセプトは、「知識」から「実践力」への転換で

す。これからの地域社会を支えていく学生に対して、知識だけに止まらず、どれだけ実践

力につながる学びを提供できるかが、「ふくしま」という課題先進地にある福島学院の大き

な使命の一つであるという考えに基づくものです。  

 

  令和 3 年 2 月、中央教育審議会大学分科会から「教育と研究を両輪とする高等教育の在

り方」が公表され、「大学内外の人的・物的リソースを様々に組み合わせ、総合的に教育研

究機能を最大化し、教育・研究・社会貢献を実行する」という目指すべき方向性が示され

ました。さらに 12 月には、「これからの時代の地域における大学の在り方について」が公

表され、地方の活性化と地域の中核となる大学の姿が示されました。「教育」「研究」「社会

貢献」の三位一体の取り組みが求められています。これらを受けて本学では、「地域で学び

地域に学ぶ」という実践力を育む「ここにしかない学び」ができる学びの場づくりに取り

組み、「ふくしまならではの人材育成」を特色とする「選ばれる福島学院大学」を目指して

います。  

 

  本学では、自己点検・評価の結果を第三者の視点で検証していただくため、大学運営・

組織運営に関する見識を有する学外の方々に委嘱し、外部評価委員会を開催しています。

外部評価委員会の意見を参考に、『学生第一の大学』『地域になくてはならない大学』、そし

て『社会の公器』としての大学の姿を目指して、さらなる大学改革に挑戦し続けてまいり

ます。  

 

令和 6 年 6 月 

                            福島学院大学短期大学部 

学長 桜 田 葉 子 
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Ⅰ．建学の精神・短期大学の基本理念、使命・目的、短期大学の個性・特色等 

 

1．本学の建学の精神 

「真心こそすべてのすべて」 

学校法人福島学院（以下「本学院」という。）は、昭和 16（1941）年 2 月 15 日に、菅

野慶助（明治 40（1907）年～平成 3（1991）年）と菅野八千代（大正 3（1914）年～平成

16（2004）年）夫妻が福島県の認可を得て福島市栄町（福島駅前地区）に設立した福島高

等洋裁学院がその発祥である。菅野慶助は福島県内各地の小学校や高等小学校の主席訓導、

官立福島師範学校の教員として戦後間も ない時期に数多くの生徒へ指導を行い、教育者

として尽力し、菅野八千代は、杉野ドレスメーカー女学院や、山脇服飾美術学院で学び、

東北の洋装文化の発展を目指し、洋裁教育を通じて婦人の教養及び社会的地位の向上を目

指した。 

戦後混乱期には福島県内各地でファッションショーを開催し、女性の自立につながる洋

裁の振興をとおして社会への貢献を続けた。さらに、福島県内に 4 校の分教場を設けるこ

とによって、洋装文化の向上と浸透に努めた。 

 福島高等洋裁学院は昭和24（1949）年に私立学校法により財団法人となり、昭和 51（1976）

年 3 月には、学校法人福島ドレスメーカー専門学校と改称した。教育を通した女性の社会

的地位と社会文化の向上を目指した創立者の志は現在にまで引継がれている。 

 この間、菅野慶助は高等教育機関の設立を昭和 38（1963）年から進め、昭和 41（1966）

年度に緑ヶ丘女子短期大学を開設したことが、現在の福島学院大学短期大学部（以下「本

学」という。）へとつながっている。 

 このような経過の中、本学では昭和 16（1941）年の開学以来、創立者の信念である「真

心こそすべてのすべて」を建学の精神に掲げ、専門の学芸を教授するだけでなく、真心

（Sincerity＝偽りや飾りのない心）と思いやり（Hospitality＝その人の身になって考える）

を涵養する教育を目指してきた。 

 

 

2．使命・目的 

 本学は建学の精神に基づき、その設置目的を福島学院大学短期大学部学則（以下「学則」

という。）第 1 条に、次のとおり定めている。  

 

学則 

第 1 条 

本学は教育基本法、学校教育法に則り、学院創立者の信念である「真心こそすべのすべ

て」という建学の精神に基づき、Sincerity（真心）と Hospitality（思いやり）を教育の根

本におき、広く知識を授けるとともに、専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的および応

用的能力を展開させ、職業及び実際生活に必要な人材を育成することを目的とする。 
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 また、本学の教育の理念を学則第 2 条に、次のとおり定めている。 

 

学則 

第 2 条 

本学は感銘と感動を与え、知的好奇心を喚起する授業の実施を目指すとともに、自らの

人生を創造的に生きようとする学生を受け入れ、支援する。 

 

 

さらに、各学科の教育目的および人材育成の目的は学則第 5 条の 2 に、次のとおり定め

ている。 

 

学則 

第 5 条の 2 

1. 保育学科においては、多様な保育ニーズに対応できる教養と専門的な知識・技術を持

った人材を育成する。 

2. 食物栄養学科においては、豊かな教養と、よりよい食生活を実現するための理論と実

践を身につけた人材を育成する。 

3. 情報ビジネス学科においては、ビジネス社会が求めるコミュニケーション能力、IT 技

術、ビジネスマナー、職業意識、基礎学力を身につけた人材を育成する。 

 

 

 

3．個性・特色等 

 本学は、学則第 1 条に明示しているように、「真心こそすべてのすべて」という建学の精

神に基づき、「真心」と「思いやり」を教育の根本においている。 

 その「真心」と「思いやり」を基本にした人とのつながりが学生を育てるという考えの

もと、本学では、令和元（2019）年度に策定した「学校法人福島学院第二期中期計画」（以

下、「第二期中期計画」という。）において、「学生第一」の大学、「地域になくてはならな

い」大学を本学の目指すべき姿として掲げ、大学改革に取組んできた。その結果が、連携

協定に基づく地域連携事業を中心とした 5年間で 250回以上におよぶ地域と連携した活動

であり、その活動が学生と地域を結んだ実践的な授業へ反映されている。 

 本学は、建学の精神及び使命・目的の具現化を目指して、保育学科、食物栄養学科、情

報ビジネス学科の各学科においては、様々な資格・免許状取得をとおして「幅広い職業人

養成」の機能と「社会貢献機能」（大学の機能別分化「我が国の高等教育の将来像」）を重

点的に担っている。 

 

（1）幅広い職業人及び高度専門職業人の養成 

①保育学科においては、多様な保育ニーズに対応できる教養と専門的な知識･技術を有

する保育者の養成を目指し、そのための多様な分野を包括する教育課程編成を特色と

している。その教育課程から、幼稚園教諭二種免許状、保育士資格、児童福祉司（任
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用資格）、社会福祉主事（任用資格）の免許状・資格を取得することができ、地域社

会の教育･保育を担う人材を育成している。 

 

②食物栄養学科においては、豊かな教養と、より良い食生活を実現するための理論と実

践を身につけた栄養士の養成を目指し、研究能力、専門的職業能力を育成する教育課

程編成を特色としている。その教育課程から、栄養士免許を取得することができ、将

来、管理栄養士としても活躍できるよう、地域社会が求める｢食｣、｢栄養｣、｢健康管

理｣、のスペシャリスト育成を目指している。 

 

③情報ビジネス学科においては、ビジネス社会が求めるコミュニケーション能力、IT 技

術、ビジネスマナー、職業意識、基礎学力を身につけた人材養成を目指し、ビジネス

実務全般と情報化に対応できる教育課程編成を特色としている。その教育課程から、

ビジネス実務士と情報処理士の資格取得を基礎的資格と位置づけている。さらに企業

や団体と連携して、まちづくり、商品開発、情報発信等の社会貢献を地域連携事業と

して実践し、地域社会の一員として活躍できる人材を育成している。 

 

以上の卒業生のほぼ 8 割は出身地を中心とする地元に就職しており、保育学科では児童

福祉施設、幼稚園、認定こども園等の保育士、幼稚園教諭、保育教諭として、食物栄養学

科では、学校、病院、福祉施設等の栄養士として、情報ビジネス学科では、一般企業、IT

系企業などの事務職、営業職等の幅広い職域で活躍している。 

さらに保育学科では、併設の福島学院大学認定こども園で教育実習（基本実習）、絵本の

読み聞かせ、園行事を題材とした連携授業等が実践できるほか、食物栄養学科では「はら

くっちん」、「Nutrition Cafe 福島」の開催、カロリーアンサーによる栄養成分分析等の実

施、情報ビジネス学科の地域連携活動をとおして、教育を実学へと結びつけている。 

 

（2）社会貢献 

 大学教育を社会へと結びつけることを目指して、メディア懇談会の定期的な開催、よい

仕事おこし実行委員会との連携協定締結（令和 5（2023）年 2 月）、福島県教育委員会との

「幼児教育推進」における連携協力に関する協定締結（令和 4（2022）年 11 月）、福島県

立医科大学との連携協定締結（令和 2（2020）年 1 月）、福島県食品生産協同組合との連携

協定（令和元（2019）年 11 月）、福島市飯坂温泉観光協会と相互協力協定締結（令和元

（2019）年 6 月）など、15 の企業・団体と連携協定を結び、その連携協定に基づく地域連

携事業を中心とした多くの地域連携活動の実施により、社会貢献を目指した実践を行って

いる。 

また、改革総合支援事業タイプ 3 として採択されている「福島市産官学連携プラットフ

ォーム」は、地元福島市、福島市内 5 大学、及び企業関連団体との協定である。福島市の

若者の地域定着に対する取組として、就職セミナーや調査研究、地元の魅力発信事業など

を連携して行っている。 

その他、「アカデミア・コンソーシアムふくしま」にも参画している。これは福島県内 19

の大学等と自治体、経済団体等が連携した組織であり、地元企業、市町村を始めとした地
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域の組織との連携・協働から生まれる若者の教育と地域・経済振興に資する取組を実施し、

広く社会に羽ばたく人材育成を目的として活動しているものである。 

 

①地域連携センターを通した地域連携 

地域連携センターは、県都福島市にある唯一の男女共学私立短期大学という特徴を活

かし、東日本大震災・原発事故後の福島の再生に貢献することを目指して平成 31（2019）

年 4 月に設置された。福島の再生には「なりわいの再生・新生」、「風評の払拭」、「風化

の克服」が重要であるが、地域連携センターの大きな目的は地域の活性化を促す仕掛け

を作り出すことである。そのために、地域の課題を大学での授業に結びつけ、学術的な

面から検討することによって地域への貢献を重ね、連携協定に基づく地域連携事業を中

心として、令和 5（2023）年度までの 5 年間で延べ 250 回以上の地域との連携活動を実

施している。この地域連携は月に 1 度開催される「メディア懇談会」をとおして情報発

信するとともに、国内外からの研究者のアテンドなど、多様な取組を進めることによっ

て、「風評の払拭」、「風化の克服」にも貢献している。 

 

②心理臨床相談センター 

福島学院大学大学院附属心理臨床相談センターにおいては、教員の指導のもとで専門

的な教育と訓練を受けた大学院生が、市民の心の相談に応じている。相談後に医療的サ

ポートが必要であると判断された場合には適切な医療機関を紹介している。また、本セ

ンター主催によって「市民対象公開講座」を開催し、メンタル面の問題に関心のある市

民に向けて、令和 5（2023）年度は講座を 2 回開講した。 

 

③ふくしま子どもの心のケアセンター 

福島県より事業委託を受けた「一般社団法人 福島県精神保健福祉協会」が、本学福島

駅前キャンパスに令和 3（2021）年 4 月に設置し運営する機関である。福島学院大学及

び福島県立医科大学と連携しながら、東日本大震災後の福島の子どもたちへの支援活動

を行っている。 

 

④こども図書館 

こども図書館は、学生と子どもたちの豊かな感性と心や知的好奇心を育み、絵本を通

した教育・保育の充実を図るなどを目的に令和 3（2021）年 10 月設置された（宮代キャ

ンパス／認定こども園内）。本学保育学科の学生による園児への読み聞かせの実践など、

保育現場に即した学びの場として、こども図書館を活用するほか、子育て支援拠点の一

つとして地域の子どもや保護者が絵本に親しむ場を提供している。 

 

⑤公開授業「科目履修生」制度  

大学院・大学・短期大学部の正規科目を公開している。本制度は、本学学生以外で学

びに関心のある方、各種資格取得を目指す方が、興味ある科目や必要な科目を選んで履

修できる制度である。本制度によって、学び直し（リカレント教育）や卒業後に資格取

得を目指す方々を支援している。 



福島学院大学短期大学部 

5 

 

 

 以上のような、「幅広い職業人及び高度専門職業人の養成」と「社会貢献」機能のほか、

地域で活躍する方々を招いての「人材寄付講座」などにより、社会人の方が学べる機会を

提供するなど、「真心」と「思いやり」を基本にした地域とのつながりを大切にして、「学

生第一」の大学、「地域になくてはならない」大学を目指すという個性・特色を打出してい

る。 
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Ⅱ．沿革と現況 

 

1．本学の沿革 

昭和 16（1941）年 

 

 

昭和 24（1949）年 

創立者・菅野慶助、菅野八千代により洋裁教育を通じて婦人の教養及

び社会的地位向上を目的とし、福島学院大学の前身となる福島高等洋

裁学院を開校 

私立学校法により財団法人となる 

昭和 41（1966）年 緑ケ丘女子短期大学開学、保育科開設 

昭和 43（1968）年 福島女子短期大学に名称変更、服飾美術科、食物栄養科開設 

昭和 46（1971）年 福島女子短期大学保育科第二部開設 

昭和 49（1974）年 福島女子短期大学附属幼稚園開園 

昭和 51（1976）年 

 

昭和 60（1985）年 

福島高等洋裁学院を学校法人福島ドレスメーカー専門学校へ名称変

更 

学校法人福島ドレスメーカー専門学校廃止、福島女子短期大学秘書科

開設 

平成元（1989）年 生活教養科開設（服飾美術科・学科名変更） 

平成 4 （1992）年 学校法人福島学院に法人名称変更 

平成 12（2000）年 福島学院短期大学に名称変更し男女共学化 

生活デザイン科開設（生活教養科・学科名変更）  

情報ビジネスコミュニケーション科開設（秘書科・学科名変更） 

平成 13（2001）年 福祉心理科、専攻科福祉専攻第一部開設  

平成 14（2002）年 情報ビジネス科開設（情報ビジネスコミュニケーション科・学科名変

更） 

平成 15（2003）年 福島学院大学開学、福祉学部福祉心理学科開設  

福島学院短期大学生活デザイン科、福祉心理科募集停止（大学へ定員

振替）  

平成 16（2004）年 福島学院大学短期大学部、福島学院大学附属幼稚園に名称変更  

平成 18（2006）年 福島駅前キャンパス開設 

平成 19（2007）年 大学院臨床心理学研究科臨床心理学専攻（修士課程）開設 

平成 24（2012）年 福島学院大学短期大学部専攻科臨床栄養専攻、情報ビジネス専攻開設 

平成 25（2013）年 大学院心理学研究科臨床心理学専攻に研究科名変更  

大学院心理学研究科こども心理専攻開設  

平成 27（2015）年 福島学院大学福祉学部こども学科開設  

福島学院大学附属幼稚園を幼保連携型福島学院大学認定こども園へ

移行  

平成 29（2017）年 

 

 

 

福島学院大学短期大学部専攻科福祉専攻第一部、臨床栄養専攻、情報

ビジネス専攻廃止  

福島学院大学短期大学部 保育科第一部を保育学科、食物栄養科を食

物栄養学科、情報ビジネス科を情報ビジネス学科に学科名変更 
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平成 30（2019）年 福島学院大学短期大学部保育科第二部廃止 

令和 2（2020）年 大学院心理学研究科こども心理専攻廃止 

令和 5（2023）年 

 

福島学院大学短期大学部 情報ビジネス学科募集停止 

福島学院大学マネジメント学部地域マネジメント学科開設 

令和 6（2024）年 

 

福島学院大学短期大学部情報ビジネス学科廃止 

 

 

 

2．本学の現況 

・短期大学名 

福島学院大学短期大学部 

 

・所在地  

福島県福島市宮代乳児池 1－1（宮代キャンパス・法人本部） 

福島県福島市本町 2－10（福島駅前キャンパス） 

 

・学科構成 

福島学院大学短期大学部 

保育学科（宮代キャンパス） 

食物栄養学科（宮代キャンパス） 

情報ビジネス学科（福島駅前キャンパス） 

 

・学生数、教員数、職員数（令和 5（2023）年 5 月 1日現在） 

学生数（単位：人） 

 

※情報ビジネス学科は令和 5 年度から学生募集停止 

 

教員数（単位：人） 

学科名 
専任教員 

兼任教員 
教授 准教授 講師 助教 計 助手 

保育学科 4 2 5 0 11 0 4（13） 

食物栄養学科 3 2 1 1 7 0 4（1） 

情報ビジネス学科 3 1 2 0 6 0 10（1） 

合計 10 5 8 1 24 0 18（15） 

※兼任教員の括弧書きは大学の専任教員数 

学科名 1 年 2 年 計 

保育学科 68 91 159 

食物栄養学科 43 24 67 

情報ビジネス学科 ※ 59 59 

合計 111 174 285 
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職員数（単位：人） 

専任職員 11 

特別職員 6 

派遣職員 1 

合計 18 
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

 

基準 1．使命・目的等 

1－1．使命・目的及び教育目的の設定 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

1-1-② 簡潔な文章化 

1-1-③ 個性・特色の明示 

1-1-④ 変化への対応 

（1）1－1 の自己判定 

「基準項目 1－1 を満たしている。」 

 

（2）1－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

 本学の教育の使命・目的は、短期大学設置基準第 2 条、学校教育法第 108 条及び建学の

精神に基づき、福島学院大学短期大学部学則（以下「学則」という。）第 1 条に、広く知識

を授けるとともに、専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的および応用的能力を展開させ、

職業及び実際生活に必要な人材を育成すると明示している。 

 また、教育目標は、学則第 5 条の 2 において、保育学科、食物栄養学科、情報ビジネス

学科それぞれに具体的に明示している。 

さらに、学則第 2 条で教育の理念を示し、本学が育成しようとする具体的人間像を本学

ウェブサイトでも示している。 

 

1-1-② 簡潔な文章化 

 建学の精神に基づく本学の使命・目的及び教育目的は、学生の理解と社会への情報公表（学

則第 4 条の 2）を前提として、平易な言葉を用いて具体的かつ簡潔に文章化されている。 

 

1-1-③ 個性・特色の明示 

 本学は、学則第 1 条に明示しているように、「真心こそすべてのすべて」という建学の精

神に基づき、「真心」と「思いやり」を教育の根本においている。 

 「真心」と「思いやり」を基本にした人とのつながりが学生を育てるという考えのもと、

本学では、「学校法人福島学院第二期中期計画」（以下、「第二期中期計画」という。）にお

いて、「学生第一」の大学、「地域になくてはならない」大学を本学の目指すべき姿として

掲げ、大学改革に取組んできた。その結果が、5 年間で 250 回以上におよぶ地域との連携

活動であり、学生と地域を結んだ実践的な授業への反映となっている。 

 また、本学独自の教育の特色を「福島学院大学 四つの約束」として、本学ウェブサイ

トでも示している。 
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1-1-④ 変化への対応 

 平成 23（2011）年の東日本大震災によって、福島県は日本全体が抱える少子高齢化に付

随する諸課題の先進地域となっている。 

 本学院は、東日本大震災・原発事故以降急激に顕在化が進んだ少子社会における幼児教

育の高度化を図るため、平成 27（2015）年度に大学福祉学部こども学科を設置するなど社

会情勢の変化に対応してきたが、震災から 13 年が過ぎ、少子化、高齢化、過疎化など地域

の諸課題が一層顕在化してきた。その状況を受けて、本学院の使命・目的を果たすための

検討を重ね、令和 4（2022）年 3 月に大学の「マネジメント学部地域マネジメント学科」

の設置認可を申請し、8 月 31 日付けで「認可」の答申を得た（令和 5（2023）年 4 月に開

設）。 

それに伴い同法人内での本学において、マネジメント学部地域マネジメント学科への改

組として情報ビジネス学科の募集停止及び保育学科の入学定員変更（入学定員 150 人→

100 人）を令和 5（2023）年度入学生より行っている。 

これは急激な少子化の中で、大学への新たな需要を開拓するとともに、本学の適正な収

容定員管理による ST 比（学生数／教員数）を含む教育の質向上を目的としたものである。 

 

（3）1－1 の改善・向上方策（将来計画）  

 大学の新学部開設を契機として、本学の使命・目的について一層の意識共有を図るとと

もに、教育目的の意味・内容について継続的に自己点検評価を行っていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 1-1-1】 福島学院大学短期大学部学則 

【資料 1-1-2】 本学ウェブサイト（ホーム＞大学案内＞大学紹介＞福島学院大学の特

色）https://www.fukushima-college.ac.jp/feature/ 

【資料 1-1-3】 学校法人福島学院第二期中期計画 

【資料 1-1-4】 2024 年度大学案内 

 

 

1－2．使命・目的及び教育目的の反映 

1-2-① 役員、教職員の理解と支持 

1-2-② 学内外への周知 

1-2-③ 中長期的な計画への反映 

1-2-④ 三つのポリシーへの反映 

1-2-⑤ 教育研究組織の構成との整合性 

（1）1－2 の自己判定 

「基準項目 1－2 を満たしている。」 
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（2）1－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

1-2-① 役員、教職員の理解と支持  

 本学の教育の使命・目的は、学則第 1 条に規定し、各学科の使命・目的についても学則

第 5 条の 2 にそれぞれ規定し明確に示している。 

学長は、使命・目的及び教育目的などの学則等の策定・改正の際には、学科会議、運営

委員会、教授会で意見を聞き、常任理事会、理事会に具申する。理事会は具申された案件

に対して監事出席のもと、審議決定する。役員にはその審議・承認の過程で理解と支持を

得ている。 

 最終決定した教育の使命・目的等は、各年度の事業計画及び各科課室の運営計画に反映

され実施されるほか、教職員全体に対しては、毎年、年度初めの 4 月 1 日に開催される初

顔合わせ会、1 月上旬の新年初会合等において、理事長、学長、副学長等から方針などが

詳しく説明され、全教職員の理解と支持を得ている。 

 

1-2-② 学内外への周知 

 本学の使命・目的、教育目的は、学則第 4 条の 2 に規定するとともに、年度当初には大

学案内、大学報を発行し、本学ウェブサイトにも掲載して学内外に周知している。資料請

求者に対して大学案内を郵送及び配付し、本学ウェブサイトの URL 及び QR コードを

SNS や各種媒体等で公開し周知している。 

 

1-2-③ 中長期的な計画への反映  

本学の使命・目的及び教育目的を具現化するために、建学の精神に基づいた「使命・目

的及び教育目的」を、第二期中期計画における二つの本学の目指すべき姿（「学生第一」の

大学、「地域になくてはならない」大学）と四つの柱（1．教育・研究の充実、2．地域連携

の強化、3．組織の改革、4．経営基盤の確立）として反映している。教育研究及びそれに

紐づく地域との連携、組織強化を行うことで具体的な実現を目指してきた。 

 以上を具体的に実践するために、例年 2 回各担当部署に進捗管理を依頼し、進捗状況に

応じてアクションプランを見直し、取組方法の変更など各担当部署で打合わせを行い、理

事長・学長に報告されている。各担当部署からの報告をもとに、全体の進捗を把握するた

めの全体会議を行い、進捗の把握と方向性を確認し情報共有を図っている。 

 以上の点から、本学の使命・目的及び教育目的は中長期的な計画に反映されるとともに、

情報共有が図られ継続的な点検が行われている。 

 なお、中期計画の進捗状況は理事会、評議員会に概要を報告している。 

また、令和 5（2023）年度は第二期中期計画（5 年間）の最終年度であり、令和 6（2024）

年度からの新たな中期計画「学校法人福島学院第三期中期計画」（5 か年計画）を策定した。

「第二期中期計画」の進捗・達成状況や成果を踏まえ、中長期的な視点から将来の経営状

況を見据え、点検、評価を行い、法人全体で取組むべき課題を洗い出した。教職員や同窓

会といった重要なステークホルダーからの意見を取り入れ、それを基に計画を策定するボ

トムアップのアプローチを採用、さらに、トップダウンのアプローチにより、経営管理職

者の方針や計画を反映した。厳しい経営環境の中で、建学の精神と教育理念の実現を志向
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し、社会的使命を果たすために、新たな中期計画により経営改革を進めていく。 

 

1-2-④ 三つのポリシーへの反映  

令和 2（2020）年度に大学全体（大学・大学院・短期大学部）の使命・目的及び教育目

的を反映した三つのポリシー「ディプロマ・ポリシー」、「カリキュラム・ポリシー」、「ア

ドミッション・ポリシー」（以下それぞれ「DP」、「CP」、「AP」という。）を策定した。同

時に各学科の三つのポリシーも大学全体のポリシーに紐づけながら見直しを行っており、

各学科の使命・目的及び教育目的にも反映されたポリシーとなっている。 

 

1-2-⑤ 教育研究組織の構成とその整合性  

 本学における教育研究組織の構成と整合性については、本学の使命及び教育目的達成の

ために、学則第 5 条に示すように、保育学科、食物栄養学科、情報ビジネス学科の 3 学科

を設置している。 

 上記の学科構成は、学則第 1 条に定める本学の設置目的の趣旨に適っており、学則第 5

条の 2 で定める各学科の教育目的及び人材育成の目的と整合している。 

学科の必要な専任教員は、収容定員数、授与する学位の種類、及び取得できる資格等に

応じ配置している。加えて、教員の活動を補助する職員も適宜配置している。 

本学の運営にあたっては、学則第 9 条で教職員の組織、第 11 条には「教授会」等の会議

について規定しているほか、「各種委員会等設置規程」に基づき、適切な運営ができる体制

を整備している。 

 

（3）1－2 の改善・向上方策（将来計画） 

 本学の使命・目的及び教育の目的は第二期中期計画等に反映されている。さらに使命・

目的を達成し発展させていくために、大学全体の三つのポリシー及び各学科の三つのポリ

シーについては、外部有識者の意見を取入れての教学委員会で検討を続けており、今後も

教育の質の向上を念頭に検討・見直しを継続していく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 1-2-1】 福島学院大学短期大学部学則 

【資料 1-2-2】 初顔合わせ会資料（令和 5 年度） 

【資料 1-2-3】 2024 年度大学案内 

【資料 1-2-4】 大学報 Vol.34（令和 5（2023）年 4 月 28 日発行） 

【資料 1-2-5】 本学ウェブサイト（ホーム＞大学案内＞大学紹介）

https://www.fukushima-college.ac.jp/about_index/ 

【資料 1-2-6】 学校法人福島学院第二期中期計画 

【資料 1-2-7】 学校法人福島学院理事会議事録 

【資料 1-2-8】 学校法人福島学院評議員会議事録 

【資料 1-2-9】 福島学院大学の三つのポリシー 

【資料 1-2-10】 福島学院大学短期大学部における 3 つの方針 
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【資料 1-2-11】 福島学院大学所属別現在員表（令和 5 年度） 

【資料 1-2-12】 各種委員会等設置規程 

【資料 1-2-13】 教学委員会議事録（令和 3 年度～令和 5 年度 ※該当回抜粋） 

 

［基準 1 の自己評価］  

 本学は、建学の精神と教育理念を踏まえ、学科ごとに教育目的を学則及び規則等で明文

化している。これらは短期大学設置基準第 2 条に規定されている本学の目的にも沿うもの

であると同時に、本学の特色を明示するものである。 

 これらに示されている本学の使命・目的、教育理念や教育目的等は、本学ウェブサイト

や大学案内等をとおして社会に広く公表されており、学内各種委員会・会議において教職

員に周知されている。 

 建学の精神に基づいた「使命・目的及び教育目的」を達成するために、第二期中期計画

において示している本学の目指すべき姿（「学生第一」の大学、「地域になくてはならない」

大学）と四つの柱（1．教育・研究の充実、2．地域連携の強化、3．組織の改革、4．経営

基盤の確立）として具体化され実践されていることから、「基準 1. 使命・目的等」の趣旨

を満たしていると評価できる。 
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基準 2．学生 

2－1．学生の受入れ 

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知 

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

（1）2－1 の自己判定 

「基準項目 2－1 を満たしている。」 

 

（2）2－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知  

令和 2（2020）年度に、教学委員会を中心として三つのポリシーの全面的な見直しを実

施し、学校教育法第 90 条、第 108 条及び学校教育法施行規則第 150 条、第 165 条の 2

に基づき、福島学院大学短期大学部学則（以下「学則」という。）第 1 条及び第 5 条の 2

に規定する教育目的及び人材育成の目的を踏まえて、学科ごとのアドミッション・ポリシ

ー（以下、「AP」という。）を定めている。  

AP の策定については、各学科ともに文部科学省が求める学力の三要素、「基礎的な知識・

技能」「思考力・判断力・表現力等の能力」「主体性・多様性・協働性」を基準としつつ、

各学科独自の選抜視点を取入れている。 

 それぞれの独自の視点としては、各学科のディプロマ・ポリシー（以下「DP」という。）

を学修の到達目標として、カリキュラム・ポリシー（以下「CP」という。）に則した教育

を受けるために、本学が入学志望者に求める「入学までに必要な知識・技能や能力、目的

意識、意欲」について示した。AP には本学での学修に関わる項目だけでなく、自立した社

会人を目指すための項目も含まれており、志願者と本学での学びの関係をイメージしやす

くなっている。さらに、AP に合致した学生を選抜するため、「福島学院大学短期大学部入

学者選抜規程」に選抜の方針、入学選抜科目等を定めている。 

AP の周知については、学校教育法施行規則第 172 条の 2 に基づき、「大学案内」、「学生

募集要項」、本学ウェブサイト等をとおして発行及び公表するとともに、オープンキャンパ

ス、学外主催の進学ガイダンス、高等学校内ガイダンス、高等学校進路指導担当教員向け

入試説明会、高等学校訪問等を通じて、生徒、保護者、高等学校進路指導担当教員、及び

地域のステークホルダー等に対して具体的に説明している。 

 

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

AP に沿った入学者を受入れるために、各学科では、「大学案内」、「学生募集要項」と本

学ウェブサイトに AP を明記し、求める学生像を具体的に入学希望者に示している。 

 入学者受入れのための選抜は、各学科は 4 選抜（一般選抜、学校推薦型選抜、指定校推

薦型選抜、総合型選抜）を実施している。各入試区分については、学募推進委員会におい

て年度ごとに出願資格や選抜方法が AP に沿っているかを審議検証し、その決定した内容

を学生募集要項等で公表したうえで入学者選抜試験を実施している。 

 本学では「学生募集要項」に記載された出願書類をもとに、一般選抜、学校推薦型選

抜、指定校推薦型選抜において小論文試験と面接試験を行い、総合型選抜では 2 回の面
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談と小論文試験を課している。いずれも AP に沿って、本学で学ぶために必要な学力と当

該学科の AP に適う人物であるかを丁寧に確認し、総合的に判断している。 

 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

令和 3（2021）年度の入学者数は保育学科 71 人（入学定員 150 人）、食物栄養学科 36

人（入学定員 50 人）、情報ビジネス学科 40 人（入学定員 60 人）であった。 

令和 4（2022）年度の入学者数は保育学科 89 人（入学定員 150 人）、食物栄養学科 24

人（入学定員 50 人）、情報ビジネス学科 61 人（入学定員 60 人）であった。 

令和 5（2023）年度の入学者数は保育学科 68 人（入学定員 100 人）、食物栄養学科 43

人（入学定員 50 人）と保育学科、食物栄養学科では 3 年連続で入学定員を充足すること

ができなかった。 

短期大学志願者自体が年々減少しており、さらに全国の保育系・栄養系の希望者も減少

していることから、令和 5（2023）年 4 月の大学のマネジメント学部地域マネジメント学

科の開設に伴い、保育学科は令和 5（2023）年度の入学定員を 150 人から 100 人に変更し

た。また、情報ビジネス学科を廃止することに伴い、令和 5（2023）年度から募集停止を

していることから、マネジメント学部地域マネジメント学科（入学定員 90 人）の学生募集

にも努め、大学全体の入学者数を確保していく。また、両学科の様々な取組（保育学科は

本学認定こども園での学生サポーター制度・読み聞かせプロジェクト、食物栄養学科は

N utr i t i o n  Ca fe 福 島 、 はらくっちんプロジェクト等）を「地域で学び地域に学ぶ」

という地域と連携した本学独自の学びとして PR し、入学者数の増加を目指す。【表 2-1-1】

【表 2-1-2】 

 

【表 2-1-1】学生数の状況          令和 5 年 5 月 1 日現在 

学科 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

保育学科 100 人 68 人 250 人 159 人 

食物栄養学科 50 人 43 人 100 人 67 人 

情報ビジネス学科 － － － 59 人 

※1 保育学科は令和 5 年度から入学定員変更（150 人→100人） 

※2 保育学科の収容定員は移行期間として令和 5 年度 250 人、令和 6 年度 200 人 

※3 情報ビジネス学科は令和 5 年度から学生募集停止 

※4 情報ビジネス学科の収容定員は移行期間として令和 5 年度は 60 人 

 

【表 2-1-2】入学定員充足率                 令和 5 年 5 月 1 日現在 

学科 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

保育学科 72％ 48％ 47％ 59％ 68％ 

食物栄養学科 48％ 52％ 72％ 48％ 86％ 

情報ビジネス学科 145％ 55％ 66％ 101％ － 
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（3）2－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 三つのポリシーに則した教育改革・改善を実施し、実質化に向け全学的な改善を行って

いくなかで、特に AP に関しては、将来的に教育の理念、本学の使命・目的につながる指

針でもあるため、アセスメント・ポリシーをとおして今後も継続的に議論を続ける。 

 

 学生の受入れに関する具体的な改善・向上方策は以下のとおり。 

① 「大学案内」、「学生募集要項」、「出願書類（選抜要項）」の発行及び本学ウェブサイ

ト等をとおしての公表を、毎年度 5 月 1 日までに行う。 

 

② ここ数年はコロナ禍により、オープンキャンパスの大規模開催が困難だったため、 

大学と本学を午前と午後に分けて行う等、工夫して開催してきた。これからも入学

生確保に向けて、5 月から 9 月は毎月、そして 12 月と翌年 3 月にオープンキャンパ

スを開催し、志願者の確保に努める。 

 

③ 学外主催の進学ガイダンス、高校内ガイダンスは可能な限り引受け、少ないチャン

スを活用していく。特に、高校生との接触の機会が増える高校内ガイダンスは、フ

ァーストコンタクトの機会として重要視し、その後のオープンキャンパスや大学見

学等への参加につながるよう積極的に実施していく。 

 

④ 高校教諭との良好な関係構築のため、高校訪問も東北・北関東を中心に行っていく。

特に福島県内、宮城県南部、及び山形県置賜地区等は、複数回高校訪問を重ねて学

生募集につなげる。さらに、本学に通学可能な主要都市において、高校教諭対象説

明会を 6 月に開催し、前年度の選抜結果や当該年度の入学選抜情報等を説明する機

会を設け、相互理解を深めて入学者数確保を目指す。 

 

⑤ 高校訪問の実施回数や高校内ガイダンス、学外主催の進学ガイダンス等への参加回

数の増に加え、新聞広告、テレビコマーシャル、SNS 等を活用し、より効果的な学

生募集を展開する。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 2-1-1】 福島学院大学の三つのポリシー 

【資料 2-1-2】 福島学院大学短期大学部における 3 つの方針 

【資料 2-1-3】 教学委員会議事録（令和 3 年度～令和 5 年度 ※該当回抜粋） 

【資料 2-1-4】 福島学院大学短期大学部学則 

【資料 2-1-5】 福島学院大学短期大学部入学者選抜規程 

【資料 2-1-6】 2024 年度大学案内 

【資料 2-1-7】 令和 6 年度学生募集要項 

 保育学科 

 食物栄養学科 
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【資料 2-1-8】 本学ウェブサイト（ホーム＞入学選抜） 

https://www.fukushima-college.ac.jp 

【資料 2-1-9】 オープンキャンパスリーフレット（令和 5 年度分） 

【資料 2-1-10】 福島学院大学認定こども園学生サポーターの受け入れについて 

【資料 2-1-11】 福島学院大学認定こども園での読み聞かせプロジェクトリーフレッ

ト 

【資料 2-1-12】 Nutrition Cafe 福島リーフレット 

【資料 2-1-13】 はらくっちんリーフレット 

【資料 2-1-14】 学生数（令和 5 年 5 月 1 日現在） 

【資料 2-1-15】 令和 6 年度出願書類 

 保育学科 

 食物栄養学科 

【資料 2-1-16】 福島学院大学アセスメント・ポリシー 

【資料 2-1-17】 福島学院大学短期大学部学科アセスメント・ポリシー 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

 

 

2－2．学修支援 

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

2-2-② TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめとする学修支援の充実 

（1）2－2 の自己判定 

「基準項目 2－2 を満たしている。」 

 

（2）2－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

 短期大学設置基準第 20 条（教育研究実施組織等）に基づき、以下のような学修支援体制

を整備している。 

 

各学科の学修支援体制 

・入学前教育 

入学予定者に対し、学科ごとに入学前課題を課し、入学予定者の学修意欲を高め、入

学後の本学の教育が円滑に適応できるよう指導している。 

・入学後オリエンテーション 

入学後の学修体制を可能な限り早期に支援するために、学科ごとに教職員によるオリ

エンテーションを開催し、大学生活への円滑な移行を援助している。その後も各学科で

は定期的に資格・免許状取得に係るガイダンスを行い、本学での学修に必要な履修と学

修指導を行っている。 

・学科会議 
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学科ごとに「学科会議」を設置し、学生の単位取得や成績状況等を確認することによ

って、各学科での履修指導に活用している。 

・クラスアドバイザー 

各学科には学年ごと（保育学科は学年のクラスごと）にクラスアドバイザーを配置し、

学修支援を始め大学生活全般の支援や相談に対応している。 

 

事務局の学修支援体制 

学修を支援するための事務局組織として宮代キャンパスに教務課と福島駅前キャンパス

に福島駅前キャンパス事務室（以下、「駅前事務室」という。）を設けている。また、各種

実習を支援する部署として、宮代キャンパスと福島駅前キャンパスに実習指導室を設けて

いる。 

 学修支援体制は、教務課・駅前事務室及び学科教員と協働し、学科ごとに実施する新入

生オリエンテーション、及び在学生の履修登録説明会において、適切な履修指導を行うと

ともに、全学生からの個別の履修相談にも対応している。その後も必要に応じて学科教員

と教務課・駅前事務室において、学生の履修科目の出席状況や成績情報を共有しながら履

修指導にあたっている。 

また、学外実習科目が多い保育学科は、実習支援・指導のために実習指導室を設置して

いる。実習指導室には専任職員を配置し、担当教員との密接な連携のもと、学生及び外部

実習施設との連絡･調整を図り、教員サポート体制を整備している。【表 2-2-1】 

 

【表 2-2-1】事務局の学修支援体制一覧 

部署名 主な学修支援内容 

教務課 

駅前事務室 

・学籍（進級・卒業、休学・退学、復学）に関する相談・諸手続

きに関する支援、履修に関する相談 

・授業時間割、期末試験・補講・再試験・追試験日程の調整 

・教室の配当、利用予約の受付、利用状況の管理 

・教室内の情報機器の管理 

福祉学部こども学科・

短期大学部保育学科

実習指導室 

実習指導担当教員と専任職員の連携による実習系科目学修支援 

 

 

2-2-② TA（Teaching Assistant）等の活用をはじめとする学修支援の充実 

〇全学的な学修支援充実のための取組 

 本学「非常勤教員授業担当委嘱規程」第 2 条において、TA（Teaching Assistant）の位

置づけと役割を定めているが、TA の委嘱はしていない。 

学生に対する日常的な学修相談と支援を目的に、全専任教員が年間をとおして「オフィ

スアワー」を設定し、本学ウェブサイト上の教員プロフィール欄と各研究室前にその曜日・

時間帯を公表している。各学科で取組んでいる少人数教育や、「学生との個人面談」の実施

等により、教員が学生個々の学修や生活状況を把握することが可能であり、中途退学、休
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学についての相談及び留年者への対応等については職員も含めて、学生への日常的な学修

相談と支援が行われている。さらに、福島学院大学大学院附属心理臨床相談センターとも

連携し、心のケアも含め日常的な各種学生相談をとおしてきめ細かく対応し、学修支援の

充実を図っている。 

なお、障がいのある学生の支援に関しては、短期大学設置基準第 2 条の 3（教員と事務

職員等の連携及び協働）に基づきガイドラインを定め、入学希望者や本学に在籍する学生

に対しては教職員が協働で学修支援にあたることとしている。 

 

【保育学科】 

クラスアドバイザーによる「学生との個人面談」を年 2 回（前期・後期）実施して、学

生の学修支援体制を整えている。問題を抱えている学生には、複数の教員で問題解決にあ

たるようにしている。また、配慮が必要な学生には、毎月の学科会議において情報を共有

して迅速に対応している。 

なお、学生の状況に応じて福島学院大学大学院附属心理臨床相談センターの利用も勧め

ている。 

 

【食物栄養学科】 

TA をチューターという名称とし、「学生によるチューター制度」を令和 2（2020）年度

から導入し、令和 3（2021）年度から実動している。2 年生がチューターを担い、1 年生の

学修支援を実施している。前期と後期の間で受講学生の成績は全員が上がっており、効果

があったと考えられる。 

また、実習や実験等の授業科目で、授業について行けていない学生に対して、教務職員

（副手）が対応する等、授業の遅れをカバーするように努めている。今後もその体制をよ

り強化して行く。 

 

【情報ビジネス学科】 

福島駅前キャンパスは教員と学生の距離が近いこともあり、授業課題の補習を申出た学

生にはその場で教員が対応している。また、毎週末に授業の満足度調査（Google フォーム）

を実施しており、学修支援が必要な学生の要望に対しては翌週までに対応している。 

 

（3）2－2 の改善・向上方策（将来計画） 

教員と職員等の協働をはじめとする学修支援の整備については、教学マネジメントにお

ける年度ごとの PDCA サイクルの中で継続的に検討しながら改善を図っていく。その際、

各種アンケートの分析や中途退学者等の実態を把握し、総合的に進めることにより、エビ

デンスベースで各学科の状況に即した対応策を検討していく。 

 演習や実習等の科目において、現行学生の学修状況等の把握や支援体制は充実している

と評価できる。さらに、学生の学修支援を充実させるという意識を全教職員が共有するこ

とを一層推し進め、学生にきめ細やかに対応していく。 

 なお、障がい者差別解消法の改正に伴い合理的配慮の提供が義務化になったことから、

健康調査票、健康相談担当・学生カウンセラー等、申出窓口やその後の対応フロー「障が
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いのある学生への配慮必要事項（フローチャート）」を全学生・教職員へさらに周知徹底し、

各申出については真摯に対応する。また実際の支援内容は細かく記録し、必要であれば対

応フロー等の見直しを行っていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 2-2-1】 入学前教育案内（各学科） 新入生向け通知文 

 保育学科 

 食物栄養学科 

【資料 2-2-2】 オリエンテーションスケジュール表（各学科） 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

【資料 2-2-3】 各種委員会等設置規程 

【資料 2-2-4】 学科会議設置規程 

【資料 2-2-5】 クラスアドバイザー一覧（各学科） 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

【資料 2-2-6】 業務組織規程 

【資料 2-2-7】 福島学院大学所属別現在員表（令和 5 年度） 

【資料 2-2-8】 非常勤教員授業担当委嘱規程（第 2 条） 

【資料 2-2-9】 本学ウェブサイト（ホーム＞大学案内＞情報公開＞教員プロフィー

ル）https://www.fukushima-college.ac.jp/teacher_profile/ 

【資料 2-2-10】 障がい学生支援に関する基本方針 

【資料 2-2-11】 令和 5 年度健康調査票（様式） 

【資料 2-2-12】 障がいのある学生への配慮必要事項（フローチャート） 

 

 

2－3．キャリア支援 

2-3-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備 

（1）2－3 の自己判定 

「基準項目 2－3 を満たしている。」 

 

（2）2－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-3-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備 

〇全学的な取組 

 短期大学設置基準第 20 条（教育研究実施組織等）に基づき、教育課程でのキャリア教育

科目やクラスセミナーをとおして、全学的に多様なキャリア教育を実施している。地域連

携授業、地域連携活動は本学の特色の一つでもあり、地域でのボランティア活動、実習、

インターンシップ活動をとおしてのキャリアアップを促している。 
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 各学科においては所定の課程を履修し単位を取得した学生には、以下の資格・免許状を

取得することを可能とし、学生が社会的・職業的自立を目指すために支援体制の充実を図

っている。 

保育学科：     幼稚園教諭二種免許状、保育士資格 

食物栄養学科：   栄養士免許 

情報ビジネス学科： ビジネス実務士○N、情報処理士○N 

 

【学生支援・キャリア支援課】 

教育課程外での学生に対する進路・就職に関する指導及び支援としては、学生支援・キ

ャリア支援課と学科キャリア支援担当教員を中心に以下のとおり体制を整備し、支援を行

っている。  

 

・両キャンパスの各キャリア支援資料室及び学科掲示板等に、求人票やパンフレット・チ

ラシ・ポスター、進学関連資料、就職活動に関する参考書や試験対策のための問題集等、

書籍や冊子を常備している。また、障がいのある学生のための就職関連資料や冊子、求

人票も常備している。 

 

・1 年次の後期に「就職ガイドブック」を配付し、学生の多様な進路や就職試験対策に適

した情報提供を行っている。 

 

・学生支援・キャリア支援課、学科にキャリア支援担当教員を配置し、日常的に学生の進

路形成に関する相談、助言を行う体制を整えている。進路相談は、学生とのコミュニケ

ーションを重視するととともに、個々のニーズに応えるために、個別面談方式で行って

いる。学生の希望により Zoom 等のオンラインやメールでも個別相談を実施している。 

 

・キャリア支援に携わる教職員による就職対策委員会を定期的に開催し、未内定の学生や

障がいなどの困難を抱える学生について、組織的・多面的な対応について検討している。  

 

・ウェブ上で企業情報やインターンシップ・求人情報等で検索・閲覧ができる「福島学院

就活ナビ」を運営、コロナ禍や実習・学生長期休業期間中でも自主的な就職活動ができ

るよう支援体制を整えている。  

 

・1 年次の前期（6～7 月）に「福島学院就活ナビ」から「進路希望調査」を実施し、学生

のニーズを把握して必要に応じ求人開拓などの情報収集を支援している。 

 

・「卒業生就職先アンケート」を実施し、そのアンケート結果を就職対策委員会、運営委員

会で報告するなど、各学科と情報を共有し、キャリア支援の改善に活用している。 

 

・クラスセミナーや課外時間において、学科・学年に応じた就職に関する講座・ガイダン

ス・セミナーを開催している。計画的に進路決定ができるよう業界動向・就職活動に関
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する知識を習得することを目的としている。 

令和 5（2023）年度の実施概要は以下のとおりである。【表 2-3-1】 

 

【表 2-3-1】令和 5（2023）年度就職に関する講座・ガイダンス・セミナー実施概要 

 

【保育学科】 

1 年次生対象 

開催日 内容等 

7/14（金） 就活スタートアップセミナー（株）ディスコ 

11/10（金） 就職支援セミナー 福島新卒応援ハローワーク 

12/1（金） 就職適性検査 

12/15（金） 福島県私立幼稚園・認定こども園就職セミナー 

12/22（金） 就職模擬試験 

1/12（金） 作文模擬試験 

1/19（金） 就職試験対策 

1/26（金） 園見学の仕方 福島新卒応援ハローワーク 

2 年次生対象 

開催日 内容等 

6/9（金） 応募書類の作成・送付の仕方 福島新卒応援ハローワーク 

6/16（金） 福祉・介護の仕事説明会 福島県社会福祉協議会 

6/23（金） 志望の動機・自己 PR の書き方 福島新卒応援ハローワーク 

6/30（金） 就活応援 好印象メイク講座 福島民報社、花王 

6/9（金） 面接対応 福島新卒応援ハローワーク 

11/15（水） 現在の求人状況・就職活動について 

12/6（水） 労働法出前講座 福島県労働委員会 

1/10（水） 内定者への指導・未内定者への今後の活動 

 

【食物栄養学科】 

1 年次生対象 

開催日 内容等 

5/9（火） キャリア支援課による「就活ナビ」資料活用法の説明 

7/6（木） 栄養士の仕事①（卒業生によるゲストスピーカー）※２年生と合同 

7/13（木） 栄養士の仕事②（卒業生によるゲストスピーカー）※２年生と合同 

7/20（木） 栄養士の仕事③（卒業生によるゲストスピーカー）※２年生と合同 

11/1（火） 就職適性検査 

11/22（木） 就活準備セミナー 

11/29（木） 就職指導：一般教養試験 

12/6（木） 作文模擬試験 

1/24（水） 企業合同説明会 
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2 年次生対象 

開催日 内容等 

通年 毎月の科内会議で内定状況・進路状況を確認、情報共有 

前期 学科キャリア担当職員による、学生全員の就職に関する個別面談実

施 

7/6（木） 栄養士の仕事①（卒業生によるゲストスピーカー）※１年生と合同 

7/13（木） 栄養士の仕事②（卒業生によるゲストスピーカー）※１年生と合同 

7/20（木） 栄養士の仕事③（卒業生によるゲストスピーカー）※１年生と合同 

12/15（木） 社会人になるにあたって 

 

【情報ビジネス学科】 

2 年次生対象 

開催日 内容等 

通年 学科キャリア支援担当教員による就職相談及び面接指導（随時） 

通年 毎月の科内会議で進路状況を共有、適時相談や指導にあたる 

前期 筆記試験対策・企業説明会の活用方法 

4/17（月） 学内企業説明会（5 社） 

4/24（月） 学内企業説明会（8 社） 

5/22（月） 学内企業説明会（6 社） 

5/29（月） 学内企業説明会（5 社） 

5 月 ゼミ担当教員による個別面談（全員対象） 

後期 新生活・社会人としての心構え 

12/4（月） 年金セミナー 

12/11（月） 消費者教育出前講座 

1 月 進路未決定者に対する個別面談・指導 

 

 

〇学科ごとの取組 

【保育学科】 

早期に就職活動の意識を高めるため、1年次からクラスセミナーで就職講話や適性検査、

筆記試験対策講座等を実施している。また、10 月には「ご家族就職説明会」を実施してい

る。 

2 年次では、クラスアドバイザーを中心にキャリア支援担当教員を割り当て、前期と後

期の 2回にわたって就職に関する面談を実施している。学生個々の進路状況については後

期の学科会議で共有し、保育学科の全教員がキャリア支援にあたっている。 

 

【食物栄養学科】 

1 年次では、個別指導教員を割り当てて面談を実施。面談結果は学科会議で共有     

している。また、クラスセミナーでは、クラスアドバイザーがキャリア個別面談、ゲスト
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スピーカーによる栄養士の仕事内容の講話、夏休みの就職活動や過ごし方等を実施してい

る。2年次生は「履歴書の書き方および送付の仕方」、「キャリア個別面談」「ゲストスピー

カーの講話」、10 月には学科教員による「栄養士実力認定試験対策」を開催し過去問対策

など、就職指導と支援にあたっている。また、進学（編入学）希望者には、筆記試験対策

や面接指導などを個別に行っている。 

 

【情報ビジネス学科】 

ゼミナール担当教員が個別面談を実施し、キャリア指導と支援にあたり、また地域企業

の採用担当者を招いた学内合同企業説明会を複数回開催している。 

進学を希望する学生に対しては、その多くが指定校の編入学を希望することから、指定

校推薦の通知が届き次第、学生に情報を共有する仕組みを構築し、加えて筆記試験対策や

面接指導などを個別に行っている。キャリア支援に関わる情報は、学科会議で共有してい

る。 

 

（3）2－3 の改善・向上方策（将来計画） 

 本学卒業後の進路は、就職、4 年制大学への編入学等多岐にわたるため、就職に特化し

ない多様な進路選択に対応可能な支援体制を引続き整備していく。 

 就職に関しては、学科キャリア支援担当教員、学生支援・キャリア支援課職員との協働

により学生や求人に関する情報を共有し、教職員のキャリア支援に関するスキルアップを

FD（Faculty Development）、SD（Staff Development）をとおして支援体制の一層の充

実を図っていく。 

 なお、特別な支援を必要とする学生の早期把握に努め、家族や関係機関と連携しながら、

前向きな卒業後のステップに向けて支援し、進路決定率 100％を目指す。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 2-3-1】 就職ガイドブック（キャリアサポートガイド） 

【資料 2-3-2】 就職対策委員会規程 

【資料 2-3-3】 福島学院就活ナビ 学生向け資料 

【資料 2-3-4】 卒業生就職先アンケート調査 集計結果（令和 5 年度） 

 

 

2－4．学生サービス 

2-4-① 学生生活の安定のための支援 

（1）2－4 の自己判定 

「基準項目 2－4 を満たしている。」 

 

（2）2－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-4-① 学生生活の安定のための支援 

本学では、短期大学設置基準第 20 条（教育研究実施組織等）に基づき、以下のとおり、

学生生活全般の安定のための支援を行っている。 
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学生生活全般の支援を扱う組織として、学生支援・キャリア支援課及び学生指導委員会

を設置し、両組織が連携して学生生活安定のための各種支援を行っている。学生支援・キ

ャリア支援課では日常的な窓口対応を行っており、学生からの相談内容によっては、教員

や関連部署と連携を図りながら親身な対応をしている。 

また、学生生活を送るうえでの必要事項やトラブルを防止するための注意事項等を記載

した「学生ハンドブック」を発行し、学生に周知している。学生に対する日常的な窓口対

応を通じて、各種手続きの支援を行うほか、アパート等の住居情報の提供やアルバイト、

ボランティア情報の提供等、学生生活安定のための多様な支援を行っている。 

なお、学生生活に関する重要な情報は、本学ウェブサイトに掲載するとともに、学内掲

示や学生に書面で配付している。 

その他、本学が行っている学生生活安定のための支援は、以下のとおりである。 

 

・日本学生支援機構奨学金は、学生支援・キャリア支援課が申請に関する手続きを行なっ

ている。また、福島県保育士修学資金等、各種奨学金についても希望する学生に対して

きめ細かな相談や指導を行い、その結果、多数の学生が奨学金等を受給している。災害

時等における特別な緊急経済的支援についても情報を集約し、対象学生に速やかに周知

し、取りまとめて手続きを行っている。 

 

・医務室では、個人情報に充分に配慮したうえで学生が提出する健康調査票の記載内容や、

定期健康診断の結果をもとに、学生の健康管理にあたっている。また、看護師または保

健師資格のある健康相談担当職員が、以下の曜日･時間帯で学生からの日常的な健康相

談に応じるとともに、事故・ケガに対する応急措置を行い、医師による診察や治療の必

要性を判断し、状況により医療機関での受診を促している。さらに、学生の健康管理に

ついて注意を喚起するために、「医務室ニュース」を定期的に発行し、学生に周知してい

る。【表 2-4-1】 

 

・令和 5（2023）年度は健康相談担当職員及び学生カウンセラーによる「健康セミナー」

を宮代キャンパスで開催し、学生を対象に身体や心の健康管理について直接注意喚起を

行った。 

 

【表 2-4-1】医務室の設置状況 

宮代キャンパス医務室 
宮代キャンパス 

学生支援・キャリア支援課内 

月～金 

9：00～17：00 

福島駅前キャンパス医務室 福島駅前キャンパス 4Ｆ 
月～金 

10：00～16：00 

・健康相談担当職員不在時は、宮代キャンパスは学生支援・キャリア支援課、福島駅前キ

ャンパスは駅前事務室で学生を受付けし、学生の症状等により、医師免許を持つ教員や

両キャンパスの健康相談担当員、学生カウンセラー、福島学院大学大学院附属心理臨床

相談センター、クラスアドバイザーと連携し、近隣病院の案内や当該学生の緊急連絡先

へ連絡をすることにしている。 
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【表 2-4-2】学生相談室の設置状況 

学生相談 

宮代キャンパス学生支援・キャリア支援課相談室 

もしくは 

福島駅前キャンパス 4F 学生相談室 

月・水 

10：00～17：00 

・学生支援・キャリア支援課には、公認心理師・臨床心理士資格のある学生カウンセラー

を配置し、心に不安を抱える学生や障がいのある学生の希望に応じ、上記のとおり、相

談業務を実施している。【表 2-4-2】 

 

なお、学生の状況によっては、福島駅前キャンパスにある福島学院大学大学院附属心

理臨床相談センターと連携し、対応している。学生一人ひとりが健全な心身を保ち充実

した学生生活を送ることができるよう、希望する学生に臨床心理専門のカウンセラーが

対応に当たり、具体的な対処方法や問題解決方法をアドバイスしている。福島学院大学

大学院附属心理臨床相談センターは、学生本人のみならず、家族の利用も可能であり、

学生の日常生活を支える家族に対しても健康面を支援することで、直接的手段だけでな

く間接的手段を含めた総合的な学生支援を可能としている。 

 

・新入生には、学生生活安全マニュアル「学生が狙われる 50 の危険」も配付してトラブル

対策についての情報提供を行っている。さらに一人暮らしを始める学生には生活上の注

意点や予防管理をまとめた冊子も配付して、学生生活への支援に努めている。 

 

・防犯の意識を高め、成人としての必要な知識を習得させること、ライフステージごとの

生き方、仕事と家庭の両立などの「自分らしい生き方・働き方」を選択できる能力を身

につけることを目的に各種学生支援セミナーを開催している。令和 5（2023）年度の

開催状況は以下のとおりである。【表 2-4-3】 

 

【表 2-4-3】各種学生支援セミナー 

内 容 講 師 期日・対象 

防犯講習会 
福島北警察署生活安全課 

福島県警察署県民サービス課 

5/19（金）保育学科 1 年次 

6/13（火）食物栄養学科 1 年次 

薬物乱用防止講座 福島県薬剤師会 
6/20（火） 食物栄養学科 1 年

次 

消費者教育出前講座 福島県金融広報委員会 

11/8（水）食物栄養学科 1 年次 

12/11（月）情報ビジネス学科 2

年次 

年金セミナー 東北福島年金事務所 

11/15（水） 食物栄養学科 1 年

次 

12/4（月）情報ビジネス学科 2

年次 
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健康セミナー 
医務室健康相談担当 

学生カウンセラー 

4/28（金）保育学科 1 年次 

6/6（火）食物栄養学科 1 年次 

 

・「教職員の学生に対する禁止すべき行為及び差別と嫌がらせ的言動に関する防止方針」を

定め、差別及びハラスメントの防止に努めている。学生相談窓口や対応フローについて

は、「学生ハンドブック」に掲載して学生に周知している。 

なお、ハラスメント等の行為が生じた場合には、中立的立場である「教職員と学生間

における差別とハラスメント防止委員会」、「学生間における差別とハラスメント委員会」

が相談内容に応じて対応する体制を取っている。 

 

・学生自治組織である学友会については、学友会室を提供して活動の支援を行っている。

学友会によって運営される各種学生間交流事業や文化祭（のぎく祭）に関しては、学生

支援･キャリア支援課が実施に向けて企画・運営をサポートしている。 

 

・クラブ活動については、大学ガイドラインに沿って「コロナ禍におけるクラブ活動の基

本方針」を定め、全クラブ長に対し説明会を実施して安全・安心なクラブ活動を指導し

ている。学外活動や大学祭時、備品購入時に、その費用の一部補助を行っている。 

 

（3）2－4 の改善・向上方策（将来計画） 

 学生サービス及び厚生補導のための組織については、現行体制において充分に機能して

いるが、時代の変化とともに多様化する学生への対応と学生サービスの一層の向上を図っ

ていく。「学校法人福島学院第二期中期計画」（以下、第二期中期計画という。）において、

「学生第一」を本学の目指す姿の一つとして掲げており、「学修行動と学生生活に関する実

態調査（卒業時アンケートを含む）」の結果等を活用してエビデンスに基づいた学生生活安

定のための支援をさらに充実させていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 2-4-1】 業務組織規程 

【資料 2-4-2】 福島学院大学短期大学部学則 

【資料 2-4-3】 学生ハンドブック 

【資料 2-4-4】 本学ウェブサイト（ホーム＞キャンパスライフ）

https://www.fukushima-college.ac.jp 

【資料 2-4-5】 医務室ニュース 

【資料 2-4-6】 教職員の学生に対する禁止すべき行為及び差別と嫌がらせ的言動に関

する防止方針 

【資料 2-4-7】 各種委員会等設置規程 

【資料 2-4-8】 業務組織規程 

 

 

2－5．学修環境の整備 
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2-5-① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理 

2-5-② 実習施設、図書館等の有効活用 

2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性 

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理 

（1）2－5 の自己判定 

「基準項目 2－5 を満たしている。」 

 

（2）2－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-5-① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理  

本学の宮代キャンパスは、福島市の中心から北東に 8ｋｍのところ、阿武隈急行線・福

島学院前駅から徒歩 1 分に位置する。静かな落ち着いた環境は、自らの人生を創造的に生

きようとする学生を受入れ支援するのに適した立地である。福島駅前キャンパスは、JR 福

島駅東口から徒歩 5 分の福島市中心市街地に位置し、交通の便が良く、学修環境や地域貢

献活動に適した立地である。 

校地及び校舎は、両キャンパスとも大学・本学が共用で、校地面積合計 32,088.59 ㎡、

校舎面積合計 21,710.49 ㎡、グラウンド面積 6,423.75 ㎡であり、短期大学設置基準が定め

ている必要面積の倍以上を確保している。 

本学の学修環境については、短期大学設置基準第 10 条（授業を行う学生数）、第 27 条

（校地）、第 27 条の 2（運動場等）、第 28 条（校舎）、第 29 条（教育研究上必要な資料及

び図書館）、第 30 条（校地の面積）、第 31 条（校舎の面積）、第 32 条（附属施設）、第 33

条（機械、器具等）、第 33 条の 2（二以上の校地において教育研究を行う場合における施

設及び設備）及び第 33 条の 3（教育研究環境の整備）等に基づき、以下のとおり校地、校

舎等が整備され適切に運営・管理されている。【表 2-5-1】【表 2-5-2】【表 2-5-3】【表 2-5-

4】【図 2-5-1】 

 

【表 2-5-1】本学の校地及び校舎 

キャンパス名 校地面積 校舎面積 

宮代キャンパス 30,958.78 ㎡ 14,817.39 ㎡ 

福島駅前キャンパス 1,129.81 ㎡ 6,893.10 ㎡ 

合計 32,088.59 ㎡ 21,710.49 ㎡ 

 

【表 2-5-2】本学の定員 

学 科 名 入学定員 収容定員 

保育学科 100 人 

150 人 

250 人 

350 人 食物栄養学科 50 人 100 人 

情報ビジネス学科 － － 

※1 保育学科は令和 5 年度から入学定員変更（150 人→100人） 

※2 保育学科の収容定員は移行期間として令和 5 年度 250 人、令和 6 年度 200 人 

※3 情報ビジネス学科は令和 5 年度から学生募集停止 
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※設置基準上必要とする校地面積   収容定員合計数 350 人 ×10 ㎡ ＝ 3,500 ㎡ 

※設置基準上必要とする校舎面積   合計 3,850 ㎡ 

     ・短期大学設置基準 

       保育学科（教育学・保育学関係）    2,600 ㎡（収容定員 250 人まで） 

       食物栄養学科（家政関係）          1,250 ㎡（収容定員 100 人まで） 

 

 

【図 2-5-1】宮代キャンパス学内校舎等の配置図 

 

 

 

 

 

 

【表 2-5-3】宮代キャンパス学内校舎の概要 

校舎名 延床面積 構造・規模 概要 

本館 

（カーサ・ビア

ンカ） 

2,654.94 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト造 4 階建 

1F には総務課、2F には理事長室・

教務課・経理課・人事課・学長室が

ある。3・4 階はアクティブ・ラーニ

ングや大人数収容できる教室があ

①本館（カーサ・ビアンカ） 

②音楽館（カーサ・ムジーカ） 

③ジョージアハウス 

④図書館情報センター 

⑤のぎく館 

⑥カーサ・フローラ 

⑦認定こども園 

⑧体育館 

⑨イネーブルガーデン 

⑩カーサ 20 

⑪カーサ 21 

⑫すみれ館 

⑬クレフォートハウス 

⑭温室 

⑮工芸棟 

⑯ほっとぷれいす 

⑰食栄館 

⑱ハウスグリンデルワルト、 

グリンデルコーナー 

⑲しらゆり館 

⑳サイクルハウス 
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る。バリアフリー対応。 

音楽館 

（カーサ・ムジ

ーカ） 

819.45 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト（一部鉄骨）造

3 階建 

音楽教育用の施設。エアコン完備の

ピアノ個室 18 室のほか、電子ピア

ノやキーボードも多数設置。ギター

等器楽系演奏教室としても使用。 

ジョージアハ

ウス 

218.77 ㎡ 木造 3 階建 入学広報課がある。学生募集の対応

をしている。 

図書館情報 

センター 

（宮代図書館） 

2,059.78 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト（一部鉄骨）造

6 階建 

約 78,000 冊の蔵書がある。2F ラウ

ンジでは読書や談話ができる。また、

菅野記念館（絵本閲覧室）、セミナー

ルームがある。 

4F は PC の作業台が 8 台と閲覧室、

及び学科図書書架がある。 

館内の総席数は 146 席。 

のぎく館 902.38 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト造 2 階建 

学生食堂と売店がある。 

カーサ・フロー

ラ 

2,145.13 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト造地階付 2 階建 

千葉記念ホールは 321人収容の多目

的ホールで発表会、講演会等に利用

している。食物栄養学科の給食管理

実習室がある。 

リハーサルルームは体育実技の授業

で利用している。スペイン広場は学

生の昼食や休憩のスペースとして使

用している。 

認定こども園 

 

2 階大学分

室 70 ㎡ 

鉄筋コンクリー

ト造 2 階建 

同法人運営。就学前の子どもに幼児

教育・保育を提供している施設。大

学福祉学部こども学科・保育学科の

教育実習等の実習施設でもある。 

敷地内にこども図書館が併設されて

いる。 

体育館 1,034.15 ㎡ 

（ 研 究 室

16.2 ㎡） 

鉄骨造平屋建 体育実技の授業のほか、バスケット

ボールやバレーボールなどのクラブ

活動に利用されている。 

カーサ 20 661.21 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト造 2 階建 

大学福祉学部こども学科・保育学科

の授業で使用するベビールーム等の

演習・実習室がある。バリアフリー

に対応している。 
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カーサ 21 1,444.82 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト造 4 階建 

コンピュータネットワーク完備の情

報教育用等の施設、教員研究室があ

る。バリアフリーに対応している。 

すみれ館 1,241.04 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト（一部鉄骨）造

4 階建 

教員研究室と、大学福祉学部こども

学科・保育学科の実習指導室がある。 

クレフォート 

ハウス 

214.55 ㎡ 軽量鉄骨造 2 階建 1F には大学マネジメント学部地域

マネジメント学科事務室、教員研究

室がある。 

2F には教員研究室のほか、監事室、

企画室がある。 

工芸棟 289.08 ㎡ 軽量鉄骨造 2 階建 二つの工芸教室があり、造形表現等

の授業などで利用している。 

食栄館 1,094.18 ㎡ 鉄骨造 2 階建 食物栄養学科を中心とした実験実習

棟。1F には調理を学ぶ実習室が二つ

と研究室がある。2F には理化学実験

室と食品加工実習室、教員研究室が

ある。 

ハウスグリン

デルワルト 

268.6 ㎡ 木造 2 階建 学生支援・キャリア支援課、医務室、

学生相談室がある。奨学金、アルバ

イト、アパート紹介等、学生生活の

各種相談に応じている。 

しらゆり館 691.52 ㎡ 鉄筋コンクリー

ト（一部鉄骨）造

2 階建 

1F にはキャリア支援資料室と教員

研究室、2F には AV 機器完備の教室

があり、映像を利用した授業やディ

ベート等を行う授業に利用してい

る。 

 

【表 2-5-4】福島駅前キャンパス学内校舎の概要 

フロア 構造・規模 概要 

6F 教室 4～8、談話室、 

福島駅前図書室、自習室 

 

福島駅前図書室は、福祉や心理の専門書

を中心に約 14,000 冊を蔵書。自習室には

机を 28 席設置し勉学に集中できる環境

を整備している。 

5F 教室 3、セミナールーム、事務室、

実習指導室、キャリア支援資料室 

大学福祉学部福祉心理学科実習指導室や

事務室、キャリア支援資料室がある。求

人など就職関係資料の閲覧ができる。事

務室では教務・学生生活の相談に対応し
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ている。 

4F カウンセリング実習室、演習室 1・

2、グループワーク実習室 1、心理系

科目演習室、医務室、学生相談室 

心理学に関する実験、データ分析方法等

を学べる教室がある。 

3F 大学院附属心理臨床相談センター 精神科医、臨床心理士、カウンセラー等

のスタッフが発達・情緒障害のある児童・

生徒・その家族の相談に応じる精神保健

相談施設。 

2F 教室 1・2、PC 実習室 1・2、PC サ

ポートルーム、談話室 

情報ビジネス学科のデザイン系授業で使

用するコンピュータ（Mac）を設置した

実習室がある。 

1F 

 

ラウンジ、談話室 多くの学生が休憩時間等に利用、コミュ

ニケーションを図る場としている。 

B1F ロッカールーム、スポーツルーム、

学友会室 

学生のための福利厚生スペース。 

 

運動用には、宮代キャンパス内に 6,423.75 ㎡のグラウンドがあり、夜間照明灯 4 基、ソ

フトボール用バックネット、サッカー用ゴール 1 組を備え、授業やクラブ活動を実施する

ために十分な面積・設備の運動場を有している。 

 また、宮代キャンパス内には 1,034.15 ㎡の体育館があり、授業やクラブ活動を実施する

ために十分な面積を有している。 

 

〇学修環境の管理と整備について 

・施設設備の維持管理のための規程として、「福島学院調達規程」、「福島学院経理規程」、

「福島学院固定資産及び物品管理規程」、「資本的支出及び修繕費支出に関する取扱要

領」を整備している。 

・財務諸規程における物品等管理に加え、「宮代キャンパス教室等使用規程」、「福島駅前

キャンパス教室等使用規程」、「体育館使用細則」、「カーサ・フローラ利用規程」、「カ

ーサ・フローラ利用心得」、「のぎく館利用規程」等の諸規程に従い施設の維持管理に

努めている。 

・全体の施設管理は、総務課が担当しているほか、外部専門会社にも業務を委託し、消

防設備、空調設備、電気設備、エレベーターの保守点検、建築設備の定期点検、演習・

実習授業に関わる排水処理施設の維持管理については、関係法令を遵守しながら日常

点検及び定期点検を実施し、管理・保守及び、学内清掃業務等を行っている。また、

施設設備のメンテナンスは、学生長期休業期間中に実施している。 

・防災・防犯対策のための諸規則としては、「福島学院大学宮代キャンパス防災計画」、

「宮代キャンパス防災組織編成」、「福島駅前キャンパス防災計画」、「福島駅前キャン

パス防災組織編成」、及び「危機管理基本マニュアル」を制定し防災・防犯対策に努め

ている。 
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・建物の耐震補強はすべて完了しており、両キャンパス全ての校舎が耐震性を有してい

る。 

・宮代キャンパスでは、年 1 回防災避難訓練を実施している。さらに防災・防犯対策と

して教職員に折り畳み式ヘルメット、懐中電灯、催涙スプレーを配付している。防犯

訓練は年 1 回実施し、防犯グッズ刺股の取扱いなど防犯技術の向上に努めている。ま

た、普通救命救急講習会も年 3 回実施し、全教職員に 2 年間に 1 度の受講を励行して

いる。 

・福島駅前キャンパスにおいても、防災避難訓練を年 1 回実施している。さらに折り畳

みヘルメットや防犯グッズを館内各所に設置して防犯対策に努めている。 

・両キャンパスには、防災備蓄品として、食糧、飲料水、防寒シートや簡易トイレ等を

備えている。 

・防犯対策としては、両キャンパスとも夜間及び休日等における警備は、外部警備会社

に機械警備、巡回警備などを委託している。宮代キャンパスでは平日 6 時 30 分から

22 時 30 分まで構内警備を外部会社に委託し警備員を配置している。福島駅前キャン

パスでは館内各所に監視カメラを設置し警備室で監視している。 

・コンピュータシステムのセキュリティ対策としては、両キャンパスともネットワーク

の外部接続点にはファイアウォールにより外部からの侵入に対するセキュリティ対策

を行っている。特に、市街地に位置し学外者の出入りが多い福島駅前キャンパスでは、

認証 VLAN システムを導入し不法な LAN 利用を防止している。また、キャンパス内

の LAN に接続するパソコン類には全てセキュリティ対策ソフトウェアのセットアッ

プを施している。 

・関係省庁の通達を踏まえ、省エネルギー対策、及び SDGs 委員会を設置し、地球環境

保全対策に取組んでいる。教室等の冷暖房温度の設定値を定めているほか、館内照明

の間引き点灯、化粧室照明は人感センサーを設置、不在時の消灯励行、不使用電気製

品の主電源オフ等を「総務課ニュース」で全教職員に周知している。 

 

2-5-② 実習施設、図書館等の有効活用    

〇実習施設について 

 授業を行う教室は、各学科の CP に合致するよう講義室のほか、各学科で目指す資格･免

許状取得に係る演習室、実験・実習室を配置しており、授業内容に応じて適正な教室を配

当している。講義・演習系の各教室には本学の推奨する「映像利用教育」実施のための機

器を設置している。また、機器の定期点検を外部に委託し、学修環境充実のために維持・

管理に努めている。 

情報教育関連授業で使用する機器・備品は、宮代キャンパスにパソコン教室を 2 室設け、

パソコンを合計 79 台配置し、全て LAN 環境を整えている。福島駅前キャンパスにはデザ

イン用コンピュータ教室を 1 室設置し、デザイン専用コンピュータ Macintosh を 29 台配

置している。その他、各教室には学生所有のノートパソコンや大学の貸出用ノートパソコ

ンで LAN 環境が使えるように机に情報コンセントを整えたり、無線 LAN を整備してい

る。Wi-Fi 環境については、令和 3（2021）年度末に本館の各フロアにおいて学生専用の

Wi-Fi 設備を開設し、授業や教学システムポータル利用時の利便性の向上を図った。 
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〇図書館について 

「図書館情報センター」は、宮代キャンパスに利用面積が約 2,000ｍ２ある地下 1 階地上

5 階の鉄筋コンクリート構造単独棟である「宮代図書館」と、福島駅前キャンパス 6 階に、

利用面積が約 200ｍ２の「福島駅前図書室」を設け，それぞれに司書を配置して学生が求め

る学術情報へのアクセスを支援している。 

両図書館とも本学と短期大学との共用としているが、利用面積、席数、蔵書数等は十分

な規模となっている。蔵書は令和 5（2024）年 3 月 31 日現在、約 92,000 冊（宮代約 78,000

冊、福島駅前約 14,000 冊）を有し、毎月、司書が選書して最新の書籍を購入、資料の確保

に努めている。雑誌に関しては、電子雑誌を活用し、最新の情報が入手できるように、パ

ソコン端末を用意した。図書館の開館時間は、いずれの図書館も、月曜日〜金曜日 9 時～

18 時、土曜日 9 時～13 時だが、SNS により借りたい本の予約が 24 時間可能である。令

和 2（2020）年度から「絵本閲覧室」として整備した「菅野記念館」では、ディスカッシ

ョンスペースを活用して授業を展開する教員もいる。 

令和 4（2022）年度には、今まで事務室としていた部屋を改装し、少人数の授業や学生

の勉強会のためのセミナールームとして整備し、使われている。加えて、「宮代図書館」の

パソコンスペースを刷新し、BYOD（Bring Your Own Device：個人端末の持ち込み）の

ためのスペースとして学生に供している。「宮代図書館」の BYOD 設置に伴い、図書館内

の無線 LAN 設備も整備し、特に 2 階のラウンジや菅野記念館ディスカッションスペース

で活発な利用が可能となった。「福島駅前図書室」は、以前から BYOD として、自習室で

の個人デバイスの使用を許可している。「福島駅前図書室」の自習室は、コロナ対策もふま

えて、今まで締め切っていた廊下側入り口を開放し、より利用しやすい形で運営している。 

図書館情報センターでは、より良い学修環境を確保するため、「宮代図書館」の閲覧室と

セミナールーム、「福島駅前図書室」の自習室に二酸化炭素計を設置して空気環境のモニタ

ーをしながら、新型コロナウイルス等の感染症予防等を行っている。令和 6（2024）年 3

月 31 日までの延べ入館者数は、宮代図書館 20,654 人、福島駅前図書室 6,310 人である。 

 

2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性  

本学は、計画的なキャンパス整備を推進し、学内のバリアフリー化や施設・設備の利便

性向上を行っている。 

宮代キャンパスは、授業で主に使用する本館、カーサ 20・21 の建物をバリアフリー化

している。また、福島駅前キャンパスは、玄関スロープをはじめ、教室、エレベーター、

障がい者用トイレ等、全面的にバリアフリー化しており、車いす利用学生の受入れを可能

としている。施設設備への学生の意見は、学友会連絡会や各学科の学友会連絡会等で意見・

要望をくみ上げる仕組みがあり、可能な範囲内で対応している。 

 

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理  

 本学では、学則第 28 条で教育効果を十分にあげられる学生数で授業を実施するよう規

定していることに加え、「教員授業実施規程」第 12 条により、演習系の授業科目につい

ては、事前に学科長の了承を得られれば、受講定員を定めることができるため、各学科の
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教育課程や授業内容に合わせた適切な履修者数で授業を実施している。また、選択科目に

ついては、履修希望者が 10 人未満の場合は原則、開講しないこととしている。 

なお、各学科の授業内容と履修者数に適した教室配当も行っている。 

 

【保育学科】 

保育学科の授業を行う人数は、講義系の科目はクラス単位（1 クラス 50 人以内）で実

施。演習･実技を伴う授業は、教育効果が得られるよう 1 クラスを半分、もしくは履修者数

を制限して実施している。また、「ピアノ演習Ⅰ」のように個人で実技を伴う授業に関して

は、教員 1 人当たりの履修者数を 15 人以内に設定し、授業内容の質の向上に努めている。 

 

【食物栄養学科】 

食物栄養学科の実習・実験を伴う授業は、教育の質の向上を図るため、クラスを 2 分し

て授業を進める等の措置をとっている。 

 

【情報ビジネス学科】 

情報ビジネス学科は、必修科目を 2 クラスに分けて開講し、履修者数の適正化を図って

いる。 

 

（3）2－5 の改善・向上方策（将来計画） 

 学修環境の整備に関する改善・向上については、第二期中期計画で掲げた重点事項を中

心に、既存施設のメンテナンスや ICT 化の充実等を計画的に実行していく。また、「学修

行動と学生生活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」等の分析から学生の生活状

態を把握し、学修環境の整備と改善を推進していく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 2-5-1】 本学ウェブサイト（ホーム＞キャンパスライフ）

https://www.fukushima-college.ac.jp 

【資料 2-5-2】 福島学院調達規程 

【資料 2-5-3】 福島学院経理規程 

【資料 2-5-4】 福島学院固定資産及び物品管理規程 

【資料 2-5-5】 資本的支出及び修繕費支出に関する取扱要領 

【資料 2-5-6】 宮代キャンパス教室等使用規程 

【資料 2-5-7】 福島駅前キャンパス教室等使用規程 

【資料 2-5-8】 体育館使用細則 

【資料 2-5-9】 カーサ・フローラ利用規程 

【資料 2-5-10】 カーサ・フローラ利用心得 

【資料 2-5-11】 のぎく館利用規程 

【資料 2-5-12】 福島学院大学宮代キャンパス防災計画 

【資料 2-5-13】 令和 5 年度宮代キャンパス防災組織編成 

【資料 2-5-14】 福島駅前キャンパス防災計画 
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【資料 2-5-15】 令和 5 年度福島駅前キャンパス防災組織編成 

【資料 2-5-16】 福島学院危機管理基本マニュアル 

【資料 2-5-17】 各種委員会等設置規程 

【資料 2-5-18】 総務課ニュース 

【資料 2-5-19】 学校法人福島学院第二期中期計画 

【資料 2-5-20】 令和 5 年度後期学修行動と学生生活に関する実態調査集計結果につ

いて 

【資料 2-5-21】 図書館情報センター運営規程 

【資料 2-5-22】 福島学院大学短期大学部学則 

【資料 2-5-23】 教員授業実施規程（第 12 条） 

 

 

2－6．学生の意見・要望への対応 

2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

2-6-② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の 

意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

（1）2－6 の自己判定 

「基準項目 2－6 を満たしている。」 

 

（2）2－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握と分析と検討結果の活用 

本学では「学生受講規程」第 6 条により、宮代キャンパスと福島駅前キャンパスに「意

見投書ポスト」を設置し、学生は授業に関すること、授業等に係る事務局の対応、授業で

使用する教室等の改善について意見書を提出できることとしているが、令和 5（2023）年

度は大学、短期大学部共に意見書はなかった。 

 また、「学生受講規程」第 9 条では、学生は履修した授業科目の成績評価について疑問が

ある場合、教務課、もしくは担当教員へ申出ることができるようになっている。 

 いずれも意見・要望の内容により、学科授業改善委員会等の適切な会議に付議し、検討

することとしている。 

なお、「学修行動と学生生活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」及び「授業

評価アンケート」を年 2 回（前・後期）教務課で実施し、その結果を各学科、学生支援・

キャリア支援課と共有、運営委員会、教学委員会、授業改善委員会、学科会議等で検証し、

改善につなげる検討をしている。 

 

2-6-② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意

見・要望の把握・分析と検討結果の活用  

 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意見・要望

の把握・分析と検討結果の活用に関する取組は以下のとおりである。 
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・学生の代表組織である全学学友会、各学科の学科学友会では定期的に連絡会を実施して

いるが、その結果は学生支援･キャリア支援課、または学生主任と共有され、大学に対す

る学生生活全般に対する意見・要望等があればそこで報告される体制としている。  

・年度初めの全学生対象健康診断時に提出される健康調査票により、学生生活全般に対す

る支援が必要と思われる学生については、健康相談担当職員が個別にカウンセリングを

実施し、学生から意見・要望等があれば、「障がい学生支援委員会」、及び「健康相談委

員会」で検討している。 

・学生生活における合理的配慮を求める学生の相談・申出の受付体制については、「学生ハ

ンドブック」に掲載し、全学生に周知している。実際に申出があった場合には、学科会

議及び障がい対策支援委員会で対応を協議している。 

・「学修行動と学生生活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」の集計結果をもと

に、学修成果や学生生活満足度を把握し、教学委員会、運営委員会で報告、各学科及び

学生支援・キャリア支援課の学生生活全般に関する支援について、今後の改善に活かす

こととしている。 

・「教職員の学生に対する禁止すべき行為及び差別と嫌がらせ的言動に関する防止方針」 

を定め、差別及びハラスメントの防止に努めているが、学生からの相談案件があった場 

合は、中立的立場である「教職員と学生間における差別とハラスメント防止委員会」、「学 

生間における差別とハラスメント委員会」において、対応することとしている。 

・学生への経済的支援の一つとして、日本学生支援機構や利用の多い奨学金制度について

の説明会を両キャンパスで開催して、学生からの質問等に対応している。また、学生か

ら意見・要望があれば、学生支援・キャリア支援課及び福島駅前キャンパス事務室でも

随時対応する体制をとっている。 

・各学科でもクラスアドバイザーとの個人面談やオフィスアワー等において、健康相談、

経済的支援をはじめとする学生生活全般に関する学生の意見や要望の把握に努め、学科

会議等で情報を共有し対応している。また、学生からの意見や要望については、その内

容応じ、学生支援・キャリア支援課と連携を図りながら対応を進めている。 

 

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

「学生受講規程」第 6 条に規定する意見投書ポストにより、学生は授業教室等の学修環

境の改善についても意見書を提出できることとしている。 

また、「学修行動と学生生活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」及び「授業

評価アンケート」を年 2 回（前・後期）実施し、その結果を各学科及び事務局と共有、運

営委員会、教学委員会、学科会議等で改善に繋げるよう努めている。 

各学科では「授業改善委員会」を開催し、学生代表からの意見や要望を聞く機会を設け

ている。そこで出された意見や要望は、学科会議で共有し、授業担当者や関係事務局に改

善依頼を行っている。 

 

（3）2－6 の改善・向上方策（将来計画） 

 在学生からの各種アンケートや実態調査結果を経年で比較・分析したうえで、必要に応

じた設問項目の見直しを行い、より的確に学生の意見をくみ上げることが可能となるよう
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改善を図っていく。 

また、学生からの意見・要望については、学科会議、教学委員会等で把握・分析を行な

い、内容実現の可能性を検証のうえ、適宜対応している。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 2-6-1】 学生受講規程（第 6 条）（第 9 条） 

【資料 2-6-2】 令和 5 年度後期学修行動と学生生活に関する実態調査集計結果につ

いて  

【資料 2-6-3】 令和 5 年度 後期授業評価調査集計結果について 

【資料 2-6-4】 令和 5 年度健康調査票（様式） 

【資料 2-6-5】 各種委員会等設置規程 

【資料 2-6-6】 学生ハンドブック ｐ.59～60 

【資料 2-6-7】 教職員の学生に対する禁止すべき行為及び差別と嫌がらせ的言動に

関する防止方針 

 

［基準 2 の自己評価］  

 学生が大学で学ぶために必要な学修支援（社会的・職業的自立支援、学生生活安定）に

教職協働で取組み、適切な学修環境を整備するとともに、それらの実現と改善に向けて学

生の意見、要望を把握する仕組みを整え活用している。  

 以上のことから本学は、学生受入れ、支援、環境整備等について、組織的環境が整備さ

れ、学生の成長促進、社会で活躍することができるための専門的知識・能力を授けるとい

う求めに応えており、「基準 2. 学生」の趣旨を満たしていると評価できる。 
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基準 3．教育課程 

3－1．単位認定、卒業認定、修了認定 

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知 

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、 

修了認定基準等の策定と周知 

3-1-③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用 

（1）3－1 の自己判定 

「基準項目 3－1 を満たしている。」 

 

（2）3－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知  

本学では、本学の設置目的、教育の理念を学則に定めるとともに、各学科の教育目的及

び人材の育成の目的については、福島学院大学短期大学部学則（以下「学則」という。）第

5 条の 2 に明記している。 

学位授与については、学校教育法第 104 条（学位）及び学位規則第 5 条の 4（短期大学

士の学位授与の要件）に基づき、大学全体のディプロマ・ポリシー（以下、「DP」という。）

を策定している。 

各学科の DP は、大学全体の DP を踏まえたうえで学科ごとに定め、「大学案内」や本学

ウェブサイト等で広く周知しており、「大学案内」記載の QR コードからのアクセスも可能

としている。 

なお、各学科の DP は、それぞれの教育目的及び人材の育成の目的を踏まえたうえで、

次のように策定されている。 

 

各学科の卒業認定・学位授与の方針 

【保育学科】 

  保育学科の教育目的（学則第 5 条の 2）「多様な保育ニーズに対応できる教養と専門的

な知識・技術を持った人材育成」に基づいて DP は策定されている。また、これについ

ては本学ウェブサイトで公表しているほか、新入生には冊子印刷物「保育学科の教育」

を通じてオリエンテーション時に周知している。 

 

【食物栄養学科】 

  食物栄養学科の教育目的（学則第 5 条の 2）「豊かな教養と、よりよい食生活を実現す

るための理論と実践を身につけた人材育成」に基づいて DP は策定されている。また、

これについては本学ウェブサイトで公表しているほか、新入生には冊子印刷物「食物栄

養学科の教育（食物栄養学科で学ぶために）」を通じてオリエンテーション時に周知して

いる。 

 

【情報ビジネス学科】 

  情報ビジネス学科の教育目的（学則第 5 条の 2）「ビジネス社会が求めるコミュニケー

ション能力、IT 技術、ビジネスマナー、職業意識、基礎学力を身につけた人材育成」に
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基づいて DP は策定されている。また、これについては本学ウェブサイトで公表してい

るほか、新入生には冊子印刷物「情報ビジネス学科の教育（情報ビジネス学科の教育と

授業計画）」を通じてオリエンテーション時に周知している。 

 

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修

了認定基準等の策定と周知  

DP を踏まえた単位認定基準、進級制限、卒業認定基準等は、学校教育法、学校教育法施

行規則、短期大学設置基準、学位規則に基づき策定され、学則第 7 章、8 章、10 章、及び

「福島学院大学短期大学部履修規程」（以下「履修規程」という。）に適切に定めている。 

学生には、入学時配付の学生便覧（「学生ハンドブック」及び各学科が作成する「学科の

教育」）によって各基準を周知している。学生が各基準をより具体的に把握するために、科

目がどの DP に対応するのか、科目の「到達目標」がどの DP と関連性が強いかをシラバ

スに示し、そのことによって学修の到達目標としての DP に対する意識の向上を図るとと

もに、DP を踏まえた厳正な「評価基準・方法」が適用されていることを明示している。 

 

【保育学科】 

学科教育上の目的に示す保育士、幼稚園教諭の養成については、児童福祉法、教育職

員免許法に規定する科目と学科の目指す人材育成のための科目で配置し、単位認定基

準、進級制限、卒業認定基準については、学則第 7 章、8 章、10 章、及び履修規程に

おいて定めている。 

履修指導については、教務課及び学科教員によって、年度初めのオリエンテーション、

学期ごとに実施される履修登録説明会、成績発表、クラスセミナー等を通じて実施して

いる。 

 

【食物栄養学科】 

学科の DP にある栄養士養成については、栄養士法、栄養士法施行規則に規定されて

いる「科目と学科の目指す人材教育のための科目」に従って配置し、単位認定基準、進

級制限、卒業認定基準については、学則第 7 章、8 章、10 章、及び履修規程において定

めている。履修指導については、教務課及び学科教員によって、年度初めのオリエンテ

ーション、学期ごとに実施される履修登録説明会、成績発表、クラスセミナー等を通じ

て適時実施している。 

 

【情報ビジネス学科】 

学科の DP にあるビジネス社会が求める社会人の養成については、学科の目指す人材

育成のための科目で配置し、単位認定基準、進級制限、卒業認定基準については、学則

第 7 章、8 章、10 章、及び履修規程において定めている。履修指導については、福島駅

前キャンパス事務室及び学科教員によって、年度初めのオリエンテーション、学期ごと

に実施される履修登録説明会、成績発表、クラスセミナー等を通じて実施している。 
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3-1-③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用 

学校教育法、学校教育法施行規則、短期大学設置基準、学位規則に基づき策定された単

位認定基準、進級制限、卒業認定基準等は、学則第 7 章、8 章、10 章、及び履修規程に適

切に定めており、本学では次のように厳正に適用している。 

 

1．単位の認定 

学則第 29 条の 2 により、授業の到達目標に応ずる到達度の評価（評価方法・基準）は

シラバスに記載して明示している。また、単位の認定については、明示した基準に従い適

切に行うこととしている。 

成績評価は、学則第 41 条により、成績「A⁺」を評点 100～90、「A」を 89～80、「B」

を 79～70、「C」を 69～60 とし、C 以上で合格、59 点以下を「D」として不合格と定めて

いる。なお、学生が評価について疑義がある場合は、「学生受講規程」第 9 条により教務課

もしくは担当教員に申出ることができる。当該科目担当教員は書面にて評価の理由等を回

答することによって、成績評価の透明性を担保している。  

成績審査の方法は中間試験、期末試験、レポート、調査、作品、実技等、担当教員の定

めるところによって行うことを履修規程第 7 条に規定しているほか、「教員授業実施規程」

第 20 条では、期末試験のみで成績評価を行ってはならないことも規定している。さらに、

学則第 37 条により、学科での検討を経たうえで、教授会において適正と認められた場合

は、入学前に他大学等で修得した単位は 30 単位を超えない範囲で本学において修得した

ものとみなして単位を認定することとしている。 

 

2．GPA（Grade Point Average）  

本学では学生の学修の質を可視化し、より良い履修指導を行うため、令和 4（2022）年

度から新たな GPA 制度を導入し、卒業認定、学位授与の要件のほか、学生表彰の基準とし

ている。GPA は学則第 41 条の 2 により規定されており、その取扱いについては、「福島学

院大学・福島学院大学短期大学部における成績評価及び GPA 制度に関する規程」に定め、

厳正に適用されている。 

 

3．進級制限  

学則第 42 条の 2 により、1 年次末までの取得単位数 20 単位未満の者は、教授会の議を

経て、2 年次への進級を認めないことがある。  

 

4．卒業認定及び学位授与の要件  

学則第 51 条に卒業認定要件として 6 項目を定めている。その 6 項目の一つには、「学科

会議において、第 5 条の 2 に定める教育目的と人材の目的に適い、かつ短期大学士の学位

を授与するのに相応しい人格識見と健全な精神を有していると判定された者」としており、

各学科での判定を受けて、学長は教授会において卒業を認定、さらに学則第 51 条の 2 に

は、卒業を認定した者に対して、短期大学士の学位を授与することを定めている。  

  

以上の項目については、学生便覧（「学生ハンドブック」、「各学科の教育」）を学生に配

付して周知を図り、単位認定基準、進級制限、卒業認定基準等の厳正な運用については、
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学則第 7 章、8 章、10 章、及び履修規程に明示された基準をもとに行っている。 

 

【保育学科】 

令和 4（2022）年度からの新たな GPA 導入により、学科会議での共通理解のもと、成

績評価の一層の厳格・厳正化を図るように努めている。新入生に対しては、単位認定基

準、GPA について、入学前オリエンテーションにおいて、進級制限、卒業認定基準等を

含めて周知している。なお、進級制限、卒業認定基準等については、教務課にてまとめ

た成績判定資料について、学則及び履修規程により、学科内の進級判定会議、卒業判定

会議に諮り、さらに教授会の議を経て認定されている。 

 

【食物栄養学科】 

単位認定基準及び新 GPA 制度については、入学前のオリエンテーションや前期末の

成績発表時、2 年次進級後のオリエンテーションにおいて学生へ周知を行っている。ま

た、新 GPA 制度と旧 GPA 制度の利点を活用し、学科内での学生指導等の参考としてい

る。 

なお、進級制限、卒業認定基準等に則り、学科内の判定会議、教授会においても厳正

に審議され、進級・卒業・学位授与の認定を行っている。 

 

【情報ビジネス学科】 

単位認定基準及び GPA については、在学生へはオリエンテーションや履修登録時に、

新入生に対しては入学時のオリエンテーションの際に説明を行い周知している。学科教

員に対しては学科会議及びメールにて新 GPA 制度について共通理解を図っている。 

なお、進級制限、卒業認定基準等については、それぞれの成績判定資料をもとに、学

則及び履修規程により、学科内の進級判定会議、卒業判定会議にて審議後、さらに教授

会の議を経て厳正に認定されている。 

 

（3）3－1 の改善・向上方策（将来計画） 

  DP を踏まえた単位認定基準、進級制限、卒業認定基準等については、学校教育法、

学校教育法施行規則、短期大学設置基準、及び学則等を遵守して厳正に適用されてい

る。今後、DP の周知と厳正な適用については、一層の透明性を図っていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 3-1-1】 福島学院大学短期大学部学則 

【資料 3-1-2】 福島学院大学の三つのポリシー 

【資料 3-1-3】 福島学院大学短期大学部における 3 つの方針 

【資料 3-1-4】 本学ウェブサイト（ホーム＞大学案内＞大学紹介＞福島学院大学の特

色）https://www.fukushima-college.ac.jp/feature 

/ 

【資料 3-1-5】 2024 年度大学案内 
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【資料 3-1-6】 学科の教育（学生便覧） 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

【資料 3-1-7】 福島学院大学短期大学部履修規程 

【資料 3-1-8】 学生ハンドブック ｐ.41～45 

【資料 3-1-9】 シラバス（データ） 

【資料 3-1-10】 学生受講規程 

【資料 3-1-11】 教員授業実施規程 

【資料 3-1-12】 福島学院大学・福島学院大学短期大学部における成績評価及び GPA

制度に関する規程 

【資料 3-1-13】 福島学院大学短期大学部履修規程 

 

 

3－2．教育課程及び教授方法 

3-2-① カリキュラム・ポリシーの策定と周知 

3-2-② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 

3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

3-2-④ 教養教育の実施 

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施 

（1）3－2 の自己判定 

「基準項目 3－2 を満たしている。」 

 

（2）3－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3−2—① カリキュラム・ポリシーの策定と周知  

 本学は教育基本法、学校教育法及び建学の精神に基づき、Sincerity（真心）と Hospitality

（思いやり）を教育の根本におき、｢広く知識を授けるとともに、専門の学芸を教授研究し、

知的、道徳的及び応用的能力を展開させ、職業及び実際生活に必要な人材の育成｣（学則第

1 条）を教育の目的としている。 

この教育目的のもとに、大学全体の教育課程の編成・実施の方針（カリキュラム・ポリ

シー、以下「CP」という。）は、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー、以

下「DP」という。）を達成するための一体性と整合性に基づき策定されている。また CP

は、本学ウェブサイトで公表しているほか、大学案内に記載の QR コードからのアクセス

も可能として周知を図っている。 

なお、各学科の CP は、それぞれの教育目的及び人材の育成の目的を踏まえたうえで、

次のように策定されている。 
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保育学科の教育課程の編成・実施の方針 

保育学科は、保育・幼児教育分野の専門性において、卒業認定・学位授与に求められる

能力や素養を身につけるために、体系的教育編成を構築しています。なお、「教員免許課程」

および「指定保育士養成」に基づく教育課程を履修し、単位を修得した者に幼稚園教諭二

種免許状、保育士資格が取得できるよう教育課程を編成しています。 

 

【卒業認定・学位授与に求められる体系的教育編成】 

・すべての学生が根拠に基づく（エビデンスベース）思考力と総合力を身につけるため

の、充実した教養教育科目を編成。 

・演習、実践、学生参画型対話型教育（アクティブ・ラーニング）などの双方向型授業

を主体とし、問題発見・解決力、構想・構築力、コミュニケーション力、実践力を培

う専門教育科目を編成。 

・教養教育科目と専門教育科目における学生の主体的学びを構築するために、学問分野・

レベル・授業形態などをカリキュラムツリー・ナンバリングなどによって体系化。 

・学生の自学自修による体系的な学びを、学修ポートフォリオ・履修カルテなどによっ

て可視化（みえる化）。 

 

【2 つに大別される科目およびプログラム】 

カリキュラムは、教養教育科目、専門教育科目に大別され、そこに関連する分野の科目

によって、卒業認定・学位授与のための体系的学習が可能です。 

1．教養教育科目 

・広い視野に立ち、短期大学士力の基礎となる基本的な教養（アカデミック・ツール）

を提供する。 

・1 年次の初年次教育によって、リテラシー（読む・書く・話す）および情報リテラシ

ーを修得する。 

2．専門教育科目 

・2 年次までの専門教育科目によって、保育・幼児教育に関する研究能力、専門的職業

能力を育成するとともに、資格取得のための高い知識・技能の修得を提供する。 

・保育・教育実習などの学外実習やボランティア活動をとおして、地域と社会で実践的

に学び、また貢献する機会を提供する。 

・本学附属施設の認定こども園、子育て支援センターや地域の福祉施設、保育・教育関

連機関と連携をし、実践型学習の機会を提供する。 

 

【成績評価の可視化（みえる化）】 

・教育課程や科目レベルでの「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリシー）」を踏ま

えて行う。 

 

以上のように大学全体の CP をもとに学科の CP は策定しており、本学ウェブサイトで

公表している。なお、大学案内に記載の QR コードからのアクセスも可能である。 
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学生への周知は、入学当初のオリエンテーション等において、「保育学科の教育」（学生

便覧）を用いて周知している。 

 

 

食物栄養学科の教育課程の編成・実施の方針 

食物栄養学科は、各学問分野の専門性において、卒業認定・学位授与に求められる能力

や素養を身につけるために、体系的教育編成を構築しています。 

【卒業認定・学位授与に求められる体系的教育編成】 

・すべての学生が根拠に基づく（エビデンスベース）思考力と総合力を身につけるため 

の、充実した教養教育の編成。 

・演習・ゼミナールや学生参画型対話型教育（アクティブ・ラーニング）などの双方向

型授業を主体とし、フィールドワークも活用したプロジェクト型の教育をとおして、

問題発見・解決力、構想・構築力・コミュニケーション力・実践力を培う専門教育の

編成。 

・教養教育と専門教育における学生の主体的学びを構築するために、学問分野・レベル・ 

授業形態などをカリキュラム・ツリーナンバリングなどによって体系化。 

・学生の自学自修による体系的な学びを、学修ポートフォリオなどによって可視化（み

える化）。 

 

【3 つに大別される科目およびプログラム】 

カリキュラムは、教養教育科目・専門教育科目・体験・実習型科目に大別され、そこに 

関連する分野の科目によって、卒業認定・学位授与のための体系的学習が可能です。 

1．教養教育科目 

・広い視野に立ち、学士力の基礎となる基本的な教養（アカデミック・ツール）を提供 

する。 

・1～2 年次の初年次教育によって、リテラシー（読む・書く・話す）および情報リテラ

シーを修得する。 

このことを実現するために食物栄養学科では、基本的な教養を身につける教科、12 教

科を配置し、短期大学士力・栄養士力の基礎を涵養する。 

2．専門教育科目 

・1～2 年次までの専門教育科目によって、研究能力、専門的職業能力を育成するととも

に、資格取得のために高い知識・技能の修得を提供する。 

具体的には、食の基本、生理･生化学の基本を修得することを目的とした 17 の専門基

礎教育科目、栄養・調理などの修得を目指した 15 の専門教育科目によって論理的な

思考力を涵養し、座学教科をもとに、「実習」をとおして研究能力、専門的職業能力を

育成する。このことで、栄養士免許取得へ向けて必要とされる高い知識と技術を修得

します。 

（以下に続く） 
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3．体験・実習型科目 

・ボランティア、インターンシップ、リーダーシップ教育、留学など、地域と社会で実

践的に学びまた貢献する機会を提供する。 

栄養士免許取得必修教科である「給食管理実習」では、校内と学外において、それぞ

れ５日間ずつ実習を行い、給食の現場における判断力・実践力を培います。 

加えて、「特別研究」によって、実社会における「食」への関わりや商品開発など、多

面的な学習を進め、学内では修得できない様々な高い実践力を涵養します。 

 

【成績評価の可視化（みえる化）】 

・教育課程レベル・科目レベルでの「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリシー）」 

を踏まえて行う。 

 

以上のように大学全体の CP をもとに学科の CP は策定しており、本学ウェブサイトで

公表している。なお、大学案内に記載の QR コードからのアクセスも可能である。 

学生への周知は、入学当初のオリエンテーション等において、「食物栄養学科で学ぶため

に」（学生便覧）を用いて周知している。 

 

 

情報ビジネス学科の教育課程の編成・実施の方針 

情報ビジネス学科は各学問分野の専門性において、卒業認定・学位授与に求められる能

力や素養を身につけるために、体系的教育編成を構築しています。 

 

【卒業認定・学位授与に求められる体系的教育編成】 

・すべての学生が根拠に基づく（エビデンスベース）思考力と総合力を身につけるため

に、充実した教養教育を編成します。 

・演習・ゼミナールや学生参画型対話型教育（アクティブ・ラーニング）などの双方向

型授業を主体とし、フィールドワークも活用したプロジェクト型の教育をとおして、

題発見・解決力、構想・構築力、コミュニケーション力、実践力を培う専門教育を編

成します。 

・教養教育と専門教育における学生の主体的学びを構築するために、学問分野・レベル・

授業形態などをカリキュラムマップ・カリキュラムツリー・ナンバリングなどによっ

て体系化します。 

・学生の自学自修による体系的な学びを、学修ポートフォリオなどによって可視化（み

える化）。 

（以下に続く） 
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【3 つに大別される科目およびプログラム】 

1．教養教育科目 

・広い視野に立ち、学士力の基礎となる基本的な教養（アカデミック・ツール）を提供 

します。 

・初年次教育によって、リテラシー（読む・書く・話す）および情報リテラシーを修得

します。 

・生涯スポーツや国際理解を目的とした科目を開設します。 

2．専門教育科目 

・情報ビジネス学科の専門教育科目は、「情報リテラシーの修得」「コミュニケーショ

ン能力の修得」「ビジネス実務の修得」「地域課題の理解」「豊かな表現力の修得」の

五つの分野で編成しています。 

・ビジネスの現場で即戦力として活躍できる資格検定の合格を目指す科目を提供します。 

・専門性を高めるために、2 年次にゼミナールを開設します。 

3．体験・実践型科目 

・インターンシップ実習、地域連携プロジェクト、ボランティアなど、地域社会と関わ

って実践的に学び、貢献する機会を提供します。 

 

【成績評価の可視化（みえる化）】 

・教育課程レベル・科目レベルでの「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリシー）」 

を踏まえて成績評価を行います。 

 

以上のように大学全体の CP をもとに学科の CP は策定しており、本学ウェブサイトで

公表している。なお、大学案内に記載の QR コードからのアクセスも可能である。 

学生への周知は、入学当初のオリエンテーション等において、「情報ビジネス学科の教育

と授業計画」（学生便覧）を用いて周知している。 

 

 

3-2-②カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性  

CP は DP を学修の到達目標とする教育課程編成に反映されることによって一貫性が確

保されている。具体的には、各学科における開設科目がどの DP に関わる内容であるかを

シラバスに記載することによって、DP と各科目との紐付が明示されている。さらに、「DP

に基づく学修成果のふり返り」を実施することによって、DP と CP の一貫性を検討する

システムも構築されている。 

 

【保育学科】 

保育学科の CP に基づいてカリキュラムツリー等を策定し、DP に示された総合力、問

題発見・解決力、構想・構築力、コミュニケーション力、実践力を身につけるために、保

育・幼児教育の専門分野において体系的教育課程を構築し、DP との一貫性を図っている。 
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【食物栄養学科】 

食物栄養学科の CP に基づいてカリキュラムツリー・カリキュラムナンバリングを策定

し DP とも直結させていることで、一貫性を保っている。 

 

【情報ビジネス学科】 

情報ビジネス学科の CP に基づいてカリキュラムツリー等を策定し、CP と DP の一貫

性は確保されている。 

 

 以上のことから、各学科における CP と DP は具体的な方法によって一貫性が確保され

ている。  

 

3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

保育学科、食物栄養学科は、資格・免許状取得のための科目が多数を占める教育課程編

成であるが、DP を到達目標とする体系的教育課程を構築し、毎年検討を重ねている。 

また、履修登録単位数の上限については、学則第 33 条に基準が示されている。 

各学科の教育課程の体系的編成については以下のとおりである。 

 

【保育学科】 

保育学科は、保育・幼児教育分野において、卒業認定・学位授与に求められる能力や素

養を身につけるために、体系的に教育課程編成を構築している。さらに、保育士資格、幼

稚園教諭二種免許状が取得できるように教育課程を編成している。 

体系的な教育課程の編成は、カリキュラムツリー、ナンバリングで示しており、大学案

内、保育学科の教育（学生便覧）、本学ウェブサイト等に明示し公表している。 

また、シラバスについては、特に資格・免許状取得にかかる専門教育科目の必修科目は、

厚生労働省、文部科学省が示す教授内容を十分充たす内容となっているかをチェックした

うえで作成、運用している。 

なお、令和 5 年（2024）年度末に、1 年間に履修登録できる単位数の上限の見直しを実

施し、単位数を「概ね 55 単位」から｢50 単位」へと学則の一部改正を行った。今後におい

ても授業科目の開講年次の変更、休講科目の削除など、引続き教育課程の改正を行い、学

生に対して教育の成果を保証できるよう努めていく。 

 

【食物栄養学科】 

CP をベースに栄養士免許が取得できるように教育課程を編成し、カリキュラムにナン

バリングを施して、教科間の関連性を一次元的に配列してカリキュラムツリーを策定して

いる。また、シラバスも適切に整備し、公表している。 

 

【情報ビジネス学科】 

カリキュラムツリーのほかに「履修モデル」を整備し、履修登録の際の科目選択サポー

トツールとして活用している。シラバスは学生各自のスマートフォンや PC から閲覧でき

るよう共有されている。 



福島学院大学短期大学部 

49 

 

 

3-2-④ 教養教育の実施    

教養教育の実施については、教養教育科目に資格・免許状取得のための指定科目等があ

るため、学科の専門性も勘案し、教育課程における適正を継続的に検証している。また、

各学科の DP と CP との関連性に基づき、教養教育科目を適正に配置している。 

 各学科共通の教養教育科目に関して審議すべき事項が生じた場合は、教学委員会におい

て調整が図られている。さらに、教育課程の改正については、学科会議、教学委員会、教

授会、常任理事会の審議を経て理事会で承認を得るよう、体制を整えている。 

なお、各学科の教養教育の実施状況は次のとおりである。 

 

【保育学科】  

教養教育については、大学全学及び保育学科の CP に基づき、全学統一で開設している

授業科目と、資格・免許状取得に必要な授業科目、そして学科独自で開設している授業科

目で構成している。教養教育科目は、教育方針「初年次教育」、その他五つの分野（表現力

向上分野・情報教育分野・現代教養分野・国際理解分野・体育分野）で構成され、必修科

目は、1 年次を中心に配置している。 

 

【食物栄養学科】 

教養教育については、栄養士法、同施行規則等において教養教育科目を 12 単位以上履

修することが義務づけられており、本規則を遵守している。教養教育科目は、幅広い教養、

豊かな人間性を身につけることを目的とした科目で構成され、初年次教育、マナー教育、

情報教育、体育実技、社会人としての基礎的能力を身につける科目等で編成している。 

 

【情報ビジネス学科】 

教養教育科目は四つの分野 10 科目で構成している。初年次教育、話す･聞く･伝える力

を育てる科目、社会人として求められる教養知識を身につける科目、身体活動を通じて健

康な心と体を養う科目で編成している。授業は学科の CP に沿い、例えば「英会話」では

ビジネス英会話を、「会話コミュニケーション」ではビジネスプレゼンテーションを軸にす

る等の授業内容で展開している。 

 

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施  

 教育の質は「授業」に表れているという理解のもと、実践方法や事例の蓄積と共有を図

り、授業に対する意識改革を含めた「授業改善」を進めている。その授業改善の取組につ

いて、学科会議で協議を重ね、全学授業改善委員会において、各学科からの問題提起をと

おして教育の質向上を図っている。 

また、教員授業実施規程第 16 条により、教員は、本学の教育の理念に沿って、アクティ

ブ・ラーニングを中心とした授業を実施し、授業の活性化を図っている。各学科での教授

方法の工夫・開発と効果的な実施への取組は以下のとおりである。 

 

【保育学科】 
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保育学科では、教員の教育力、資質向上のためのミニ FD（Faculty Development）研修

会を月 1 回の学科会議終了後に開催している。この研修では、授業を実施するうえで工夫

している点や効果的な教授法等について学科教員によるディスカッションを行い、情報を

交換している。 

また、複数で同じ授業科目を担当している教員による懇談会も開催し、シラバス作成や

授業内容・方法の確認を行い、共通理解を図るようにしている。令和 5（2023）年度は、

実習関連科目の授業担当者、「保育内容研究」の授業担当者を招集して開催した。 

 

【食物栄養学科】 

学科会議等において全学授業改善委員会でのディスカッションの報告を行っている。さ

らに、学科 FD・SD（Staff Development）研修では、アクティブ・ラーニングの活用法

等について情報を共有し、新たな取組への展開を進めている。また令和 4（2022）年度前

期から、学生の授業の理解度を月ごとにまとめ、学科内教職員で情報を共有する等、授業

の質向上へ向けての取組も進めている。令和 5(2024)年度は、前年度の取組に加え、他の

教員の授業を視察する「授業互見」を実施した。 

 

【情報ビジネス学科】 

情報ビジネス学科では、週に 1 回、満足度調査を実施し、学生からの要望を吸上げて教

員にフィードバックしている。フィードバックの際には対応策を添え、翌週の授業からす

ぐに取組めるよう工夫している。 

さらに、年 2 回の FD 研修で専任教員・非常勤教員が合同で授業方法についてディスカ

ッションを計画している。特に非常勤教員については学科長がチューター役となり、各回

の授業方法や評価方法等を適宜サポートしている。 

 

3）3－2 の改善・向上方策（将来計画） 

全学授業改善委員会及び教学委員会を中心に、教育課程及び教授方法の改善・向上を図

るための施策を展開し、学科単位で実績の積上げを行っているが、さらに福島学院大学版

「授業改善の基本要素」を全学的に共有していく。また今後、アセスメント・ポリシーの

策定に合わせ、カリキュラムの見直しをさらに進めていく。  

令和 3（2021）年度から、「三つのポリシーを踏まえての本学の取組の適切性にかかる

学外の意見聴取について」を取りまとめ、福島県教育委員会に評価を依頼し、外部有識者

による「教育の質保証」の確認を行っているが、学外からの客観的評価として、今後とも

継続していく計画である。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 3-2-1】 福島学院大学短期大学部学則 

【資料 3-2-2】 福島学院大学の三つのポリシー 

【資料 3-2-3】 福島学院大学短期大学部における 3 つの方針 

【資料 3-2-4】 本学ウェブサイト（ホーム＞大学案内＞大学紹介＞福島学院大学の特

色）https://www.fukushima-college.ac.jp/feature/ 
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【資料 3-2-5】 2024 年度大学案内 

【資料 3-2-6】 学科の教育（学生便覧） 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

【資料 3-2-7】 各学科のカリキュラムツリー・ナンバリング 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

【資料 3-2-8】 シラバス（データ） 

【資料 3-2-9】 教員授業実施規程 

【資料 3-2-10】 学科のアセスメント・ポリシー 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

【資料 3-2-11】 福島学院大学版「授業デザイン」と「展開」の基本要素～授業改善の

取り組み～ 

 

 

3－3．学修成果の点検・評価 

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果の 

フィードバック 

（1）3－3 の自己判定 

「基準項目 3－3 を満たしている。」 

 

（2）3－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 

 本学での学修成果の点検・評価は、大学全体と各学科の「DP に基づく学修成果のふり

返りシート」を全学的に実施していること、「学修行動と学生生活に関する実態調査（卒業

時アンケートを含む）」等を中心として、学内で行われる様々なアンケートを多様な尺度と

測定方法をもって取りまとめることによって行われている。なお、「DP に基づく学修成果

のふり返りシート」は、昨年度の反省点を踏まえ、実施方法・時期などの一部見直しを行

い、学科の DP に基づく学修のふり返りのみとし、年度末（年 1 回）に学生による自己評

価を実施することとした。 

 よって、DP を踏まえた学修成果は、大学及び各学科ともに「DP に基づく学修成果のふ

り返りシート」の集計結果に明示されている。三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・

評価方法として運用している。 

学生の学修状況・資格･免許状取得状況・就職状況の調査、学生の意識調査、卒業時の満

足度調査、就職先の企業アンケート等の実施状況は次のとおりである。 
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【保育学科】  

学生の学修状況、本学教育に対する満足度調査等については「学修行動と学生生活に関

する実態調査（卒業時アンケートを含む）」、「授業評価アンケート」、就職先での卒業生の

状況については「卒業生就職先アンケート」等が実施されている。各調査結果については

学科会議で情報を共有して、次年度のそれぞれの授業や、学科の教育運営計画に反映でき

るように努めている。さらに、資格・免許状取得に係る実習の状況、授業科目の単位取得

状況、就職内定状況は月例の学科会議で状況を共有し、随時、学生指導に反映している。 

なお、令和 4（2022）年度から、学生による大学全体及び学科の DP に基づく学修成果

のふり返りを自己評価により行っている。「DP に基づく学修成果のふり返りシート」では、

DP に示されている五つの項目をさらに細分化し、「身につけるべき 15 の項目」を五段階

で評価して学修成果の達成状況を把握している。なお、集計したデータは、学科会議で分

析・検証を行い、学科の学修成果の達成指標の一つとし改善のために活用している。 

また、アセスメント・ポリシーに基づき、入学予定者に入学前教育（課題）を課し、学

科のアドミッション・ポリシー（以下、AP という。）で求めている学力や資質等について

確認するため、新入生オリエンテーション時にプレースメントテストを実施し、その結果

により、レベル別授業科目の履修クラス編成に活用している。 

 

【食物栄養学科】 

AP を踏まえて実施した入学前教育のデータをはじめ、入学前に得た情報等を学科 FD・

SD 研修や例月に実施される学科会議等において、教員間で共有し、学生のウイークポイ

ント・ストロングポイントがどのあたりにあるかを把握しながら、カリキュラムの微調整

を行いつつ、授業に取組んでいる。 

令和 5（2023）年度は学修成果の点検・評価として、学生自らの授業理解度を教員が独

自に「レスポンスシート」、「DP に基づく学修成果のふり返りシート」、「リアクションシ

ート」等として確認する方法を年度当初より実施したケースもあったほか、「授業理解度調

査」を、ほぼ全ての学生に対して、全ての教科で毎月実施し、教科ごとに授業の理解度を

モニタリングし、授業の進度管理に活用している。 

DP、CP、AP はそれぞれが有機的に絡み合って大学教育の根幹を形成している。この三

つのポリシーを踏まえて食物栄養学科の教育のあり方を検討するために、前述の入学前に

得た情報、入学前教育のデータ情報、授業理解度調査の結果、振り返りシートからの情報、

学期ごとの成績等、様々な形で提供されるデータをもとに学生の性行を把握し、学生の指

導助言にも役立てている。 

 

【情報ビジネス学科】 

令和 4（2022）年度前期末より、全学共通様式の「DP に基づく学修成果のふり返りシ

ート」を導入し、集計結果をベースに教員 FD 研修でディスカッションを実施した。特に、

学生の自己評価が低かった「課題発見力」、「計画力」、「実行力」の項目については、自己

評価の妥当性や育成方法、社会で求める基準の明確化等について議論を深めた。 

また、学科独自の取組として、学期末の成績発表の際に「DP に基づく学修成果のふり
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返りシート」を実施している。内容は、「入学時に目指したことが実現できたか」、「印象に

残った科目」、「取得した資格・検定」、「参加した地域連携プロジェクトやボランティア活

動」、「今後の課題」などである。回収した振り返りシートは PDF 化し、専任教員や非常勤

教員と共有している。 

 

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果のフ

ィードバック  

 学修成果の点検・評価の結果や、大学全体と各学科の「DP に基づく学修成果のふり返

りシート」の集計結果は、全学授業改善委員会及び学科会議において検討されたうえで、

教育内容・方法及び学修指導等の改善のために教員個々にフィードバックしている。 

 上記以外の全学共通の学修成果の点検・評価結果のフィードバックについては次のとお

りである。 

・授業科目毎に「授業評価アンケート」を実施しており、教学委員会で検証を行うことに

よって、アンケート結果の解析と、それに対する適切なフィードバックを行っている。 

・各学科の教育目標の達成状況の点検は、「資格・免許状取得の状況」、「学修行動と学生生

活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」、「卒業生就職先アンケート」等で行い、

その結果を各学科に通知しフィードバックを行っている。 

・成績・GPAに基づいた学修状況については、毎学期末に各学生の成績一覧による評価が、

学年末には GPA 取得一覧の成績データによる評価が示される。 

・成績データ、資格・免許状取得状況については、各学科及び教務課で把握しており、必

要に応じて情報を提供できる体制をとっている。 

・学修成果の点検・評価の一つとして就職状況も指標としており、その結果は教学委員会、

運営委員会、学科会議で報告するほか、職業別の就職状況等の詳細を学生支援・キャリ

ア支援課が保管して必要に応じて情報提供できる体制をとっている。  

・各学科の教員は、所属する学生のプライバシーと個人情報に配慮したうえで上記の情報

を共有することができ、これらを通じて教育内容・方法及び学修指導等の改善について

検討することが可能である。  

・現行教育課程で開設している個々の科目について「授業評価アンケート」を実施し、科

目の適正を評価したうえで、教育内容・方法及び学修指導等の改善のためにフィードバ

ックしている。  

 各学科の取組は次のとおりである。 

 

【保育学科】  

保育学科の「DP に基づく学修成果のふり返りシート」、「授業評価アンケート」等の学

修成果に関する調査は、点検・評価資料としてフィードバックされ、学科内にて情報を共

有している。特に保育学科の「DP に基づく学修成果のふり返りシート」は、学科会議にお

いて分析・検証を行い、それぞれが担当する授業において反映していくように申合わせた。

また、「授業評価アンケート」については教員個々に配付され、授業改善や教授法の工夫に

活用されている。 

また、学科の教育目標の達成状況の点検は、「資格・免許状取得の状況」、「学修行動と学
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生生活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」、「卒業生就職先アンケート」等で行

い、その結果は学科会議等で報告し、データは学科内教職員にメールにて送信し、情報の

共有ができるようにしている。 

 

【食物栄養学科】 

食物栄養学科の「DP に基づく学修成果のふり返りシート」、「授業評価アンケート」等

の学修成果に関する調査は、点検・評価資料としてフィードバックされ、学科内にて情報

を共有している。 

学科独自に学修成果の確認を目標として毎月実施している「授業理解度調査」の結果は、

学科会議で情報を共有し、授業改善に用いている。加えて食物栄養学科の「DP に基づく

学修成果のふり返りシート」は、学科会議において分析・検証を行い、各教員が担当する

授業において反映していくように申合わせている。 

また、「授業評価アンケート」の結果については教員個々に配付され、それぞれの授業改

善や教授法の工夫に活用されている。 

さらに、学科の教育目標達成状況の点検は、「免許取得状況」、「学修行動と学生生活に関

する実態調査（卒業時アンケートを含む）」、「卒業生就職先アンケート」に加え、学生個々

の「履修科目の状況」、「単位数取得状況」、「成績評価」、「授業理解度調査」等を総合的に

把握し、その結果を学科会議等で随時報告・共有して授業の改善・学生の授業理解度の深

化に役立てている。 

 

【情報ビジネス学科】 

学修の成果に関する情報ビジネス学科の「DP に基づく学修成果のふり返りシート」、「授

業評価アンケート」等の調査結果は、点検・評価資料として学科にフィードバックされ、

学科において情報を共有している。特に、情報ビジネス学科の「DP に基づく学修成果の

ふり返りシート」は学科会議において分析・検証を行っているほか、授業担当教員とも共

有し、学科 FD 研修にてディスカッションを行い、各担当授業において反映していくよう

に確認している。 

また、学科独自の取組として、授業実施期間中、毎週金曜日に「満足度調査」（Google フ

ォーム利用）を実施している。それに寄せられた授業改善の要望は、翌週の授業で対応が

できるよう、授業担当教員に即時フィードバックしている。その際、学科長から具体的な

対応策を併記し、授業改善がスムーズに展開されるよう努めている。 

なお、学科の教育目標の達成状況の点検は、情報ビジネス学科の「DP に基づく学修成

果のふり返りシート」、「学修行動と学生生活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」、

「卒業生就職先アンケート」等で行い、その結果のデータは学科内教員にメールにて周知

し、学科会議において報告を行い、情報の共有を行っている。 

 

（3）3－3 の改善・向上方策（将来計画） 

 学修成果の点検・評価は、「DP に基づく学修成果のふり返りシート」及び「授業評価ア

ンケート」、「学修行動と学生生活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」等により

行われているが、点検と評価が教育の質保証に向けて組織的・継続的システムとして機能
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するために、大学全体、各学科のアセスメント・ポリシーに則して点検・評価の精度を上

げ、三つのポリシーについての PDCA サイクルを一層精度の高いシステムとして構築して

いく。  

 また、現行教育課程レベルでの「DP の到達度の可視化」を「科目理解度の可視化」とし

て実施し、成績評価の厳格性と透明性を確保するとともに、学修成果の可視化の精度を上

げることによって教育の質を保証していく。 

なお、学修状況、就職状況等の調査は学生支援・キャリア支援課、教務課等の事務局で

実施しており、会議にてその結果が学科にフィードバックされているが、体系的な点検評

価には至っていない。それぞれの調査結果を、次年度教育運営計画に改善内容が反映でき

るよう集約し、点検評価用資料として各教員で共有し改善に活かしたい。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 3-3-1】 学科「DP に基づく学修成果のふり返りシート」（集計結果を含む） 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

【資料 3-3-2】 令和 5 年度後期学修行動と学生生活に関する実態調査集計結果につ

いて 

【資料 3-3-3】 福島学院大学の三つのポリシー 

【資料 3-3-4】 福島学院大学短期大学部における 3 つの方針 

【資料 3-3-5】 令和 5 年度後期授業評価調査集計結果について 

【資料 3-3-6】 卒業生就職先アンケート（集計結果を含む） 

【資料 3-3-7】 本学ウェブサイト（ホーム＞大学案内＞修学上の情報）

https://www.fukushima-college.ac.jp/disclosures_study/ 

【資料 3-3-8】 福島学院大学アセスメント・ポリシー 

【資料 3-3-9】 福島学院大学短期大学部学科アセスメント・ポリシー 

 保育学科 

 食物栄養学科 

 情報ビジネス学科 

【資料 3-3-10】 3つのポリシーを踏まえての本学の取組の適切性にかかる学外の意見

聴取について 

 

［基準 3 の自己評価］ 

本学は、教育上の目的を学則に定め、これを実現するための方策として三つのポリシー

を策定し、DP によって学修の到達目標を明示し、教育目標を達成するための CP に沿っ

た教育課程を体系的に編成し実施している。また、DP と CP の一貫性を図り、教育の質保

証を確固としたものとするために教育課程及び授業方法の改善・向上のための施策を展開

している。 

学修状況の点検・評価については、アセスメント・ポリシーに基づいた PDCA サイクル

が機能し始めており、学生の学修状況確認や資格・免許状取得状況の情報共有、就職状況
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調査等のための全学的な仕組みが整備されているが、PDCA サイクルの適否については継

続的に検討を続ける必要がある。 

令和 3（2021）年度から、「三つのポリシーを踏まえての本学の取組の適切性にかかる学

外の意見聴取について」を取りまとめ、福島県教育委員会に評価を依頼し、外部有識者に

よる「教育の質保証」の確認を行っている。 

また、令和 5(2023)度末に学則の一部改正を行い、保育学科、食物栄養学科の 1 年間に

履修登録できる単位数の上限の見直しを実施した。 

以上のことから、卒業認定、教育課程、学修成果について、基準等に基づき厳正に運用

し、教授方法の開発や学修成果の点検・評価に基づく学修指導等の改善を図り、教育の質

保証に努めており「基準 3. 教育課程」の趣旨を満たしていると評価できる。  
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基準 4．教員・職員  

4－1．教学マネジメントの機能性 

4-1-① 短期大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップ

の確立・発揮 

4-1-② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築 

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性 

（1）4－1 の自己判定 

「基準項目 4－1 を満たしている。」 

 

（2）4－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-1-① 短期大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシッ

プの確立・発揮 

 学長の職務は、学校教育法第 92 条第 3 項の規定に従い、福島学院大学短期大学部学則

（以下「学則」という。）第 9 条において、学長は「校務をつかさどり、所属職員を統督す

る。」と規定しており、教学改革等にリーダーシップを発揮し、本学の運営を行っている。 

 学長は、学校教育法第 93 条及び「福島学院大学短期大学部教授会規程」第 3 条の規定

に基づき、教育研究における全学的に重要な事項に関しては教授会等の意見を聴取したう

えで意思決定を行う。なお、教授会等に意見を聴くことが必要なものとして学長が定める

事項について、令和 6（2024）年 4 月 1 日施行で「学長裁定」を取決めた。また、学長の

決裁権限については「決裁及び決裁委任規程」第 4 条以下の規定により副学長をはじめと

する役職へ権限を一部委任するなど、適切なリーダーシップを発揮するための補佐体制が

整備されている。 

学長が学内の諸課題について全学的な視点から検討を行うため、学則第 11 条に基づき、

学内主要管理職者を構成員とした大学・短期大学部運営委員会を設置し、協議ができるよ

う体制を整備している。 

学長を補佐する体制として、教学改革等を担当する副学長 2 人を配置している。また、

事務局に理事長・学長室を置き、教育運営方針実現のための実務を担い学長を補佐してい

る。 

 

4-1-② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築 

本学の使命と目的を達成するために、学校教育法第 92 条、第 93 条、及び短期大学設置

基準第 22 条の 3（学長の資格）等に基づき適切に規則を整備し、全学的な教学マネジメン

ト体制を整えている。この教学マネジメント体制のもと、学長の補佐体制を整備するため

に 2 人の副学長を置き、「教員管理職制及び教育運営職制規程」第 3 条に「副学長は学長

を補佐し、学長不在のときはその職務を代理する。」とし、学長の補佐的業務であることを

規定したうえで権限の適切な分散と責任の明確化を図り、危機管理に配慮した教学マネジ

メントを構築している。具体的には教学改革、研究推進、地域連携等を担当し、それぞれ

が責任を持って担当業務を行う体制を整えている。 

また、「教員管理職制及び教育運営職制規程」には、副学長、学部長、研究科長、学科長、

学科主任などの各所掌が定められており、規程に基づき権限は適切に分散され責任の明確
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化が図られている。 

 教授会は、「教授会規程」第 3 条において「学長の諮問に応じ次に掲げる事項を審議し、

意見を述べる。」として、学長の諮問機関としての位置づけと役割が明確に示されている。

また学長は、教授会への諮問を必要とする重要な事項については、学科会議や教学委員会

等で事前に検討し周知することも同条に定められている。 

教学委員会は、「教学委員会規程」第 3 条に基づく学長の教学マネジメント組織であり、

学長、副学長、学部長、研究科長、全学科長及び教務課長等を構成員とし、同規程第 4 条

に定める教学に関する主要な事項の審議等を行う。教学委員会は、同規程第 6 条によって

各学科会議との接続が図られており、学長のリーダーシップのもとに、教学マネジメント

が適切に行われている。なお、教学マネジメントとして、学長の権限のもとに学生の退学

処分、停学等の手続きを定めた「学生の懲戒に関する規程」を制定、令和 6（2024）年 4

月 1 日からの施行とし整備を行った。 

 

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性 

本学の使命・目的の達成のため、「業務組織規程」に基づいた組織概念図のとおり事務体

制を組織し、それぞれの科課室での業務を遂行している。 

教学マネジメントの中心となる教学委員会の事務は、「業務組織規程」第 9 条により教

務課が担っている。さらに同規程には、授業や担当教員、成績管理等教務的業務のほか、

IR 業務も規定されており、授業評価アンケート結果等のデータを教学委員会で検討・検証

し、学科運営や授業改善につなげるようフィードバックする体制としている。 

職員は教授会、教学委員会、運営委員会の構成員となっており、方針の策定等、教学組

織に参画し、教職協働体制としている。 

 また、「職員の採用及び昇任に関する規程」として職員採用計画の策定、採用、昇任の手

続きを規定、令和 6（2024）年 4 月 1 日からの施行とし整備を行った。 

 

（3）4－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 本学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの確立・発揮

について、学校教育法に定める学長の位置付けに基づいて学長権限と各種会議等、学則及

び各種関係規程に則った補佐体制を整備している。 

学長を中心とした教学マネジメント体制の整備に伴い、現行規程に記載されている役割

をより明確化していくとともに副学長機能の強化を図っていく。 

 職員の配置と役割の明確化等による教学マネジメントの機能性について、本学では既定

事項を運営するための組織体制は整備されているが、教学マネジメントの機能性を高めて

いくためにも、教職協働プロジェクトや合同会議等を進めていく方針である。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 4-1-1】 福島学院大学短期大学部学則（第 9 条）（第 11 条） 

【資料 4-1-2】 福島学院大学短期大学部教授会規程（第 3 条） 

【資料 4-1-3】 決裁及び決裁委任規程 
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【資料 4-1-4】 大学及び短期大学部運営委員会設置規程 

【資料 4-1-5】 学校法人福島学院組織概念図 

【資料 4-1-6】 教員管理職制及び教育運営職制規程 

【資料 4-1-7】 教学委員会規程（第 3 条）（第 6 条） 

【資料 4-1-8】 業務組織規程 

 

 

4－2．教員の配置・職能開発等 

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 

4-2-② FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発

と効果的な実施 

（1）4－2 の自己判定 

「基準項目 4－2 を満たしている。」 

 

（2）4－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 

本学の教員組織は、学校教育法第 92 条（学長、教授その他の職員）、短期大学設置基準

第 20 条（教育研究実施組織等）による定数を満たしており、各学科の教育内容と規模に定

められた専任教員数を本学「教員任用規程」に則して確保し適切に配置している。 

本学の教員配置に関しては、各学科ともにその教育方針に則り「福島学院大学所属員別

現員表」を作成し確認している。特に、保育学科、食物栄養学科は、資格・免許状取得を

目指した教育課程を編成しており、そのための教員配置（教員数を含む）が必要なことか

ら、補充が必要な場合は、それぞれの要件を充たす教員を採用し確保している。 

 さらに、各専門分野に関する非常勤教員を適切に委嘱して、多様な学問領域をカバーし、

教育内容の充実を図っている。 

 

1）教員の公募について 

本学における教員の採用は、学長、各学科長との協議により、短期大学設置基準、教

育課程、退職者等の状況を踏まえ、専任教員の構成等を考慮し、採用を必要とする授業

科目の担当者について検討し、原則として「JREC-IN portal（研究者人材データベース）」

を利用した公募方式をとっている。 

 

2）教員の採用・昇任 

専任教員の採用にあたっては、人事担当者のほか、所属予定学科の学科長をはじめ複

数の教員で面接のうえ、理事長、学長による面接を行うことにより、教育と研究意欲を

持った本学の教育にふさわしい人材の確保に努めている。 

教員の採用及び昇格候補者の選考は、「教員任用規程」により、学長、副学長、人事担

当理事、満 3 年以上本学教授として勤続の常勤教授、及び人事課長で構成された教員資

格審査委員会において行う。 

教員資格審査委員会では、「福島学院大学短期大学部教員資格基準規程」、及び「福島
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学院大学短期大学部教員資格基準規程施行細則」に基づき審査を行う。採用候補者は、

学位、教育実績、研究業績、実務経験、資格・免許、その他の経歴等、昇格候補者は、

教育・研究活動実績、本学組織への貢献及び社会的活動への参加等を総合的に評価して、

各職位に適格か判定している。その審査において適格と判定された者について、人事担

当理事は常任理事会に提出し、その議を経て理事長が採用または昇格を決定する。 

 

3）教員評価 

教員には研究業績等の自己申告実施要項により、研究業績等を自己申告させ、研究業

績審査委員会でその業績を審査し、教員の業績について正確に把握するとともに、昇任、

昇給、表彰、及び教員研究教育費増額の参考としている。 

また、教員自身の業績評価として、毎年度末に研究業績一覧、学会及び社会における

活動状況、教育方法の実践事例、本学運営上の実績等を自己点検し、「実績報告書」とし

て学科長へ提出する。学科長は、「実績報告書」を「給与規程（教員）」第 9 条における

「勤務成績」評価の基本資料として活用し、管理運営上の貢献度、勤務状況等を総合的

に勘案して評価を行っている。 

 

4-2-② FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発

と効果的な実施 

本学における FD（Faculty Development ）は「ファカルティ・ディベロプメントに関

する規程」第 1 条に、本学の教育理念・教育目的に基づき教育の内容及び方法の改善・向

上を図ることを目的に実施している。 

 FD は、FD 委員会が、研修実施方針・実施項目の設定、実施計画の策定、実施後の分析、

報告内容の全学的観点からの点検等を行うが、スタッフ・ディベロップメント（以下 SD

という。）委員会と合同で協議し、有機的な研修会を設定するようにしている。令和 5（2023）

年度実績としては、以下のテーマで研修を実施した。 

 

【FD 研修】※専任教員（教務系職員含む）対象 

 ChatGPT 等 生成系ＡＩのガイドラインと具体的な運用について 

 

【FD 研修（SD 研修との合同開催）】※専任教職員全員対象 

①「マネジメント学部開設にあたり、学びの特色である「ふくしまならではの学び」 

について、令和 5（2023）年度事業計画等」 

②「人口減少社会における地方大学の役割／あり方」 

③「私立学校法改正と地方私立大学の未来」 

 

 なお、各学科の FD 研修の取組は以下のとおりである。 

【保育学科】 

保育学科では、教員の教育力、資質向上のためのミニ FD 研修会を月 1 回の学科会議終

了後に開催している。この研修会では、授業実施において工夫している点や効果的な教授

法等について学科教員によるディスカッションを行い、情報を交換している。また、それ
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ぞれの課題についても取上げて、これからの授業の方向性を探り、授業改善へ向けて取組

んでいる。 

 

【食物栄養学科】 

学科 FD・SD 研修は年に 2 回実施し、必要に応じて学科会議の中でも教育内容・教育方

法をテーマとして話合っている。特に学習の方法については年に 2 回実施する研修会の中

で、教員同士の課題をあげて、新たな授業の方向性を模索・改善へ向けて取組んでいる。

加えて、授業理解度アンケートを例月実施し、学生個別の授業に対する理解度を把握した

うえで、授業の進め方を微調整する等の検討をするように努めている。授業理解度調査の

結果は各教員にフィードバックしている。 

 

【情報ビジネス学科】 

情報ビジネス学科では、学生が記入した振り返りシートや満足度調査結果の共有や、授

業方法についてディスカッションしている。 

 

（3）4－2 の改善・向上方策（将来計画） 

 教員の採用・昇任に関しては、前年度同様に現在の基準を継続的に検討し、教育・研究・

地域貢献の三つの要素を基準として、本学の教員に求める資質をより明確化する。また、

教員評価制度（教員の客観的評価）の導入を目指して、導入実現に向けた具体策を策定し

ていく。 

 本学においては、FD 委員会を中心に FD 活動推進のための体制が整えられ、SD 活動と

ともにその活動の充実が図られてきた。これまでの全学的な FD は、法令や他大学事例等

であったため、教育内容や方法の改善のための工夫等、教員への直接的な全学 FD を積極

的に実施していく。学科内 FD においては、教授方法に特化した内容が多く取上げられて

いるが、今後もさらなる教育の質向上につながる具体的な研修内容を検討したうえで、FD

研修会を開催していく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 4-2-1】 教員任用規程 

【資料 4-2-2】 福島学院大学所属別現在員表（令和 5 年度） 

【資料 4-2-3】 福島学院大学短期大学部教員資格審査委員会規程 

【資料 4-2-4】 福島学院大学短期大学部教員資格基準規程 

【資料 4-2-5】 福島学院大学短期大学部教員資格基準規程施行細則 

【資料 4-2-6】 ファカルティ・ディベロップメントに関する規程 

【資料 4-2-7】 令和 5 年度 FD・SD 研修計画 

【資料 4-2-8】 令和 5 年度 SD 研修（FD・SD 合同研修）実施報告 

 

 

4－3．職員の研修 

4-3-① SD(Staff Development)をはじめとする短期大学運営に関わる職員の資質・能力
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向上への取組み 

（1）4－3 の自己判定 

「基準項目 4－3 を満たしている。」 

 

（2）4－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-3-① SD(Staff Development)をはじめとする短期大学運営に関わる職員の資質・能

力向上への取組み 

職員のみならず短期大学運営業務全般における資質向上が求められる中で、学校教育法

第 114 条（準用規定）、短期大学設置基準第 20 条（教育研究実施組織等）、第 22 条の 2（組

織的な研修等）に基づき、「スタッフ・ディベロップメントに関する規程」に則して SD 委

員会を設置し、職員の資質・能力向上のために必要な取組を行っている。 

令和 5（2023）年度については「福島学院教職員の人材育成の基本方針」により、本学の

取組に関する課題を理解し認識を共有することや、業務に直結する内容等を踏まえた研修

計画に基づき、次のとおり実施した。 

研修後は、毎回、振り返りシートの提出を求め、教職員からの意見を参考に次年度の研

修計画につなげ、知識及び能力の向上に加え、積極的に参画する意識を持った職員の育成

を目指している。 

 

【SD 研修（FD 研修との合同開催）】※専任教職員全員対象 

①「マネジメント学部開設にあたり、学びの特色である「ふくしまならではの学び」 

について、令和 5（2023）年度事業計画等」 

②「人口減少社会における地方大学の役割／あり方」 

③「私立学校法改正と地方私立大学の未来」 

 

【SD 研修】 

①階層別（主事・主任）研修         対象：指定する職員 

②ハラスメント防止研修           対象：専任教職員全員対象 

③ホスピタリティ＆コミュニケーション研修  対象：専任職員全員対象 

 

（3）4－3 の改善・向上方策（将来計画） 

職員の研修制度については、本学の使命･目的等の実現、「学校法人福島学院第二期中期

計画」の達成及び個々の職員のキャリアアップのために内容面の充実に図っていく。SD 実

施の実効性を高めていくためには、研修効果の検証･分析を進め、大学運営に的確にフィー

ドバックしていくことに努める。 

また、短期大学に関わる社会的な問題等について職員が意識を高めるため、積極的に外

部研修を含めた研修機会を確保するとともに、教育活動を中心に行われる FD と、管理運

営活動を中心として行われる SD について、教員、職員が教職協働によってより有機的な

連携を行うことを目指していく。さらに、短期大学に求められている取組と現状を把握し

たうえで、必要に応じて規程の整理と運用を図っていく。 
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▶エビデンス（資料編） 

【資料 4-3-1】 スタッフ・ディベロップメントに関する規程 

【資料 4-3-2】 福島学院教職員の人材育成の基本方針 

【資料 4-3-3】 令和 5 年度 FD・SD 研修計画 

【資料 4-3-4】 令和 5 年度 SD 研修（FD・SD 合同研修）実施報告 

【資料 4-3-5】 学校法人福島学院第二期中期計画 

 

 

4－4．研究支援 

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理 

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用 

4-4-③ 研究活動への資源の配分 

（1）4－4 の自己判定 

「基準項目 4－4 を満たしている。」 

 

（2）4－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理  

 本学は、短期大学設置基準第 33 条の 3（教育研究環境の整備）に基づき、宮代キャンパ

スと福島駅前キャンパスの全教員に個人研究室が割り当てられており、パソコン及びネッ

ト環境が整備され、研究環境が十分に整備されている。また、各学科の教育研究に資する

施設設備を整備し、適切に運営・管理している。 

また、短期大学の研究発表の機会として「福島学院大学研究紀要」を年 2 回発行し、本

学ウェブサイトで広く公表しており、教員の研究業績としている。 

 

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用 

学術研究に対する信頼と公正さを確保するため、「本学教員の研究にかかる基本的責務

に関する規程」、「本学における研究活動及び研究業績にかかる不正行為及びその対応に関

する規程」、「本学研究倫理審査委員会設置規程」を制定し、厳正に運用している。 

さらに、「学生研究活動における基本的責務及び不適切行為防止に関する規程」、研究機

関における公的研究費の管理・監査のガイドライン、研究活動における不正行為への対応

等に関するガイドライン等を踏まえ、本学で学術研究を行う全ての者に対して、研究倫理

に関する規程を設け、本学における研究活動及び研究業績にかかる不正行為及びその対応

について周知している。 

当該規程に基づき、全専任教員、関係職員対象に研究倫理教育研修を行っている。研究

倫理に関する知見を深めるために教員用教材として『科学の健全な発展のために―誠実な

科学者の心得―』（日本学術振興会）を配付し、公的研究費の取扱いや研究倫理、特定不正

行為、不正事例等、研究者としての知識と倫理観を養う研修を行っている。 

また、研究倫理審査委員会の規程改正を行い、より申請しやすく教員の研究及び学会発

表等に対し充実した体制で研究活動のフォローを行っている。 
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4-4-③ 研究活動への資源の配分 

「福島学院大学・福島学院大学短期大学部 教員研究教育費（教員経費）規程」に基づき、

毎年の教員個人研究費を配分している。その他、特定研究依頼者、研究奨励賞や表彰受賞

者、及び准教授以下の教員の申請に応じて、「特別研究交付金規程」に基づき、研究活動へ

の資金配分を行っている。 

科学研究費助成事業（以下、「科研費」という。）をはじめとする外部資金の獲得のため、

公募情報の学内周知を行うとともに、科研費申請方法も含めた年間 1回の対面での倫理教

育を実施していることで、科研費の申請率や採択率の向上に向けた取組を行っている。 

 

（3）4－4 の改善・向上方策（将来計画） 

本学では、公的研究費法令遵守・研究倫理教育研修等を毎年度実施して、法令遵守の推

進を図っている。その他、申請等の受付及び相談、研究不正防止計画等を策定し研究環境

の整備に努めている。さらに研究論理審査委員会の充実を行い、より研究者の論文公表を

促進する。研究倫理研修に関しても今後も継続し、受講者アンケートの結果等も踏まえ充

実を図る。 

今後は研究活動のさらなる発展のため、特別研究交付金についての周知徹底や申請の促

進を図る。なお、特別研究費には科研費不採択者向けの枠を設けており、その優遇的な制

度を活用し、応募意欲の向上を図っていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 4-4-1】 本学ウェブサイト（ホーム＞卒業生・地域の皆さんへ＞図書館の一般

開放）https://www.fukushima-college.ac.jp/general_library/ 

【資料 4-4-2】 本学教員の研究にかかる基本的責務に関する規程 

【資料 4-4-3】 本学における研究活動及び研究業績にかかる不正行為及びその対応に

関する規程 

【資料 4-4-4】 本学研究倫理審査委員会設置規程 

【資料 4-4-5】 短期大学部学生の研究活動における倫理的意義及び不適切行為防止に

関する規程 

【資料 4-4-6】 福島学院大学・福島学院大学短期大部 教員研究教育費（教員経費）規

程 

【資料 4-4-7】 特別研究交付金規程 

 

［基準 4 の自己評価］ 

本学は、学長がリーダーシップを発揮できるよう全学的な教学マネジメントの方針を決

める会議として全学科長や教務系職員で構築する教学委員会を設置し、各種教学に関して

の意思決定を行っている。また遂行を担う事務局に適切な職員を配置することで、教職協

働に基づいた教学マネジメントを構築している。 

教員の配置については、教育目標、教育課程に則した採用、昇任等が規程に基づき適切

に行われている。職能開発については、教育内容・方法等の改善のための FD や短期大学

運営に必要な資質・能力向上のための SD を効果的に実施している。また、教学関連事項
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を取扱う委員会等への事務職員の参画等、教職協働による短期大学運営にも取組んでいる。

さらに研究支援については、研究環境の整備や研究倫理の確立、研究活動への資源配分を

適切に運営・管理している。 

 以上のことから本学は、組織の整備と職能開発が適切であり「基準 4. 教員・職員」の

趣旨を満たしていると評価できる。 
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基準 5．経営・管理と財務 

5－1．経営の規律と誠実性 

5-1-① 経営の規律と誠実性の維持 

5-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

5-1-③ 環境保全、人権、安全への配慮 

（1）5－1 の自己判定 

「基準項目 5－1 を満たしている。」 

 

（2）5－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-1-① 経営の規律と誠実性の維持 

本法人では、｢学校法人福島学院寄附行為｣（以下「寄附行為」という。）第 3 条に「本法

人は、教育基本法及び学校教育法に基づき、学校教育を行い、創立者の信念である｢真心こ

そすべてのすべて｣という建学の精神に沿って、真心と思いやりを涵養し、社会に有用な人

材の育成を図ることを目的とする。」と本法人の目的を定義している。 

私立学校法第 24 条に則り、本法人の最高意思決定機関を理事会と定め、寄附行為第 16

条に「理事会は、本法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。」と規定している。

また、私立学校法第 18 条第 3 項において利益相反取引の恐れのある事案に関して「利益

相反取引に関する承認の決議については、理事それぞれの意思を議事録に記載しなければ

ならない。」とし、理事会運営と決定の透明性を確保している。 

寄附行為第 19 条では評議員会を組織することを定めており、寄附行為第 21 条では、

理事長が事前に評議員会の意見を聞かなければならない事項として、予算及び事業計画、

事業に関する中期的な計画、役員に対する報酬等を定めている。 

組織倫理に関しては、大学規程として「教員就業規則」、「職員就業規則」をはじめ、「服

務規程（教員）」、「服務規程（職員）」、「業務組織規程」、「福島学院情報公表規程」、「福島

学院個人情報保護規程」、「本学教員の研究にかかる基本的責務に関する規程」等を整備し

ている。寄附行為や各種規程及び細則は、法令改正等に基づき定期的に各担当部署の点検

を行い、理事長、学長含む学内理事で組織する常任理事会で規程等の改正を審議し、理事

会において決定し、経営の規律と誠実性は維持されている。 

情報の公表については私立学校法、学校教育法施行規則、教育職員免許法等法令に基づ

き規定する「福島学院情報公表規程」に沿った項目について、本学ウェブサイトでの公表

を行っている。なお、情報公表規程について、私立学校法の閲覧の規定に沿って見直し、

令和 6（2024）年 1 月 1 日から改正施行している。 

 

5-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

本学において、令和元（2019）年度に「学校法人福島学院第二期中期計画」（以下、「第

二期中期計画」という。）を策定し、使命・目的の実現に向けた取組を行っており、下記の

中期計画推進体制図【図 5-1-1】のとおり、その運用実施が管理されている。単年度ごとに

取りまとめている事業計画書は、第二期中期計画に基づいて、本学の計画を具体的に示し、

着実な実行に努めている。事業報告書に関しては、前年度の取組を本学ウェブサイトに掲

載し、社会に公表している。 



福島学院大学短期大学部 

67 

 

なお、令和 5（2023）年度は第二期中期計画（5 年間）の最終年度であり、令和 6（2024）

年度からの新たな中期計画「学校法人福島学院第三期中期計画」（5 か年計画）を策定した。

建学の精神と教育理念の実現を志向し、社会的使命を果たすべく改革を進めていく。 

 

 

【図 5-1-1】中期計画推進体制

 

 

5-1-③ 環境保全、人権、安全への配慮 

 環境保全、人権、安全への配慮に係る体制については、必要な規程等を制定し、教育機

関としての社会公共性を維持するよう努めている。 

環境保全に関する取組としては、学びの環境を維持するために樹木剪定、清掃等、日々

の環境美化を行っている。また、担当職員が定期的に巡回を行っており、修繕個所等の早

期発見に努めている。さらに平成 28（2016）年度に 10 年間のメンテナンス計画を策定し、

見直しを図りつつ施設設備等キャンパス環境維持を年次計画にて進めている。 

その他、環境への配慮として「福島学院大学 節電方針」を策定し、年度ごとに「総務

課運営計画」の中で節電目標を明示するとともに、定期的に総務課ニュースで光熱水費の

節減、クールビズの推進等を周知し、エコロジー対応へ努力している。 

人権への配慮として、「福島学院教職員間及び対外部者間における差別と嫌がらせに関す

る防止方針」において、教職員は、本学の「真心」の精神を旨として、各々その職責を自

覚するとともに、職場の規律の維持と親睦の向上、対外関係の円滑化に努めなければなら
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ないとしている。教職員に理事長からのトップメッセージを通知、令和元（2019）年度か

ら、全教職員を参加対象としてハラスメント防止研修を毎年実施し、ハラスメントに対し

て正しい認識を持ち、ハラスメントの発生や潜在化を防止するよう取組を行っている。 

その他、「教職員の学生に対する禁止すべき行為及び差別と嫌がらせ的言動に関する防止

方針」、「学生間における差別とハラスメント防止に関する規程」、「学生間における差別と

ハラスメント防止に関する規程細則」において、教職員、学生への対応を定めている。 

具体的なハラスメント防止対策として、学生に配付している「学生ハンドブック」にお

いて大学での対策方針等を周知しており、教職員に対しては毎年 SD（Staff Development）

研修としてハラスメント防止研修を実施している。 

「福島学院公益通報に関する規程」では、令和 4（2022）年 6 月施行の公益通報者保護

規程に沿った見直しを図り、通報窓口の設置、担当者の守秘義務、通報者の不利益な取扱

いの禁止等、必要な体制整備を行った。 

キャンパスの防災は「防災・防犯対策規程」に基づき、キャンパスごとに「宮代キャン

パス防災計画」、｢福島駅前キャンパス防災計画｣を定め、災害に備えている。その防災計画

をもとに避難訓練及び消火訓練、防犯訓練、救命講習を毎年実施している。また、両キャ 

ンパスには災害時の非常用として備蓄品を備えている。構内の安全対策としては、キャン

パスガードマンの構内巡回、監視カメラ設置等によりセキュリティ対策を実施している。 

また、令和 4（2022）年度には近年の総合的な危機管理体制整備の一環として「福島学

院危機管理規程」を制定し、危機発生時の管理体制等を整備するとともに、危機事象が発

生した際の基本的な行動規範を記載した危機管理基本マニュアルの整備等を行った。関連

して情報セキュリティ対策についても「福島学院情報セキュリティポリシー」を作成し、

インシデントが発生した際の責任体制の明確化、必要な対応等を取決めている。 

新型コロナウイルス感染症対策として、新型コロナウイルスワクチンの集団接種の機会

の確保、全学科実施の双方向型オンライン授業・会議対応、新型コロナウイルス感染症防

止のための三つのガイドライン（新型コロナウイルス感染症防止のためのガイドライン、

学生生活に向けてのガイドライン、授業実施におけるガイドライン）作成、新型コロナウ

イルス感染状況に対する大学の行動指針（BCP）作成等、様々な事案への対応を迅速に行

い、環境保全及び安全への配慮に努めた。 

 

（3）5－1 の改善・向上方策（将来計画） 

危機管理について、規程やマニュアル等の整備を図り、アフターコロナの時代も見据え

て、今後とも多様な事態を想定した研修や講習の機会の充実を図り、法人全体として緊急

事態に備えられる体制を整えていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 5-1-1】 学校法人福島学院寄附行為 

【資料 5-1-2】 教員就業規則 

【資料 5-1-3】 職員就業規則 

【資料 5-1-4】 服務規程（教員） 

【資料 5-1-5】 服務規程（職員） 
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【資料 5-1-6】 業務組織規程 

【資料 5-1-7】 福島学院情報公表規程 

【資料 5-1-8】 福島学院個人情報保護規程 

【資料 5-1-9】 本学教員の研究にかかる基本的責務に関する規程 

【資料 5-1-10】 学校法人福島学院第二期中期計画 

【資料 5-1-11】 令和 5 年度学校法人福島学院事業報告書 

【資料 5-1-12】 メンテナンス計画 

【資料 5-1-13】 福島学院節電方針 

【資料 5-1-14】 総務課ニュース 

【資料 5-1-15】 福島学院教職員間及び対外部者間における差別と嫌がらせに関する防

止方針 

【資料 5-1-16】 教職員の学生に対する禁止すべき行為及び差別と嫌がらせ的言動に関

する防止方針 

【資料 5-1-17】 学生間における差別とハラスメント防止に関する規程 

【資料 5-1-18】 学生間における差別とハラスメント防止に関する規程細則 

【資料 5-1-19】 福島学院公益通報に関する規程 

【資料 5-1-20】 防災・防犯対策規程 

【資料 5-1-21】 福島学院大学宮代キャンパス防災計画 

【資料 5-1-22】 福島駅前キャンパス防災計画 

【資料 5-1-23】 福島学院危機管理規程 

【資料 5-1-24】 福島学院危機管理基本マニュアル 

【資料 5-1-25】 福島学院情報セキュリティポリシー 

【資料 5-1-26】 新型コロナウイルス感染症防止のためのガイドライン 

【資料 5-1-27】 学生生活に向けてのガイドライン 

【資料 5-1-28】 授業実施におけるガイドライン 

【資料 5-1-29】 新型コロナウィルス感染状況に対する大学の行動指針（BCP） 

 

 

5－2．理事会の機能 

5-2-① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

（1）5－2 の自己判定 

「基準項目 5－2 を満たしている。」 

 

（2）5－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-2-① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

理事会は、寄附行為に基づき、大学の使命・目的の達成に向けて、戦略的な意思決定機

能を有している。 

そのための体制として、役員は、寄附行為第 5 条に理事 7 人以上 10 人以内、監事 2 人

と定めている。理事の選任は理事長、大学学長、短期大学部学長、評議員のうち評議員会

からの選任者、学識経験者のうち理事会における選任者の五つの立場から選任することを
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定めている。寄附行為第 11 条により、法人を代表しその業務を総理する理事長は、理事の

内から一人を理事総数の過半数の議決により選出される。監事は、寄附行為第 7 条に「本

法人の理事、職員（学長、教員その他の職員を含む。以下同じ。）評議員又は役員の配偶者

若しくは三親等以内の親族以外の者であって理事会において選出した候補者のうちから、

評議員会の同意を得て、理事長が選任する」と定めている。 

理事会の議長は理事長が務め、年間 6 回の定例理事会のほか、緊急を要する場合には、

臨時に開催する。5 月の定例理事会は、前年度の事業報告及び決算等、3 月の定例理事会

は、翌年度の事業計画や予算編成案等を審議している。 

また、寄附行為第 16 条により、理事会及び理事長の業務執行を円滑化するため、常任理

事会を置くことが規定されており、「寄附行為施行規則」第 4 条の規定において常任理事

会での審議事項等、その運営について定めている。一部、理事会審議事項と報告事項が混

在して規定されていたため整理し、令和 6（2024）年 1 月 1 日改正施行とした。 

常任理事会の設置によって、理事会及び理事長の業務執行の円滑化を図り、法人の使命・

目的の達成に向けた戦略的意思決定が機能的に図られる体制が整備されている。 

 

（3）5－2 の改善・向上方策（将来計画） 

監事は本法人の業務監査を兼ねて理事会に出席することになっており、令和 5（2023）

年度は、全ての理事会及び評議員会に監事が出席した。今後も監事出席のうえで理事会及

び評議員会の開催とする。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 5-2-1】 学校法人福島学院寄附行為 

【資料 5-2-2】 寄附行為施行規則 

 

 

5－3．管理運営の円滑化と相互チェック 

5-3-① 法人及び短期大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化 

5-3-② 法人及び短期大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性 

（1）5－3 の自己判定 

「基準項目 5－3 を満たしている。」 

 

（2）5－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-3-① 法人及び短期大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化 

 本学及び大学の諸課題について全学的な視点から検討、協議を行うため、大学・短大運

営委員会を設置している。運営委員会の構成員は学長、副学長、学部長、各学科長、事務

局長、事務局各部課室長から構成され、教職員の提案や検討事項等を効率的にくみ上げる

仕組みとして機能している。運営委員会での審議、検討、了承を経た案件は、常任理事会

での審議、検討、了承を経て理事会へと提出される。常任理事会は、理事長（兼学長）及

び学内理事のほか、参与管理職者として、副学長、及び部長職以上の経営管理職員によっ

て構成され、当該会議が本学及び大学と法人とをつなぐことによって円滑に意思決定が行
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われている。 

 理事長は以上の会議体をとおして、大学全体へのリーダーシップを発揮することができ

るとともに、内部統制環境の整備が担保されている。 

 

5-3-② 法人及び短期大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性 

 監事の職務は、寄附行為第 15 条に次のように規定されている。 

 

寄附行為 

第 15 条 

（1）本法人の業務を監査すること 

（2）本法人の財産の状況を監査すること 

（3）本法人の理事の業務執行の状況を監査すること 

（4）本法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、毎会計年度、

監査報告書を作成し、当該会計年度終了後２ヶ月以内に理事会及び評議員会に提出す

ること 

（5）第 1 号から第 3 号までの規定による監査の結果、本法人の業務若しくは財産又は理

事の業務執行に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実があ

ることを発見したときは、これを理事会及び評議員会に報告し、又は文部科学大臣に

報告すること 

（6）前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して理事会及び評議員会の

招集を請求すること 

（7）本法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、理事会に出

席して意見を述べること 

 

以上の監事職務によって、理事会との相互チェック機能が保たれている。 

監事は常に理事会及び評議員会に出席し、寄附行為に定められた法人の業務の監査を行

っている。また、日常的な監査業務については原則として週 2 回出勤し、法人の運営状況

の監査を行っており、その参考として随時学内の会議等に出席して業務執行状況を確認し、

理事会に意見を述べている。外部監査人である公認会計士とも定期的に情報交換を行って

いる。監事の選考は寄附行為第 7 条に「本法人の理事、職員（学長、教員その他の職員を

含む。以下同じ。）評議員又は役員の配偶者若しくは三親等以内の親族以外の者であって理

事会において選出した候補者のうちから、評議員会の同意を得て、理事長が選任する」と

定めている。 

評議員会は寄附行為第 19 条に基づき、15 名以上 23 名以内で組織している。評議員の

選任については、寄附行為第 22 条に基づき、17 名を選任しており、定数を満たしている。

を事業計画及び予算、事業報告及び決算、寄附行為の変更等、寄附行為に定める重要事項

について、理事会の諮問機関として法人と大学との相互チェックの機能を果たしている。 

 

（3）5－3 の改善・向上方策（将来計画） 

改正私立学校法が令和 2（2020）年 4 月に施行され、理事、評議員、監事等それぞれの
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責務が明確化された。今後も理事会は、法令を遵守し、法人の意思決定機関としての運営

を行っていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 5-3-1】 大学及び短期大学部運営委員会設置規程 

【資料 5-3-2】 学校法人福島学院寄附行為 

【資料 5-3-3】 学校法人福島学院役員・評議員等名簿（令和 5 年 4 月 1 日） 

 

 

5－4．財務基盤と収支 

5-4-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

5-4-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

（1）5－4 の自己判定 

「基準項目 5－4 を満たしている。」 

 

（2）5－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-4-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

第二期中期計画では四つのビジョンごとにアクションプランを定め、これをもとに過去

の学生数、財務データ等、基礎として計画期間における財務計画を策定している。「学校法

人第二期中期計画（財務計画）」（以下、「第二期中期財務計画」という。）の最終財務目標

は経常収支差額の支出超過を段階的に改善し、計画最終年度での資金収支計算書における

収支差額の収入超過（黒字化）、及び事業活動収支計算書における減価償却額を除いたキャ

ッシュベースでの収入超過（黒字化）としている。 

単年度においては第二期中期計画に基づいた事業計画、予算編成を行っており、予算案

が作成、審議、承認され、当該年度において予算に基づいた適切な財務運営の確立を目指

している。 

計画初年度の令和元（2019）年度から直近の令和 5（2023）年度までの財務状況につい

て第二期中期財務計画との比較は以下のとおりである。【表 5-4-1】 

 

【表 5-4-1】「学校法人福島学院第二期中期計画（財務計画）」と決算実数との比較 

資金収支計算書・資金収支差額                  （単位：千円） 

項目／年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

A 決算状況 ▲20,968 15,962 42,996 71,344 26,571 

B 中期財務計画 ▲54,104 ▲90,528 ▲101,034 ▲45,474 2,512 

差額（A-B） 33,136 106,490 144,030 116,818 24,059 

      

事業活動収支計算書・経常収支差額（減価償却費を除く）      （単位：千円） 

項目／年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

A 決算状況 11,556 109,856 68,255 112,490 69,203 
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B 中期財務計画 ▲10,536 ▲5,995 ▲40,534 ▲4,974 43,012 

差額（A-B） 22,092 115,851 108,789 117,464 26,191 

 

財務計画比で決算数値の改善が進んでいる理由については、収入面では学生数が財務計

画見込数比で増加となったことによる納付金収入の増、特別補助の獲得等による補助金収

入の増、一方の支出面ではコロナ禍による各種事業の中止、縮小、学内での節減策等によ

る支出減から、前倒しで収支差額の改善につながったものである。 

直近では、大学のマネジメント学部地域マネジメント学科の設置、本学情報ビジネス学

科の募集停止、及び保育学科の定員減等の改組転換を行っており、最終年度を迎えた第二

期中期計画の検証を行い、更なる財務状況の改善を目標とする「第三期中期計画」及び「第

三期中期財務計画」を策定した。 

 

5-4-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

法人全体の財務状況については、第二期中期計画及び年度ごとの事業計画・予算編成に

より、安定した財務基盤の確立を目指し、財務運営を行っている。 

具体的には 18 歳人口動態や進学率等を検証し、近年の入学者数を踏まえたうえで、令

和 2（2020）年度から学費の値上げ改定を行った。学費の値上げの効果により令和 5（2023）

年度（第二期中期計画最終年度）の資金収支計算上において収入超過に転換することを目

標としていたが、経費削減及び学生数の計画比増、補助金収入の増等により改善が図られ、

計画期間 2 年目の令和 2（2020）年度から収入超過となっている。その他、外部資金導入

の努力として卒業生等を中心とした寄付金の継続募集、大学施設の貸与事業等を行ってい

る。 

支出においては採用の抑制、期末手当等における人件費抑制、通常経費では「旅費規程

（教員・職員）」、教員研究教育費（教員経費）の基準額変更（減額）等の見直しを行っ

た。 

また、支出全般においてコロナ禍という特殊事情の中で支出が抑制されたこともあり、

結果として令和 5（2023）年度の収支状況は資金収支計算書において 26,571 千円となり、

令和 2（2020）年度より、4 年連続で収入超過とすることができた。 

事業活動収支計算書の推移については経常収支差額においてマイナスが継続しているが、

改善が進んでおり、令和元（2019）年度 135,804 千円の支出超過から直近の令和 5（2023）

年度においては 59,049 千円の支出超過となり、4 年間で 76,755 千円改善が進んでいる。 

主な財務比率についても人件費依存率が令和元（2019）年度 98.0％から令和 5（2023）

年度 94.5％に改善、経常収支差額比率が令和元（2019）年度△11.5％から令和 5（2023）

年度△4.4％と改善した数値となっている。 

また、令和 5（2023）年度の貸借対照表からみる財務状況については、運用資産（引当

資産＋有価証券＋現金預金）は令和 5（2023）年度事業活動計算書・事業活動支出の 2 倍

を超える 2,902,476 千円となっており、法人規模からも当面の資金繰りに窮することはな

い。財務比率で重要な流動比率も 430.3％となっており、前年度の全国平均 263.8％との比

較で高い数値となっている。 
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なお、第二期中期財務計画上の指標としては、計画最終年度の令和 5（2023）年度にお

いて日本私立学校振興・共済事業団の示す経営財務指標における、平成 30（2018）年度の

「B3」から 3 段階上の「B0」（14 段階の上から 4 段階目）になることを目指している。 

今後の財務改善にもつながる大きな施策としては、令和 3（2021）年度に新学部設置認

可申請を行い、令和 4（2022）年 8 月に設置認可を受け、令和 5（2023）年 4 月に新たに

大学にマネジメント学部地域マネジメント学科を開設することができた。 

来年度から始まる「第三期中期計画」においては新学部の運営を念頭に財務状況をさら

に改善し、同学部の完成年度には資金収支差額の黒字化継続、経常収支差額の改善（減価

償却を除くキャッシュベースでの黒字化）ができるよう財務運営を進める。 

 

（3）5－4 の改善・向上方策（将来計画） 

財務状況を迅速かつ正確に把握し、短期大学本来の教育研究活動を継続していくため、

経費面での継続的な節減･効率化を図る。予算編成においても第二期中期計画に沿って予

算編成を策定し、収支の健全化を目指す財務運営を行い、長期的に持続可能な財政基盤を

築いていく。 

そのために第二期中期計画を基本として、収入については新学部であるマネジメント学

部を中心とした学生募集強化、改革総合支援事業等、補助金獲得に努め、支出においては

段階的な経費抑制方針により運営を進める。 

令和 6（2024）年度から始まる第三期中期計画においても、教育の質保証を担保するた

めの教学改革を進めることにより学生の満足度を高め、入学者を確保する一方で、休学者、

退学者の減少を図り、納付金収入の維持に努めるとともに、経費については抑制方針とす

る中で、重点事業を取決め、メリハリのある予算配分を行い、教育の質を上げていくこと

ができるよう計画する。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 5-4-1】 学校法人福島学院第二期中期計画 

【資料 5-4-2】 第二期中期計画（財務計画） 

【資料 5-4-3】 旅費規程（教員） 

【資料 5-4-4】 旅費規程（職員） 

【資料 5-4-5】 令和 5 年度学校法人福島学院事業報告書 

【資料 5-4-6】 令和 5 年度資金収支計算書 

【資料 5-4-7】 令和 5 年度事業活動収支計算書 

【資料 5-4-8】 令和 5 年度貸借対照表 

 

 

5－5．会計 

5-5-① 会計処理の適正な実施 

5-5-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

（1）5－5 の自己判定 

「基準項目 5－5 を満たしている。」 
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（2）5－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-5-① 会計処理の適正な実施 

法人の会計処理は学校法人会計基準及び「福島学院経理規程」、「福島学院調達規程」、「福

島学院予算管理規程」等、財務関係規程に基づき適正に行われている。資産及び資金（有

価証券を含む）の管理と運用においては安全性を第一に考えて株式投資等は行っておらず、

銀行預金のみで運用している。「福島学院資産運用規程」に基づき適切な会計処理を行い、

安全かつ適正に管理している。予算編成については、次年度の予算案編成作業を毎年 12 月

から開始し、中期計画に基づいた各科課室の運営計画案を集約した大学全体の事業計画及

び各科課室から提出された予算積算書を集約した予算案について、常任理事会の議を経て

毎年 3 月に開かれる評議員会の意見を踏まえたうえで、理事会において最終決定している。 

予算の執行状況については経理課において月次単位で予算管理表を作成し、各科課室に

フィードバックし、相互に予算執行内容を確認している。また3か月ごとに開催される月

次決算検討会では理事長・学長、学内理事をはじめ監事も出席し予算執行内容、資産運用

状況等を確認している。 

なお、予算執行の中で新たな計画等が発生した場合等、必要に応じて補正予算を編成し、

理事会、評議員会に諮ることによって適正に実施されている。 

 

5-5-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

 本学院の会計監査体制については、「寄附行為」及び「監事監査規程」に基づき監事 2 人

が監査を実施している。監査は私立学校法で定める監事監査報告書のほかに、7 月の理事

会に提出される監査計画書のもとで実施され、翌年度 5 月の理事会に監査結果を報告して

いる。具体的には監事 2 人のうち 1 人の監事が原則として週 2 回出勤し、毎年定めている

監査計画のもとで、各科課室と連携を取りながら監査項目に沿った実効性の高い監査を行

っている。また、四半期ごとに開催されている月次決算検討会において予算執行、資産運

用状況等を確認するとともに、常任理事会をはじめとした主要な学内会議に出席し、運営

状況の確認を行っている。加えて週 1 回、理事長から運営状況を聴取し、副学長、学部長、

事務局長、部長はもとより、各所属長等からも随時運営状況報告を求め、重要な意思決定

を伴う会議等の議事録も確認し、事後チェックも実施している。 

もう 1 人の監事は遠隔地在住のため、年 6 回程度、業務執行についての意見聴取等を含

めた監査業務を行うほか、内部の運営状況においても月 1 度書面報告として各種会議資料、

議事録を送付する等して監事相互の連携を深めながら、情報・認識の共有を図っている。 

また、私立学校振興助成法に基づき、独立監査人（公認会計士）の監査も受けており、

監事との間で年 2 回の監査打合せ会、理事長とのディスカッション等も実施し、情報の共

有を図っている。 

内部監査については、企画室職員が教員の公的研究費使用における不正防止のためのリ

スクアプローチ監査を行っており、監事の確認を受けている。 

 

（3）5－5 の改善・向上方策（将来計画） 

中期計画に沿って各年度に予定される事業における予算編成を基礎とし、より精度の高
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い運営を行っていくため、諸基準、規程に従い適切な会計手続きを行うことが必要である。

これらの予算編成、執行に伴う会計手続きを厳格に行ってきているが、さらに会計処理及

び管理の充実を図っていく。また、監査体制については監事監査を適正に進められるよう

教職員のサポート体制を充実させていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 5-5-1】 福島学院経理規程 

【資料 5-5-2】 福島学院調達規程 

【資料 5-5-3】 福島学院予算管理規程 

【資料 5-5-4】 福島学院資産運用規程 

【資料 5-5-5】 学校法人福島学院第二期中期計画 

【資料 5-5-6】 学校法人福島学院寄附行為 

【資料 5-5-7】 学校法人福島学院監事監査規程 

【資料 5-5-8】 監事の監査報告書（私立学校法第 37 条による） 

【資料 5-5-9】 令和 5 年度監事監査計画書 

【資料 5-5-10】 令和 4 年度監査報告書 

 

［基準 5 の自己評価］ 

本法人は、関連の諸規程によって統括され、理事会の決定を踏まえ、第二期中期計画と

それに紐づく年次事業が計画的に実施されることで、経営の規律と誠実性が担保されてい

る。また、管理運営は最高意思決定機関である理事会の決定を踏まえ、理事長・学長のガ

バナンスのもと事業を総括し、使命・目的等の実現に向けて、事務局が分掌に応じた業務

執行を継続的に努力している。業務の執行にあたっては、常任理事会や運営委員会等をと

おして、法人と教学部門の適切な連携を図っている。 

事業内容については、理事会、評議員会、監事によって適切な検証が行われている。財

務運営については、第二期中期計画において総合的な収支バランスを図り、安定した財務

運営を目指している。予算編成については各科課室から提出された予算積算書を精査し、

必要な予算として集約している。予算執行についても必要な規則等を整え適正な会計処理

を実施している。 

会計監査体制及び実施については、監事、公認会計士により適切に実施され、法人及び

大学の管理運営の円滑化と相互チェックによる強化を図っている。 

 以上のことから本学は、経営の規律、誠実性が担保され、財務基盤が確立しており「基

準 5. 経営・管理と財務」の趣旨を満たしていると評価できる。  
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基準 6．内部質保証 

6－1．内部質保証の組織体制 

6-1-① 内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立 

（1）6－1 の自己判定 

「基準項目 6－1 を満たしている。」 

 

（2）6－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-1-① 内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立 

 本学は、大学と共通の「自己点検・評価に関する規程」を設け、その第 1 条に「自己点

検・評価は、本学の教育と研究、及び管理運営の活性化と共に、本学の教育理念及び社会

的使命を達成させるための自己改革に資することを目標とする。」と定め、内部質保証に関

する方針を示している。第 2 条には、「自己点検・評価項目の設定、実施計画の策定、評価

の分析、報告書の全学的観点からの点検等の適正な運営を図るため、「自己点検・評価委員

会」を設置する。」と定め、内部質保証のための体制【図 6-1-1】を整備している。また、

「学長は、必要があると認めるときは、専門委員会を置くことができる。」として、学長の

リーダーシップのもとに内部質保証に対する責任体制も定めている。 

 その他、第 7 条には本学が実施した自己点検・評価の結果に関して外部の視点から評価

し、本学の教育・研究の質向上と改善に資する提言を学長へ行うため、外部有識者で構成

されている外部評価委員会も置いている。その結果に関して、学内に対し大学報で周知し

ている。 

 

【図 6-1-1】内部質保証のための組織体制 
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（3）6－1 の改善・向上方策（将来計画） 

本学は、令和元（2019）年度より日本高等教育評価機構の評価項目に対応する形式で自

己点検・評価報告書を作成することによって、以後内部質保証に関する項目を点検し、そ

の都度整備してきた。また、教職員及び各部署における定期的な点検活動を実施する等、

内部質保証の活動に積極的に取組み、客観的な視点として外部評価委員会において意見の

聴取を行う等、体制の整備を図っている。 

その結果、全ての評価項目を「満たしている」とすることができた。今後も一層の体制

の充実と強化を継続していく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 6-1-1】 自己点検・評価に関する規程 

【資料 6-1-2】 大学報 Vol.33（令和 4（2022）年 3 月 31 日発行） 

 

 

6－2．内部質保証のための自己点検・評価 

6-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

6-2-② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

（1）6－2 の自己判定 

「基準項目 6－2 を満たしている。」 

 

（2）6－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

 本学では、自主的・自立的に大学の質保証を担保するために、事業計画及び「学校法人

福島学院第二期中期計画」（以下、「第二期中期計画」という。）に基づき、毎年「自己点検・

評価報告書」を作成している。各種調査やアンケート等、各科課室で集めたデータやエビ

デンスを集約し、「自己点検・評価報告書」の内容をより実質的なものとして、自己点検評

価委員会にて検証し、その結果を学内で共有している。 

令和 2（2020）年度からの「自己点検・評価報告書」においては、内部質保証の拡充を

目指して「本学独自の評価項目」を設け、本学の個性・特色である地域連携活動に関して

も評価を行っている。 

また、「自己点検・評価報告書」は本学ウェブサイトで学外にも公表している。 

 

6-2-② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

 本学では、学籍、入学者選抜、キャリア支援、健康管理、財務等について、部署ごとに

現状把握のための調査、データの収集・蓄積が行れ、各担当部署が必要に応じて分析を行

っている。 

令和 2（2020）年度より IR（Institutional Research）業務は教務課が所管し、「授業評

価アンケート」、「学修行動と学生生活に関する実態調査（卒業時アンケートを含む）」につ

いて実施・集計している。また令和 4（2022）年度には学修者本位の教育の一環として学

修成果を可視化するために、大学全体と学科ごとのディプロマ・ポリシー（以下 DP とい
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う）について、「DP に基づく学修成果のふり返りシート」を実施した。アンケート集計デ

ータは教学委員会をとおして情報が共有され、教学運営に係る業務の執行に活かされてい

る。 

 

（3）6－2 の改善・向上方策（将来計画） 

本学の質保証及び教育の質保証の一層の充実を図るために、今後も学長のガバナンスの

もとに｢自己点検･評価委員会｣を中心として点検・評価を実施して行く。またその結果を公

表し、社会における大学の説明責任を果たしていく。これらの評価結果ないし外部評価委

員等からの意見も積極的に取入れ、内部質保証のための指針として、「第三期中期計画」と

連動し改善を図っていく。 

なお、IR の重要性を勘案し、教職協働にて教学改革に資する教学 IR を展開していく。そ

の分析結果等に基づき、学長の教学上の意思決定において実効性のある改善をサポートす

る情報提供、施策提案に取組んでいく。   

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 6-2-1】 学校法人福島学院第二期中期計画 

【資料 6-2-2】 本学ウェブサイト（ホーム＞大学案内＞評価）

https://www.fukushima-college.ac.jp/disclosures_evaluation/ 

【資料 6-2-3】 令和 5 年度 後期授業評価調査集計結果について 

【資料 6-2-4】 令和 5 年度 後期学修行動と学生生活に関する実態調査集計結果につ

いて 

【資料 6-2-5】 業務組織規程 

【資料 6-2-6】 教学委員会規程 

 

 

6－3．内部質保証の機能性 

6-3-① 内部質保証のための学科、専攻課程等と短期大学全体の PDCA サイクルの仕組み

の確立とその機能性 

（1）6－3 の自己判定 

「基準項目 6－3 を満たしている。」 

 

（2）6－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-3-① 内部質保証のための学科、専攻課程等と短期大学全体の PDCA サイクルの仕組

みの確立とその機能性 

令和 3（2021）年度から、各学科の三つのポリシーが教育に関して適正に反映されてい

るか、適切に学科の運営につながっているか点検することを目的に教学委員会にて検討さ

れている。前述のとおり自己点検・評価及び関連する教学 IR に関するデータの共有が図

られたうえで、それを踏まえ各学科長が学長の諮問に回答する形で行われている。その結

果を全学科で共有し、福島県教育委員会教育長から第三者としての意見を得ている。そし

て、その意見は教学委員会にて、学長から各学科長へ伝えることで教育の改善・向上の
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PDCA サイクルに反映している。 

また「教学委員会規程」第 6 条で「委員は、委員会において審議し、また決定した事項

について、各学科の学科会議等において検討及び実施提案を行い、その結果等について、

委員会に報告する」としている。全学的な教学方針を決定する教学委員会と各学科の学科

会議との関係がこのように規程化され、全学の意思決定と各学科単位での機能的な連動体

制が整えられている。 

以上の PDCA サイクルに基づいて改善していることを共有したうえで自己点検・評価委

員会も連動して報告書を作成しており、大学全体で内部質保証を実施しているといえる。 

なお、内部質保証機能の改善のため、令和 6（2024）年 4 月 1 日からの施行として、学

校教育法第 93条に対応した「学長裁定」、及び学生の懲戒に関する手続きを定めた「学生

の懲戒に関する規程」を制定した。 

 

（3）6－3 の改善・向上方策（将来計画） 

教学委員会における三つのポリシーの点検と内部質保証への取組や、自己点検・評価委

員会における「自己点検・評価書」の検証の中で、短期大学の運営及び教学に関する課題

を共有・検討できており、今後も教職員一体となって、PDCA サイクルの充実を図ってい

く。 

なお、前回の認証評価を受けて作成されている年度ごとの事業計画及び第二期中期計画

については、令和 5（2023）年度の認証評価受審結果を踏まえて情報の共有を図り、内部

質保証を具体的な方策として実現していく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 6-3-1】 教学委員会規程 

【資料 6-3-2】 教学委員会議事録（令和 3 年度～令和 5 年度 ※該当回抜粋） 

【資料 6-3-3】 自己点検・評価に関する規程（外部評価） 

 

［基準 6 の自己評価］ 

 本学は、自己点検・評価と第二期中期計画に基づき、教学及び短期大学運営上の基本組

織である教学委員会、自己点検・評価委員会、各種会議等において、全学的な課題と各学

科の個別的な課題に関する点検評価の取組とその進捗状況を継続的に評価している。その

評価を学内で共有しながら、評価システムも含めて改善に努めている。また、外部評価委

員会や三つのポリシーについて外部有識者の意見を求める等、内部質保証の組織体制とし

て客観的な視点も入れて整備し、内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価体

制が図られている。 

 以上のことから本学は、内部質保証の組織体制、自己点検・評価について適切に整備、

実施しており、「基準.6 内部質保証」の趣旨を満たしていると評価できる。 
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Ⅳ．短期大学が独自に設定した基準による自己評価 

 

基準 A．地域における連携活動・連携事業 

A－1．地域連携活動 

A-1-① 地域連携センターの連携活動 

A-1-② こども図書館の活用 

A-1-③ 「読み聞かせプロジェクト」の展開 

A-1-④ 特別保育「AI ロボット NAO 君と英語で遊ぼう」の実施 

A-1-⑤ Nutrition Cafe 福島 

A-1-⑥ はらくっちん食育ワークショップ 

A-1-➆ あしたの食卓への開催協力 

A-1-⑧ 英国ペトロック大学訪日研修団の受け入れと学生共同研修の実施 

A-1-➈ 食物栄養学科関係地域連携 

A-1-➉ 情報ビジネス学科関係地域連携 

（1）A－1 の自己判定 

「基準項目 A－1 を満たしている。」 

 

（2）A－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

A-1-① 地域連携センターの連携活動 

地域連携センターでは、自治体や企業と連携するプロジェクトを「地域連携活動」、地域

連携活動をより深化させるために包括連携協定を締結したプロジェクトを「地域連携事業」

と位置付け、本学の窓口となって積極的な地域連携を推進するとともに連携実績の発信に

取組んでいる。 

 

A-1-② こども図書館の活用 

 こども図書館は、「本学の学生に子ども図書を通した実感のある学びの提供や言葉の力

の育成を図ること」、「本学認定こども園の園児に豊かな感性や心、知的好奇心、言葉の力

の素地を育むこと」、「地域の子育て支援の拠点として地域の親子が子ども図書に親しむ場

を提供すること」の３点をねらいとして、すべての本を「面出し」にして一冊からあふれ

出る「想い」を伝えられるように配架している。これを特色として令和 3（2021）年度に

開館した。令和 5（2023）年度はその活用において、さらに充実した取組を行うことがで

きた。 

 蔵書は、現在約 1,000 冊以上あり、定番の絵本をはじめ、大型絵本、洋書原書、英語の

絵本等の多様なジャンルの子ども図書を揃え、様々な活用の仕方ができるようになってい

る。 

 こども図書館は、様々なメディア等で取上げられたことで話題になっており、見学者や

問合わせも多い。島根県立大学からの視察をはじめ、福島市教育委員会の研修、福島地区

学校図書館研究会の研修等での活用等、これまでに交流のなかった機関との交流も始まっ

ている。 

 貸出しについては、大学福祉学部こども学科の学生サポーターの協力により毎週 2 回行
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っているが、令和 4（2022）年度の貸出実績は、令和 5（2023）年 2 月末現在、延べで約

2,000 人、約 4,000 冊となっている。新刊図書の紹介や貸出月間ランキング、季節の本や

おすすめ本の紹介等の工夫により、本学認定こども園在園児や地域の未就園児、学生、教

職員を中心に貸出しが増えつつある。 

 特に保育学科の授業では、本学認定こども園の園児への「読み聞かせプロジェクト」や

教材研究に大いに活用されている。 

 こども図書館開館から本年 10 月で 3 年目を迎えるが、本学認定こども園において日常

の授業や保育で欠かせない大事な施設となっている。こども図書館を基盤として保育の実

践の場となり、本学の「読み聞かせプロジェクト」や本学認定こども園での「福島市特色

ある教育・保育プロジェクト」等、様々な実践が展開されている。 

 

A-1-③ 「読み聞かせプロジェクト」の展開 

 こども図書館を活用した取組の一つとして、令和 4（2022）年 6 月より「読み聞かせプ

ロジェクト」検討会を立上げ、読み聞かせの実践の在り方について検討を重ねてきた。「読

み聞かせプロジェクト」の第一のねらいは、本学学生の読み聞かせ技能の向上と「言葉の

力」やコミュニケーション能力の向上を図ること、第二に地域の子どもたちの豊かな感性

や心、知的好奇心を育み「言葉の力」の素地を培うこと、第三には、こども図書館が地域

における読み聞かせの拠点になることである。これらの三点のねらいのもとに、地域の子

どもたちへの読み聞かせ活動、技能向上のための読み聞かせ学習会、読み聞かせ研究会の

企画、こども図書館の魅力創出を掲げ実践してきた。  

令和 4（2022）年 10 月からは、保育学科 2 年生有志による本学認定こども園で読み聞か

せを開始した。令和 5（2023）年度には 2 年生全員を対象とし、後期科目「保育・教職実

践演習（幼稚園）」の授業の一環として、時間割外に「読み聞かせ」の実践を行った。  

本学の授業や実習をとおして学んだ読み聞かせの知識や技能を活用し、保育活動を構想、

展開する学びの場として、ここでの学びが卒業後の保育・教育現場における実践力として

機能することを期待している。絵本の選定の仕方、年齢の違いに応じた読み聞かせの方法、

読み手の話し方（声量、滑舌、表情等）、絵本の作品理解や子どもの反応を踏まえた読み聞

かせの工夫、持ち方、めくり方等、これまで身に付けた知識や技能をもとに、子どもたち

に対して読み聞かせを行い、計画・準備（Plan）－実践（Do）－評価（Check）－改善（Action）

のサイクルを重視した取組とした。  

本学認定こども園の子どもたちにとっても学生による読み聞かせは楽しい時間となってお

り、「読み聞かせプロジェクト」は、本学の保育者を目指す学生、地域の子どもたち双方に

とって大変意義のある取組として展開している。 

 

A-1-④ 特別保育「AI ロボット NAO君と英語で遊ぼう」の実施 

デジタル技術の発展や DX の推進が私たちの日常生活に様々な変化をもたらしている昨

今、AI やロボットの登場により、経済、仕事、働き方、教育等の多くの分野において、根

本的な規範となる、ものの見方や考え方の転換が求められている。特にデジタルネイティ

ブ世代である子どもたちの今後の教育には、新しいアプローチが必要である。 

 本学でも情報リテラシーや DX の推進に取組んでいるところではあるが、今後必要とさ
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れるデジタルの活用力やグローバルな視点をもち、外国語での会話力や AI リテラシーの

獲得が不可欠になると思われる。どのような形で大学全体に AI やロボットを取入れてい

くか、その可能性を探るために、本学認定こども園において、これまでの保育の常識にと

らわれず、保育の中にデジタル技術を取入れていくことに挑戦し保育の可能性を広げてい

くことが重要であると考えた。そこで、保育に AI ロボットという新しい風を吹き込むこ

とで子どもたちの経験の幅を広げ、これからの時代を主体的に生きていく力の素地の育成

につなげたいと考え、本学認定こども園の新しい試みとして、ロボットやドローンの開発

や販売を手がける（株）スマートロボティクス社、及びロボットのプログラム開発やオン

ラインツールの開発などを手がける（株）futuristic との連携のもと、保育に AI ロボット

を活用した特別保育を実施した。これは、髙選圭氏による英語活動のプログラムの提供と

指導により実施することができたものである。髙選圭氏は韓国の AI デジタル技術の社会

実装研究者の第一人者で、令和 5（2023）年 4 月に開設した大学マネジメント学部地域マ

ネジメント学科の教授として 4 月に就任したところであり、活動のさらなる展開が期待さ

れる。 

この特別保育では、英語への関心・意欲を高めるとともに、簡単なプログラミングへの

興味を高め、グローバルな視点と AI リテラシーの素地を育むことをねらいとしている。

園児の保護者も参加し、実際に AI ロボット NAO 君との交流の様子や連携会社のエンジ

ニアの指導を受けながら園児が NAO 君の動きをコントロールするプログラムを入力する

様子などを見学した。 

この取組については、教育行政やメディアからも注目を集め、新聞やテレビで大きく報

道された。この特別保育をとおして、保育者養成における AI やロボットの活用の可能性

と意義、これからの社会を主体的に生きるために必要なグローバルな視点と、AI リテラシ

ーの素地の育成を見据えた、本学と認定こども園の教育・保育の方向性を示すことができ

た。 

 

A-1-⑤ Nutrition Cafe 福島 

Nutrition Cafe 福島は、食物栄養学科の教員やその研究領域と言った大学のシーズある

いは話題や学びのベースを、地域の方々と共有するという位置づけで、「まぁ、縁側でお茶

でも飲みながら、一つ話を聞いて行って下さいな」というコンセプトで始めた取組である。 

令和 5（2023）年度は以下のとおり 5 回開催し、本学卒業生、本学教員、客員教員、学

生がそれぞれプレゼンテーションを実施し、ファシリテーターも学生が担当し、学びの時

を盛り上げた。 

1．「昭和アイドルと共に歩んだ伝説の振付師！？ その健康のヒケツ」 ゲスト：三浦亨

氏（振付師） 

2．「パン、パン、パン」 ゲスト：持田弘恵氏（パン教室主宰） 

3．「災害時 何食べる？」 ゲスト：佐藤る美子准教授 

4．第一部「レシピができるまで」 ゲスト：創作フードガールズ（本学科学生） 

  第二部「プラスチックはどこへ」 ファシリテーター：プラスチック探検隊（本学科

学生） 

5．「１×２×３=６次化ってなぁに！？」 ゲスト：食物栄養学科教員 池田信也教授 
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これらの会には、地域の方も参加し、ともに学ぶ機会を得ることができた。また、これら

の参加者の中にはリピーターも見られ、地域の人たちの興味を引く取組となっている。イ

ベント当日の様子も新聞等のメディアで報道され、地域の中での知名度も徐々に高まって

いる。 

 

A-1-⑥ はらくっちん食育ワークショップ 

地域の課題、地域へ好影響を与えるイベントとして、学齢前の子どもから中学生までを

対象として「食育科学ワークショップ」として実施している。子どもの頃から「食育」に

触れ、食べ物ができてから私たちの体内に入るまでの過程を知り、自ら健康的な食習慣を

身につけることが重要だと考えている。その一歩として、簡単な調理や食品を用いた実験

等をとおして食材を科学（化学）の見方で探っていくことの楽しさを地域の子どもたちと

共有していくことを目的として実施した。食材といわれる野菜や果物を実際に調理するプ

ロセスで、どのような「科学」が潜んでいるのか、「科学」的な取組で明らかにしていく。

このことで、大人も子どもも興味津々に学びを深めることができている。担当した学生た

ちも、準備段階から学びを深め、学びと伝えることの手法を会得している。 

令和 5（2023）年度は、以下の 2 回を開催し学びを深めた。 

１．「アイスクリームのひみつ」 

２．「うどんのひみつ」 

 

毎回、県北地域の子どもたちとその家族と、調理体験や実験を行い食品にまつわる科学

に触れ、楽しみを共有することができた。地域の方と、学生・教職員ともに新たな発見を

することができた。参加した子どもたちが嬉しそうに「お家に帰っても（調理や実験を）

やってみたい !」と目を輝かせながら話す姿からも、地域の役に立つ取組になっている。

イベント当日の様子は新聞等のメディアで報道されたほか、継続して参加する地域の方の

紹介等で参加者が増え、地域の中での知名度も徐々に高まっている。 

 

A-1-⑦ あしたの食卓への開催協力 

福島民報社と福島県立医科大学が進める「健康ふくしまプロジェクト」の一環として、

地産地消健康レシピによる 1日だけの屋外レストラン「福島を育む あしたの食卓」を本

学キャンパス内で２回実施した。 

 6月 23日には、食と健康についての講演会も開催され、本学食物栄養学科 1年生を含む

参加者は、食と健康、食の安全・安心に加え、福島県産食材について理解を深めた。 

 講演会終了後は福島県古殿町出身の料理人・野﨑洋光さんが、福島県産の食材を使用し

た健康レシピで一般参加者に料理を振舞った。会食では本学の食物栄養学科の 2年生が調

理と配膳を手伝い、プロの仕事を間近で体験したり、参加者との交流を持ったりと、実践

から多くの学びを得ることができた。 

 11 月 2 日には、東京で結婚式場やレストランを運営する「八芳園」から柿迫料理長を招

き、福島県産の食材を使用した洋食のフルコースが振る舞われた。 
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 本学では、食物栄養学科の 2年生が調理や配膳を手伝い、食材の下ごしらえや配膳の注

意点など、プロの視点から指導を受けた。 

A-1-⑧ 英国ペトロック大学訪日研修団の受け入れと学生共同研修の実施 

3 月 18 日(月)～22 日(金)の 5 日間にかけ、英国・ノースデヴォンに所在するペトロック

大学訪日研修団を受入れ、本学学生との交流プログラムを実施した。同校の訪日研修は 2

週間にわたるもので、東京と福島を中心に行われた。そのうち、本学は「福島シリーズ」

として受入れ主体となり、研修機会を提供することとなったものである。今回の「福島シ

リーズ」では、とりわけ本学学友会から協力を得ることにより、食物栄養学科、大学のこ

ども学科、地域マネジメント学科から多数の学生が参加し、アイスブレイクセッション、

両校学生による福島県浜通り視察研修、ワークショップ、本件副知事への表敬訪問など、

両校の学生同士による共同の取組を多数催すことができた。本学の学生にとっても「世界

から見た福島」を実感することができる貴重な異文化間交流を経験する機会となった。 

また、21 日(木)には、剣道体験会として、紺野正敏氏(教士八段)、根本由佳子氏(教士七

段)、佐藤さとみ(教士七段、本学食物栄養学科学生)を講師として開催した。その際、本学

剣道部の学生のほか、福島県立医科大学剣道部の学生、また、聖光学院高等学校、橘高等

学校、福島西高等学校の各剣道部の生徒の方にも協力を得て、たいへん活気のある交流プ

ログラムとなった。 

 

A-1-⑨ 食物栄養学科関係地域連携 

食物栄養学科では、食物栄養にかかる地域課題を地域の方と協働して解決し、地域の様々

な課題を解決することを目指している。この地域課題への取組は以下のとおりである。 

1．めざせ「健康寿命」日本一!を掲げ、連携協定を締結している福島県立医科大学、福島

民友新聞社と連携して「特別研究」の授業で「減塩サミット」に取組んでいる。この中で、

本学では「減塩」を指向した食事のレシピとして Main dish と Side dish のメニュー1 品

ずつを学生が提案し、試作試食後、評価を行った。担当教員が改善指導を行い「福島学院

大学短期大学部食物栄養学科学生が考えた減塩レシピ」というパンフレットにまとめ上げ、

連携先の福島民友新聞紙上やスーパーマーケットの店頭でレシピを配布し、学生が考案し

たレシピが地元住民の目に多く触れることで、「気軽に自宅で減塩レシピに取組むことが

できた」等の声を得ている。福島県民の減塩指向を高めるための啓発活動の一助となった。 

 

2．チャレンジふくしま県民運動推進協議会と連携し、福島県民の健康増進「チャレンジふ

くしま県民運動」の推進活動の一助として、学生が「特別研究」の授業で県産食材を使っ

たヘルシーメニューの開発を行った。試作、試食、評価を繰返し“手軽に簡単に作りやすい

メニュー”を考案した。健康に配慮しバランスの取れた栄養成分になるようにメニューを調

整し、栄養計算を行い、その結果を「レシピ集」という形にして、冊子を制作して配布し

た。冊子制作に際し、食物を撮影する際には、美しい盛付けになるように工夫した結果、

冊子を見た地域住民からは、「さっそく作ってみたい」等の声が寄せられた。 

令和 5（2023）年度は、二本松市で行われた健康フォーラムにおいて、「麓山高原豚とト

マトの塩コショウ炒め」を参加者の皆様に試食してもらった。また、減塩や運動など健康
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に関するアンケートも実施した。 

参加した学生は食べた感想や健康に関する取組などを直接聞いたり、栄養について質問

を受けるなどしており、日ごろの学習の成果が試される良い経験となった。 

 

3．福島県伊達市霊山町大石地区にある NPO 法人「りょうぜん里山がっこう」との連携事

業として、毎年、「特別研究」の授業の中で、地域の課題解決に取組んでいる。大石地区で

は、地域で採れる新鮮な滋養溢れる食材を活用した、“新たなメニュー開発”という課題が

ある。この課題に取組むために、地域の「大石 3 ちゃん倶楽部」と、本学学生が協働して、

若者の視点で考えた地元食材の活用法を提案し、実際にレシピに従って調理、試食、評価

を行い、新たなメニューを提案した。令和 5（2023）年度もコロナ感染拡大予防の観点か

ら、テイクアウトのお弁当方式とした。この取組の中では、食事の提案、調理、評価と言

った食の現場で行われている実践的なことも学んだ。大石地区の住民との直接的な人情味

あふれる交流も、学生にとって多くの学びとなった。 

 

A-1-⑩ 情報ビジネス学科関係地域連携 

1．後述する観光業との連携以外に、農業分野との連携にも注力しており、地場産品を活用

した商品開発や販路開拓などに取組んでいる。令和 4（2022）年 3 月に出荷制限が解除

された「信夫山の柚子復活プロジェクト」を立ち上げ、ロゴの作成や市内の菓子店と連

携した商品開発を進め、新聞やテレビで大きく報道された。 

2. 東日本大震災から 13 年が過ぎ、なお帰還困難区域を抱える福島県浜通り（相双地区）

での活動も継続、拡大している。福島県浪江町のコスモスガーデン整備や福島県富岡町

の「富岡町桜まつり 2023」への参加など、福島県浜通りにおいても「地元ふくしまの大

学」として活動の幅を広げた。 

 

（3）A－1 の改善・向上方策（将来計画） 

A-1-① 地域連携センターの連携活動 

地域連携センターでは、これまで取組んできた「地域連携活動」を本学の窓口となって

さらに推進していく。なお、これまで情報ビジネス学科が担ってきた地域連携活動は、大

学に新しい学部学科として令和 5（2023）年 4 月に開設したマネジメント学部地域マネジ

メント学科や既設学科に継承し、継続して実施できるように努めていく。 

 

A-1-② こども図書館の活用 

こども図書館については、さらに様々な授業や保育、地域のニーズなどに対応できるよ

う蔵書の充実が望まれる。図書の配架については、部屋ごとにテーマを設けるなど、絵本

の家としての建物の良さを活かした配架の工夫をしていく。 

 また、コロナ禍の影響で地域住民の活用が少なかったことから、令和 6（2024）年度は、

情報発信の規模を広げ、地域住民の認知度を高め、誰でもが気軽に絵本を軸に集える場と

して、こども図書館の活用を促進していきたい。 

 

A-1-③ 「読み聞かせプロジェクト」の展開  
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令和 5（2023）年度は、「学びの軌跡の集大成」としての科目である「保育・教職実践演

習（幼稚園）」の授業に位置付け、2 年生全員を対象とし目的や課題意識のさらなる高揚を

図った。特に、学生の読み聞かせ（保育）を評価し、自分たちの読み聞かせを改善してい

く力の向上を図るために、1 グループ 3～4 名の構成員を 2 つに分けて、お互いの読み聞か

せを見合い、統一した評価の観点を基に評価し合う活動を中核として実践を行った。 

学生の実践後の記録などを分析した結果、これまで、本学学生に不足していると感じられ

ていた、自分たちの読み聞かせ（保育）を批判的な目で見て評価するという、言い換えれ

ば、自分たちの保育を客観的に評価する意識が芽生えてきた学生が増えてきたという成果

が得られたことから、取組を継続していく。 

 

A-1-④ 特別保育「AI ロボット NAO君と英語で遊ぼう」の実施 

特別保育「AI ロボット NAO 君と英語で遊ぼう」を基盤とした今後の展開については、

園児だけでなく、学生のネイティブイングリッシュを学ぶ機会の確保や、これまでの常識

にとらわれない新しい時代を見据えた人材を育てるうえでも価値のあることである。今後

は、（株）スマートロボティクス社、及び（株）futuristic との連携をさらに深めながら、

教育の現場に即した具体的なプログラムの共同開発やその効果的な活用の仕方の検討を進

めるなど、本学の教育の取組の一つとして NAO 君の活用の場を展開していく。 

 

A-1-⑤ Nutrition Cafe 福島 

Nutrition Cafe 福島は、令和 4（2022）年度からスタートしたプロジェクトである。大

学の持つシーズを地域と共有するという視点で始まっている。一定の方向性を示しながら

プロジェクトを進め、地域と大学の距離を縮めるためのプログラムを展開し、永続させて

いく。 

 

A-1-⑥ はらくっちん食育ワークショップ 

はらくっちん食育ワークショッププロジェクトは Nutrition Cafe 福島プロジェクトと

並び、食物栄養学科の持つポテンシャルの総合力を結集させたプロジェクトであり、今後

も積極的に進めるよう努めていく。このプロジェクトが対象とする学齢前から中学生まで

へのアプローチの方法についてさらに検討を進めていく。 

 

A-1-➆ あしたの食卓への開催協力 

学生にとってまたとない学びの機会となることから、福島民報社と福島県立医科大学か

ら依頼があれば、今後も積極的に協力していく。  

 

A-1-⑧ 英国ペトロック大学との交流 

ペトロック大学とは、交流促進に関する覚書を締結していることもあり、状況を踏まえ

ながら学生等の交流を推進していく。 

 

A-1-⑨ 食物栄養学科関係地域連携 

食物栄養学科における地域連携課題は、地域の方と協働して課題を解決することを目指
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し、「特別研究」、「特別研究Ⅱ」の授業として取入れており、今後も年ごとにブラッシュア

ップを繰返し継続していく。 

 

A-1-⑩ 情報ビジネス学科関係地域連携 

令和 5（2023）年度まで情報ビジネス学科が担ってきた地域連携事業を、令和 5（2023）

年度に新しい学部学科として開設した大学マネジメント学部地域マネジメント学科や既設

学部に継承した。継続して実施できるよう努めていく。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 A-1-1】 大学報 Vol.31（令和 2（2020）年 3 月 31 日発行） 

【資料 A-1-2】 大学報 Vol.32（令和 3（2021）年 3 月 31 日発行） 

【資料 A-1-3】 大学報 Vol.33（令和 4（2022）年 3 月 31 日発行） 

【資料 A-1-4】 大学報 Vol.34（令和 5（2023）年 4 月 28 日発行） 

【資料 A-1-5】 令和 5 年度の主な連携事業報告 

【資料 A-1-6】 こども図書館リーフレット 

【資料 A-1-7】 令和 5 年度カーサ・ファミリア「こども図書館」利用・貸出記録 

【資料 A-1-8】 島根県立大学松江キャンパス研究紀要（抜粋） 

【資料 A-1-9】 「読み聞かせプロジェクト」リーフレット 

【資料 A-1-10】 保育学科「読み聞かせプロジェクト」リーフレット 

【資料 A-1-11】 保育学科「読み聞かせプロジェクト」実施に関するアンケート結果 

【資料 A-1-12】 読み聞かせプロジェクト」関連新聞掲載 

【資料 A-1-13】 特別保育「AI ロボットのナオくんとえいごであそぼう」リーフレット 

【資料 A-1-14】 特別保育「AI ロボットのナオくんとえいごであそぼう」新聞掲載 

【資料 A-1-15】 Nutrition Cafe 福島リーフレット 

【資料 A-1-16】 はらくっちんリーフレット 

【資料 A-1-17】 学生が考えた減塩レシピ 

【資料 A-1-18】 ヘルシーメニュー共同開発 学生が考えた RECIPE BOOK 

【資料 A-1-19】 里山の健康長寿食 料理 

 

 

A－2．地域連携事業 

A-2-① 地域連携センターの地域連携事業 

A-2-② 福島県浪江町 

A-2-③ 福島信用金庫 

A-2-④ よい仕事おこしフェア実行委員会 

A-2-⑤ 株式会社いちい 

A-2-⑥ NPO 法人結倶楽部 

A-2-⑦ 飯坂温泉 

A-2-⑧ 土湯温泉 

A-2-➈ ふくしま三大ブランド鶏推進協議会 
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A-2−➉ 幼児教育推進連携協定 

A-2-⑪ カロリーアンサープロジェクト 

（1）A－2 の自己判定 

「基準項目 A－2 を満たしている。」 

 

（2）A－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

A-2-① 地域連携センターの地域連携事業 

令和 6(2024)年 4 月 1 日現在、全体で 15 件の包括連携協定を締結【表 A-2-1】している

ほか、5 年間で 250 回以上の活動を展開した。 

 

【表 A-2-1】地域連携センターにおける包括連携協定先一覧 

（令和 6(2024)年 3 月 31 日現在） 

No. 締結年月 締結先 

1 2016 年 2 月 土湯温泉観光協会 

2 2016 年 2 月 福島民報社 

3 2016 年 7 月 福島県伊達市 

4 2019 年 6 月 飯坂温泉観光協会 

5 2019 年 11 月 福島県食品生産協同組合 

6 2020 年 1 月 福島県立医科大学 

7 2020 年 7 月 NPO 法人 結倶楽部 

8 2020 年 12 月 株式会社いちい 

9 2020 年 12 月 福島信用金庫 

10 2021 年 3 月 福島県浪江町 

11 2021 年 4 月 福島地域酒米研究会 

12 2021 年 12 月 株式会社 AC 福島ユナイテッド 

13 2022 年 9 月 ふくしま三大ブランド鶏推進協議会 

14 2022 年 12 月 福島県教育委員会 

15 2023 年 2 月 よい仕事おこしフェア実行委員会 

 

 以下に、地域連携活動が連携協定締結に発展した具体的な事例を紹介する。 

 

A-2-② 福島県浪江町 

 福島県浪江町との連携協定は、令和 4（2020）年 10 月に無印良品（株式会社良品計画）

の協力を得て「未活用の産品を活用した商品開発」をテーマに開講した授業（情報ビジネ

ス学科「グラフィックデザイン演習Ⅱ」）が発端である。協定締結後は、コスモス畑の整備

事業や、浪江町立「ふれあいセンターなみえ」のオープニングセレモニーでのワークショ

ップブース出展協力（連携先：ダイドードリンコ株式会社）等の連携事業に発展している

ほか、学生が提案した商品開発を進め「酒粕&ジンジャークッキー」として発売した。令

和 5（2023）年度においても、コスモス畑の整備などに継続して取組んだ。 
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A-2-③ 福島信用金庫 

福島信用金庫と情報ビジネス学科が連携して、福島県伊達市の農産品を活用した 6 次化

商品開発と販売後の売上向上サポートに取り組んでいる。金融機関との連携協定は、令和

元（2019）年 11 月に福島市で開催された「第 3 回ちいきん会」の企画運営に情報ビジネ

ス学科が携わったことが発端である。「ちいきん会」は、金融庁の有志が立上げた団体で、

全国の金融職員と公務員のミートアップイベント主催や、全国各地で勉強を開催するなど

しており、令和 4（2022）年 2 月に一般社団法人化する際にも福島駅前キャンパスの住所

で登記している。 

 

A-2-④ よい仕事おこしフェア実行委員会 

よい仕事おこしフェア実行委員会（事務局：城南信用金庫）との連携は、先述の「ちい

きん会」、及び「ふくしま産業賞」を通じた福島民報社とのつながりが発端である。地域資

源を活用した商品開発や話題作りへの取組で本学と共通するところが多く、エレファント

ガーリックを活用したビールを開発したほか、11 月 20 日(火)・21 日(水)には、東京ビッ

クサイトで開催された「2023 よい仕事おこしフェア」にブース出展した。 

 

A-2-⑤ 株式会社いちい 

 株式会社いちいとの連携協定は、令和 2（2020）年に「大わらじ福かつ弁当」の商品開

発が発端である。協定締結後は、情報ビジネス学科の「経営概論」において、「いちい学」

という位置付けで「地域密着型食品スーパーの経営」をテーマに 15 コマの連携授業に発

展したほか、他の連携活動の成果物（エレファントガーリックなど）の販売協力等で連携

を深化させている。 

 

A-2-⑥ NPO法人結倶楽部 

 NPO 法人結倶楽部は福島市飯野町を拠点に小学生向けの農業体験等を運営している団

体であるが、新規事業として取り組み始めたエレファントガーリックのブランド構築を情

報ビジネス学科で受託したことをきっかけに、連携協定を締結した。ニンニクの植付けや

収穫は学生と地域住民が共同で行なっているほか、販路開拓や販促イベントの運営まで幅

広くサポートする取組が評価され、令和 4（2022）年度は、第 7 回ふくしま産業賞（学生

銀賞）を受賞し、ふくしま復興大使として青森県田子町の現地視察研修を実施した。令和

5（2023）年度においてもニンニクの植付けや販促イベントなどを共同で行った。 

 

A-2-⑦ 飯坂温泉観光協会 

飯坂温泉観光協会との連携は、情報ビジネス学科が音楽イベント「おと酔いウォーク」

や、PR キャラクター「飯坂真尋ちゃん」のデザイン制作・情報発信に携わったことが発端

である。協定締結後は、主に「飯坂真尋ちゃん」を活用した新規顧客開拓施策として、ス

タンプラリーやプレゼントキャンペーンの企画運営、声優を招聘したイベントの運営協力、

グッズデザインなどで積極的に連携している。コロナ禍の影響で客足が落ち込むで「飯坂

真尋ちゃん」を目当てに温泉街を訪れるファンが明るい話題を提供した。 
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A-2-⑧ 土湯温泉観光協会 

土湯温泉観光協会との連携は、情報ビジネス学科が福島原子力災害の風評払拭のフリー

マガジン「若旦那図鑑」を制作したことが発端である。協定締結後は、経済産業省「東北

地域ブランド総選挙」に参加して土湯温泉の魅力発信事業に取り組んだほか、情報ビジネ

ス学科 2 年生「イベントプランニング」（前期 15 コマ）の授業課題として温泉街をフィー

ルドに回遊型の夏祭りの企画運営を行った。 

 

A-2-⑨ ふくしま三大ブランド鶏推進協議会 

福島三大鶏の会津地鶏、川俣シャモ、伊達鶏のさらなる消費拡大に向けて、ふくしま三

大ブランド鶏推進協議会と締結した協定に基づき、令和 4（2022）年度は、福島市で開催

された福島三大地鶏イベントに学生が参加し、来場した旅館の料理長や飲食店経営者の

方々に、三大地鶏の丸焼きやメンチカツなどを提供したほか、令和 5（2023）年度は 12月

5日に本学宮代キャンパスにおいてで「三大ブランド鶏」の食べ比べ試食会を開催した。 

 

A-2−⑩ 幼児教育推進連携協定 

 福島県教育委員会と本学は、令和 4（2022）年 11 月に幼児教育の推進における連携協力

に関する協定を締結した。教育の出発点は幼児教育であるという考えのもと、大学福祉学

部福祉心理学科、大学福祉学部こども学科、保育学科等の教育・研究の知見を生かして、

本学認定こども園における実地研修等も含め、「研修・支援・研究」の三つの視点から、双

方で連携協力を図り幼児教育の質の向上に取組む。 

 その第一歩として、令和 5（2023）年度は、本学大学院及び大学福祉学部福祉心理学科

を起点とした精神医学、及び心理学の知見を活用した幼児教育関係者対象の研修計画を策

定し、福島県教育委員会と共に実施した。幼児教育や学校教育において近年課題となって

いる「発達障害」と「愛着の問題」をテーマとして取上げ、対象者を幼児教育関係者だけ

でなく学校教育関係者に広げたことで、現場での指導に大いに役立つ研修とすることがで

きた。具体的な研修実績は以下のとおりである。 

研修 1 テーマ：配慮が必要な幼児・児童の支援の在り方を考える研修 

    実施回数：３回（８月～９月） 参加者数：約２４０人（３回計） 

研修 2 テーマ：子どもの心の発達や成長と大人の関わりの在り方を考える研修   

    実施回数：３回（９月～１１月） 参加者数：約１４０人  

 

A-2-⑪ カロリーアンサープロジェクト 

福島県食品生産協同組合と連携協定を締結し、福島県の県北地域のみにとらわれず、福

島県全域の中小食品製造事業者が、平成 27（2015）年 4 月に施行された「食品表示法」の

猶予期間が終了した令和 2（2020）年 4 月の完全実施を受けて、食品への「栄養表示」が

課題となり、この課題を解決するために本学と協働してこの課題に取組むことにした。加

工食品中の「熱量（カロリー）」、「たんぱく質」、「脂質」、「炭水化物」、「ナトリウム（食塩

相当量）」を定量し、そのデータを食品製造事業者へ知らせ、表示の一助とすることを進め

ている。これまでに分析を行ったものは 1,100 点を超え、大きな成果として連携先である
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福島県食品生産協同組合とともに地域に貢献している。 

また、このプロジェクトをとおして、学生・教職員は地域内における食品メーカーを取

巻く課題の一端に触れることができ、その課題に取り組んでいるという自覚を涵養すると

ともに、食品表示のみにこだわることなく、広い視点で課題の解決へ向けた取組を学び取

ることができている。 

 

（3）A－2 の改善・向上方策（将来計画） 

A-2-① 地域連携センターの地域連携事業 

地域連携センターでは、これまで取組んできた「地域連携事業」を本学の窓口となって

さらに推進していく。なお、これまで情報ビジネス学科が担ってきた地域連携事業は、大

学に新しい学部学科として令和 5（2023）年 4 月に開設したマネジメント学部地域マネジ

メント学科や既設学科に継承し、継続して実施できるように努めていく。 

 

A-2−⑨ 幼児教育推進連携協定 

幼児教育推進連携協定については、令和 6(2024）年度は、さらに、幼児教育の質の保障

のための研修を実施していくが、本学として現場の情報をこれまで以上に収集し、現場の

課題に則した貢献のあり方を検討する。 

令和 6(2024）年度は、精神医学・心理学の領域の知見を活かした「発達障害」に関わる

研修に加えて教育・保育の質の向上に向けた「２歳児の保育の在り方」に関する研修を８

月から９月にかけて予定している。本学では、精神医学・心理学の領域の専門家にとどま

らず、福祉・保育・栄養等、様々な領域の専門家を擁している。どの領域をどう活用して

いくか、ニーズを踏まえ検討する。そのために、研修会等をとおして、地域及び福島県教

育委員会との連携を強化する。 

 

A-2-⑩ カロリーアンサープロジェクト 

カロリーアンサープロジェクトは、中小企業という条件を持つ福島県内食品産業の課題

を容易に解決することは困難であり、引続き継続して行かなければならないが、カロリー

アンサーの使用「ノウハウの共有」が重要であるため、教員と学生、特に学生については、

先輩から後輩への引継ぎを円滑に行うことが出来るシステムの構築に努める。 

 

※A-2-上記以外の項目については、令和 5（2023）年度まで情報ビジネス学科が担ってき

た地域連携事業を、令和 5（2023）年度に新しい学部学科として開設した大学マネジメン

ト学部地域マネジメント学科や既設学部に継承したことから、大学の取組みとして記載し

ている。 

 

▶エビデンス（資料編） 

【資料 A-2-1】 連携協定書写し 

【資料 A-2-2】 大学報 Vol.31（令和 2（2020）年 3 月 31 日発行） 

【資料 A-2-3】 大学報 Vol.32（令和 3（2021）年 3 月 31 日発行） 

【資料 A-2-4】 大学報 Vol.33（令和 4（2022）年 3 月 31 日発行） 
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【資料 A-2-5】 大学報 Vol.34（令和 5（2023）年 4 月 28 日発行） 

【資料 A-2-6】 幼児教育の質の向上に向けた取組の推進 

【資料 A-2-7】 幼児教育推進における研修会の開催について 

 

［基準 A の自己評価］ 

本学は保育学科、食物栄養学科、情報ビジネス学科を擁し、それぞれの専門分野の教育・

研究を行うとともに、多くの地域連携活動をとおして、「地域で学び地域に学ぶ」という姿

勢をもって「地域になくてはならない」大学としての役割を果たしている。 

 よって、「基準 A．地域における連携活動・連携事業」の基準を満たしていると評価でき

る。  
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Ⅴ．特記事項 

本学の「授業デザイン」と「展開」 ～学生を「探求する実践者」に育てる授業の実践～  

教育の質は「授業」に表れるという理解のもと、「授業改善」という意識改革も含めた教

育の質を確保できる「授業」のあり方を求めた。そこで令和 3（2021）年度より大学 2 学

科、大学院専攻、短期大学部 3 学科による「全学授業改善委員会」を設置し、授業実践の

深化に取組むこととした。 

【「授業改善」の取組方針】 

〇学科内 FD（Faculty Development）研修等を通した授業実践事例の蓄積と共有 

〇「ディープ・アクティブラーニング」を目指す授業の改善 

〇全学授業改善委員会を通した授業実践の蓄積と共有 

本学では各学科ともに DP（ディプロマ・ポリシー）を学修到達目標としながら資格・免

許状取得のための複合的な教育課程を編成しており、授業形態も講義、演習、実験、実習、

実技等、多様である。そこで授業改善のための共通項を探る検討を重ね、教員の授業取組

の公開、実践方法事例の共有と蓄積を進めた。 

 2 年間の報告・検討の積重ねをもとに、授業改善のための「授業デザイン」と「授業展

開」を共通項として、授業づくりを共有する方向性を打ち出した。実践方針は、次のとお

りである。 

〇「授業デザイン」と「授業実践の基本要素 9 項目」 

「授業デザイン」を、授業の省察を踏まえた柔軟な改善と再構成を意味する用語とし

て捉え、「授業づくり」の有効な方策として本学独自の「授業実践の基本要素」9 項目を

創出した。多くの教員が「ディープ・アクティブラーニング」の実践に有効として共有

した 3 事例を以下に示す。 

 ・授業のアウトラインを構造図等で示し、学生が授業内容を俯瞰して主体的に学びを構

成するための支援をする。 

 ・言語化による振返りや整理を重視した「内化」により、学びの内面化を促す。 

 ・認知プロセスを表現し交流する「外化」により、学生相互の学びを促進する。 

〇「展開」と教育アセスメント 

キーワードを involvement「巻き込む」、invite「誘う」として、学習実態を把握し、

適切なフィードバックやフィードフォワード、学生の多様な交流活動を重視し、教員と

学生が一体となって授業づくりに取組む。 

令和 5（2023）年 2 月に開催した全学授業改善委員会では、これまでの成果を踏まえ

て令和 5（2023）年度の授業改善の取組みを次のように示し、さらなる授業実践の深化

に取組むこととした。 

 

 

 

 

 

 

 



巻末資料



 

福島学院大学の三つのポリシー 

  

□福島学院大学・福島学院短期大学の教育理念 

〇教育研究上の目的 

福島学院大学の建学の精神「真心こそすべてのすべて」に則り、Sincerity（真心＝偽りや飾りの 

ない心）とHospitality（思いやり）の現代的意味を深く体得し、生涯にわたって学び続けながら、 

地域・社会に積極的かつ実践的に貢献する人材を輩出します。 

 

〇教育の方針（三つのポリシー） 

入学に関する基本的な方針（アドミッションポリシー） 

建学の精神「真心こそすべてのすべて」に則り、Sincerity（真心＝偽りや飾りのない心）と 

Hospitality（思いやり）の体得に努め、探究心をもって地域・社会に積極的かつ実践的に貢献 

しようとする意思と意欲を持つ学生を募集します。 

 

入学前に身につける能力・素養 

・本学の教養教育、専門教育の基礎となる水準の知識・技能 

・本学での学修に必要となる論理的思考力・判断力・表現力 

・本学での学修を身につけるための主体性・協働性 

 

入学者選抜の方針 

・入学者選抜では、本学で学びたいという高い勉学意欲と知的好奇心のある者を、あらゆる地域から

迎え入れる。 

・入学後の学修の基礎となる知識・技能、論理的思考力・判断力・表現力、および主体性・協働性

（学力の三要素）を選抜において確認する。 

 

評価方法の比重 

「入学前に身につける能力・素養」を、各学科の入学者選抜において評価する。 



 

教育課程の編成・実施の方針（カリキュラムポリシー） 

本学は各学問分野の専門性において、卒業認定・学位授与に求められる能力や素養を身につける 

ために、学科ごとに体系的教育編成を構築しています。 

 

卒業認定・学位授与に求められる体系的教育編成 

・すべての学生が根拠に基づく（エビデンスベース）思考力と総合力を身につけるために、充実  

した教養教育の編成。 

・演習・ゼミナールや学生参画型対話型教育（アクティブラーニング）などの双方向型授業を 

主体とし、フィールドワークも活用したプロジェクト型の教育を通して、問題発見・解決力、 

構想・構築力・コミュニケーション力、実践力を培う専門教育の編成。 

・教養教育と専門教育における学生の主体的学びを構築するために、学問分野・レベル・授業形態 

などをカリキュラムマップ・カリキュラムツリー・ナンバリングなどによって体系化。 

・学生の自学自修による体系的な学びを、学修ポートフォリオなどによって可視化（みえる化）。 

 

3つに大別される科目およびプログラム 

カリキュラムは、教養教育科目・専門教育科目・体験・実習型科目に大別され、そこに関連す 

る分野の科目によって、卒業認定・学位授与のための体系的学習が可能です。 

 

1．教養教育科目 

・広い視野に立ち、学士力の基礎となる基本的な教養（アカデミック・ツール）を提供する。 

・1〜2年次の初年次教育によって、リテラシー（読む・書く・話す）および情報リテラシーを   

修得する 

2．専門教育科目 

・2〜4年次までの専門教育科目によって、研究能力、専門的職業能力を育成するとともに、資格取得

のために高い知識・技能の修得を提供する 

3．体験・実践型科目 

・ボランティア、インターンシップ、リーダーシップ教育、留学など、地域と社会で実践的に学び 

また貢献する機会を提供する。 

 

成績評価の可視化（みえる化） 

・教育課程レベル・科目レベルでの「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリシー）」を踏まえて

おこなう。 



 

学位授与の方針（ディプロマポリシー） 

本学の教育研究上の目的に基づき、各学科における学修を通して以下に示す能力・技能等を身に 

つけ、学則および学位規程に定める卒業に必要な条件を満たした者に対して卒業を認定し、「学士

（福祉心理学）（こども学）」「短期大学士（保育学）（食物栄養学）（情報ビジネス学）」の学位

を授与します。 

 

 

DP1．総合力： 

人間や文化について幅広い知識を身につけ、広い視野から理解することができる思考力・判断力 

  

DP2．問題発見・解決力： 

現代社会に関心を持ち、課題を見つけ出して解決に取り組むことができる関心・意欲・態度 

  

DP3．構想・構築力： 

新たな問題を言語化またはモデル化し、それに対する分析や提案をおこない、論理的に説明 

する力 

  

DP4．コミュニケーション力： 

学びによる能力や素養を活かすために、他者との相互理解を実現する力 

  

DP5．実践力： 

専門性を実践するために必要な知識・能力・技能 

 

 

 



福島学院大学 短期大学部における３つの方針 

「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー） 

「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー） 

「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー） 

 

 

 

卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

 

（保育学科） 

 保育学科の教育研究上の目的に基づき、保育学科教育課程における学修を通

して以下に示す能力・技能等を身につけ、短期大学部学則に定める卒業に必要な

要件を満たした者に対して卒業を認定し、「短期大学士（保育学）」の学位を授与

します。 

DP1．総合力：保育・幼児教育を学ぶ者として、人間や文化について幅広い知

識を身につけ、広い視野から理解することができる思考力・判断力 

DP2．問題発見・解決力：子どもの成長とそれを取り巻く現代社会に関心を持

ち、保育・幼児教育や乳幼児の発達に関する課題を見いだし、解決に取り組むこ

とができる関心・意欲・態度 

DP3．構想・構築力：近年の子どもと子どもに関する社会等の新たな問題とそ

の背景を言語化またはモデル化し、それに対する分析や提案を行い、論理的に説

明する力 

DP4．コミュニケーション力：学びによる能力や素養を活かすために、子ども、

保育者、保護者、地域の方々といった子どもの成長に関わる他者との相互理解を

実現する力 

DP5．実践力：保育・幼児教育に関する専門性を実践するために必要な知識・

能力・技能 

 

 

（食物栄養学科） 

食物栄養学科の教育研究上の目的に基づき、学修を通して以下に示す能力・技

能等を身につけ、学則に定める卒業に必要な条件を満たした者に対して卒業を

認定し、「短期大学士（食物栄養学）」の学位を授与します。 

DP1．総合力：人間や文化について幅広い知識を身につけ、広い視野から理解

することができる思考力・判断力 



DP2．問題発見・解決力：現代社会に関心を持ち、課題を見つけ出して解決に

取り組むことができる関心・意欲・態度 

DP3．構想・構築力：新たな問題を言語化またはモデル化し、それに対する分

析や提案をおこない、論理的に思考・説明する力 

DP4．コミュニケーション力：学びによる能力や素養を活かすために、他者と

の相互理解を実現する力 

DP5．実践力：専門性を実践するために必要な知識・能力・技能 

 

 

（情報ビジネス学科） 

情報ビジネス学科の教育研究上の目的に基づき、学修を通して以下に示す能

力・技能等を身につけ、学則に定める卒業に必要な条件を満たした者に対して卒

業を認定し、「短期大学士（情報ビジネス学）」の学位を授与します。 

DP1．総合力：人間や文化について幅広い知識を身につけ、広い視野から理解

することができる思考力・判断力 

DP2．問題発見・解決力：地域社会に関心を持ち、課題を見つけ出して解決に

取り組むことができる関心・意欲・態度 

DP3．構想・構築力：新たな問題を言語化またはモデル化し、それに対する分

析や提案をおこない、論理的に説明する力 

DP4．コミュニケーション力：ビジネスゴールの達成のために、多様な年齢層・

立場の相手と円滑にコミュニケーションする力 

DP5．実践力：専門性を実践するために必要な知識・能力・技能 

 

 

 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

 

（保育学科） 

保育学科は、保育・幼児教育分野の専門性において、卒業認定・学位授与に求め

られる能力や素養を身につけるために、体系的教育編成を構築しています。なお、

「教員免許課程」および「指定保育士養成」に基づく教育課程を履修し、単位を

修得した者に幼稚園教諭二種免許状、保育士資格が取得できるよう教育課程を

編成しています。 

【卒業認定・学位授与に求められる体系的教育編成】 

●すべての学生が根拠に基づく（エビデンスベース）思考力と総合力を身につけ

るための、充実した教養教育科目を編成。 



●演習、実践、学生参画型対話型教育（アクティブラーニング）などの双方向型

授業を主体とし、問題発見・解決力、構想・構築力、コミュニケーション力、

実践力を培う専門教育科目を編成。 

●教養教育科目と専門教育科目における学生の主体的学びを構築するために、

学問分野・レベル・授業形態などをカリキュラムツリー・ナンバリングなどに

よって体系化。 

●学生の自学自修による体系的な学びを、学修ポートフォリオ・履修カルテなど

によって可視化（みえる化）。 

【２つに大別される科目およびプログラム】 

カリキュラムは、教養教育科目、専門教育科目に大別され、そこに関連する分

野の科目によって、卒業認定・学位授与のための体系的学習が可能です。 

①教養教育科目 

●広い視野に立ち、短期大学士力の基礎となる基本的な教養（アカデミック・ツ

ール）を提供する。 

●1 年次の初年次教育によって、リテラシー（読む・書く・話す）および情報リ

テラシーを修得する。 

②専門教育科目 

●2 年次までの専門教育科目によって、保育・幼児教育に関する研究能力、専門

的職業能力を育成するとともに、資格取得のための高い知識・技能の修得を提

供する。 

●保育・教育実習などの学外実習やボランティア活動を通して、地域と社会で実

践的に学び、また貢献する機会を提供する。 

●本学附属施設の認定こども園、子育て支援センターや地域の福祉施設、保育・

教育関連機関と連携をし、実践型学習の機会を提供する。 

【成績評価の可視化（みえる化）】 

●教育課程や科目レベルでの「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリシー）」

を踏まえて行う。 

 

 

（食物栄養学科） 

食物栄養学科は各学問分野の専門性において、卒業認定・学位授与に求められ

る能力や素養を身につけるために、体系的教育編成を構築しています。 

【卒業認定・学位授与に求められる体系的教育編成】 

●すべての学生が根拠に基づく（エビデンスベース）思考力と総合力を身につけ

るための、充実した教養教育の編成。 

●演習・ゼミナールや学生参画型対話型教育（アクティブラーニング）などの双



方向型授業を主体とし、フィールドワークも活用したプロジェクト型の教育

を通して、問題発見・解決力、構想・構築力・コミュニケーション力、実践力

を培う専門教育の編成。 

●教養教育と専門教育における学生の主体的学びを構築するために、学問分野・

レベル・授業形態などをカリキュラムツリー・ナンバリングなどによって体系

化。 

●学生の自学自修による体系的な学びを、学修ポートフォリオなどによって可

視化（みえる化）。 

【３つに大別される科目およびプログラム】 

カリキュラムは、教養教育科目・専門教育科目・体験・実習型科目に大別され、

そこに関連する分野の科目によって、卒業認定・学位授与のための体系的学習

が可能です。 

①教養教育科目 

●広い視野に立ち、学士力の基礎となる基本的な教養（アカデミック・ツール）

を提供する。 

●１～２年次の初年次教育によって、リテラシー（読む・書く・話す）および情

報リテラシーを修得する。 

このことを実現するために食物栄養学科では、基本的な教養を身につける教

科、12 教科を配置し、短期大学士力・栄養士力の基礎を涵養します。 

②専門教育科目 

●１～２年次までの専門教育科目によって、研究能力、専門的職業能力を育成す

るとともに、資格取得のために高い知識・技能の修得を提供する。 

具体的には、食の基本、生理･生化学の基本を修得することを目的とした 17

の専門基礎教育科目、栄養・調理などの修得を目指した 15 の専門教育科目に

よって論理的な思考力を涵養し、座学教科を基に、「実習」を通して研究能力、

専門的職業能力を育成する。このことで、栄養士資格取得へ向けて必要とされ

る高い知識と技術を修得します。 

③体験・実践型科目 

●ボランティア、インターンシップ、リーダーシップ教育、留学など、地域と社

会で実践的に学びまた貢献する機会を提供する。 

栄養士資格取得必修教科である「給食管理実習」では、校内と学外において、

それぞれ５日間ずつ実習を行い、給食の現場における判断力・実践力を培いま

す。 

加えて、「特別研究」によって、実社会における「食」への関わりや商品開発

など、多面的な学習を進め、学内では修得できない様々な高い実践力を涵養し

ます。 



【成績評価の可視化（みえる化）】 

●教育課程レベル・科目レベルでの「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリ

シー）」を踏まえて行う。 

 

 

（情報ビジネス学科） 

情報ビジネス学科は各学問分野の専門性において、卒業認定・学位授与に求め

られる能力や素養を身につけるために、体系的教育編成を構築しています。 

【卒業認定・学位授与に求められる体系的教育編成】 

●すべての学生が根拠に基づく（エビデンスベース）思考力と総合力を身につけ

るために、充実した教養教育を編成します。 

●演習・ゼミナールや学生参画型対話型教育（アクティブラーニング）などの双

方向型授業を主体とし、フィールドワークも活用したプロジェクト型の教育

を通して、問題発見・解決力、構想・構築力・コミュニケーション力、実践力

を培う専門教育を編成します。 

●教養教育と専門教育における学生の主体的学びを構築するために、学問分野・

レベル・授業形態などをカリキュラムマップ・カリキュラムツリー・ナンバリ

ングなどによって体系化します。 

●学生の自学自修による体系的な学びを、学修ポートフォリオなどによって可

視化します。 

【３つに大別される科目およびプログラム】 

①教養教育科目 

●広い視野に立ち、学士力の基礎となる基本的な教養（アカデミック・ツール）

を提供します。 

●初年次教育によって、リテラシー（読む・書く・話す）および情報リテラシー

を修得します。 

●生涯スポーツや国際理解を目的とした科目を開設します。 

②専門教育科目 

●情報ビジネス学科の専門教育科目は、「情報リテラシーの修得」「コミュニケ

ーション能力の修得」「ビジネス実務の修得」「地域課題の理解」「豊かな表

現力の修得」の５つの分野で編成しています。 

●ビジネスの現場で即戦力として活躍できる資格検定の合格を目指す科目を提

供します。 

●専門性を高めるために、2 年次にゼミナールを開設します。 

③体験・実践型科目 

●インターンシップ実習、地域連携プロジェクト、ボランティアなど、地域社会



と関わって実践的に学び、貢献する機会を提供します。 

【成績評価の可視化（みえる化）】 

●教育課程レベル・科目レベルでの「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリ

シー）」を踏まえて成績評価を行います。 

 

 

 

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

 

（保育学科） 

保育学科では、建学の精神「真心こそすべてのすべて」に則り、Sincerity（真

心＝偽りや飾りのない心）と Hospitality（思いやり）の体得に努め、将来の保

育者として、探究心を持って子どもの心身の成長を支援し、地域・社会に積極的

かつ実践的に貢献しようとする意思と意欲を持つ学生を募集します。 

【入学前に身につける能力・素養】 

①保育学科の教養教育科目、専門教育科目の基礎となる水準の知識・技能 

高等学校卒業程度までの基礎的な学力を有し、保育・幼児教育を学ぶにあたっ

て知識や技能を適切に展開できる。 

②保育学科での学修に必要となる論理的思考力・判断力・表現力 

これまでに学んできた知識や技能等を活用し、課題に取り組むことができる

思考力・判断力を持ち、自分の考えや思いを他者に伝えるための表現力を備え

ている。 

③保育学科での学修を身につけるための主体性・協働性 

保育・幼児教育への学習意欲を強く持ち、学んだ知識・技能を用いて積極的に

人々と関わり、地域・社会に貢献しようとする意志がある。 

【入学者選抜の方針】 

●入学者選抜では、保育学科で学びたいという高い勉学意欲と知的好奇心のあ

る者を、あらゆる地域から迎え入れる。 

●入学後の学修の基礎となる知識・技能、論理的思考力・判断力・表現力、およ

び主体性・協働性（学力の三要素）を入学者選抜において確認する。 

【評価方法の比重】 

●「福島学院大学短期大学部入学者選抜規程」に基づき、保育学科入学者選抜方

針を定め、入学者選抜を実施する。入学者選抜においては、「入学前に身につ

ける能力・素養」の「①～③」を、書類審査・面接・小論文により総合的に評

価する。 

 



 

（食物栄養学科） 

 建学の精神「真心こそすべてのすべて」に則り、Sincerity（真心＝偽りや飾

りのない心）と Hospitality（思いやり）の体得に努め、探究心をもって地域・

社会に積極的かつ実践的に貢献しようとする意思と意欲を持つ学生を募集しま

す。 

【入学前に身につける能力・素養】 

●本学の教養教育、専門教育の基礎となる水準の知識・技能 

●本学での学修に必要となる論理的思考力・判断力・表現力 

●本学での学修を身につけるための主体性・協働性 

●食物栄養学科では、さらに自然科学系教科の基礎知識が必須であり、高等学 

校卒業程度の化学 ･ 生物学 ･ 数学の基礎力 

●やり始めたことは最後まで責任を持って成し遂げる、忍耐力 ･ 精神力 ･ 責 

任感 ･ 体力 

●食を通して地域社会に貢献するために、学び続けようとする強い熱意 

 

【入学者選抜の方針】 

●入学者選抜では、本学で学びたいという高い勉学意欲と知的好奇心のある者

を、あらゆる地域から迎え入れる。 

●入学後の学修の基礎となる知識・技能、論理的思考力・判断力・表現力、およ

び主体性・協働性（学力の三要素）を選抜において確認する。 

●全ての選抜において、出身校の調査書、小論文、面接をもとに選抜を行う。推

薦型選抜では小論文、面接を重点に置いて選抜を行い、総合型選抜、一般選抜

では３つの要素をもとに選抜を行う。 

【評価方法の比重】 

●「入学前に身につける能力・素養」を、入学者選抜において評価する。 

 

 

（情報ビジネス学科） 

建学の精神「真心こそすべてのすべて」に則り、Sincerity（真心＝偽りや飾り

のない心）と Hospitality（思いやり）の体得に努め、探究心をもって地域・社

会に積極的かつ実践的に貢献しようとする意思と意欲を持つ学生を募集します。 

【入学前に身につける能力・素養】 

●本学の教養教育、専門教育の基礎となる水準の知識・技能 

●本学での学修に必要となる論理的思考力・判断力・表現力 

●本学での学修を身につけるための主体性・協働性 



●状況の変化に対応できる柔軟性・粘り強さ 

 

【入学者選抜の方針】 

●入学者選抜では、本学で学びたいという高い勉学意欲と知的好奇心のある者

を、あらゆる地域から迎え入れる。 

●入学後の学修の基礎となる知識・技能、論理的思考力・判断力・表現力、およ

び主体性・協働性（学力の三要素）を選抜において確認する。 

【評価方法の比重】 

●「入学前に身につける能力・素養」を、入学者選抜において評価する。 



福島学院大学短期大学部 

95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



福島学院大学短期大学部 

96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己点検・評価委員会 
 

 


